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Ⅰ　子育ての豊かさと楽しさの発見

方針１）多様なニーズを受け止められる子育て支援

（１）多様な保育の場づくり

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①保育
園

■公立11園、私立25園、認証保育所８
園で、保護者の労働又は疾病その他の
理由で、家庭において必要な保育を受
けることが困難な未就学児の保育を実
施。

■ニーズ量調査の結果を踏まえ、民間活力
や国・都の補助制度を活用して計画的に整
備を進めていく。
■計画については毎年度見直しを行い、保
育需要の動向や市の財政状況のバランスを
取りながら待機児童の解消を推進する。

保育課

■認可保育所（栄光多摩平中央
保育園）開設（130名）
■認可保育所（至誠第二保育
園）建替えに伴う定員変更（30
名）

■認可保育所（栄光多摩平中央保育
園）開設（130名）
■認可保育所（至誠第二保育園）建て
替えに伴う定員変更（30名）
■平成30年4月開設に向けた認可保育所
園の4園の整備

Ｂ 

■待機児解消に向け
計画的に整備を進め
ているが、今後の保
育需要や子どもの人
口の動向を注視する
必要がある。

■認可保育所（至誠ひの宿保育
園）開設（130名）
■認可保育所（栄光多摩平の森
保育園）開設（120名）
■認可保育所（上田せせらぎ保
育園）開設（120名）
■認可保育所（豊田保育園）開
設（118名）※とよだ保育園民
営化に伴う定員変更（110名→
118名）
■平成31年4月開設に向けた認
可保育所3園の整備

②認定
こども
園

■保護者の就労状況等に関わらず、幼
児期の学校教育・保育を一体的に行
う、幼稚園と保育所の両方の機能を併
せ持つ施設。
■保護者の就労状況等に関わりなく、
３～5歳の子どもが教育・保育を一緒
に受けられるため保護者の多様なニー
ズに対応することができる。

■市内で認定こども園は「幼稚園型」の１
園のみだが、幼保連携型認定こども園等の
新たな枠組みの認定こども園についても、
国・都の動向や私立幼稚園の意向等を見極
めつつ開設を検討していく。

保育課

■認定こども園1園継続
■私立幼稚園の意向等を踏まえ
つつ、認定こども園の新規開設
を検討。

■市内の認定こども園
　幼稚園型　1園
（日野・多摩平幼稚園）

Ａ 

■私立幼稚園から認
定こども園への移行
には、事務負担の増
大や利用調整応諾義
務などの課題があ
る。

■認定こども園1園継続
■私立幼稚園の意向等を踏まえ
つつ、認定こども園の新規開設
を検討。

③小規
模保育

■平成27年度から市町村の認可事業と
して開始された事業。
■０～２歳児を対象とし、19人以下の
少人数の単位で、家庭的な雰囲気の中
できめ細かな保育を行う。
■３歳以降も保育を希望する場合の円
滑な利用を図るための連携施設を設定
し、就学前まで継続して保育が受けら
れるように保証していく。

■平成27年4月に２か所開設し、保育需要に
対応していく。
■今後の開設には、卒園後の受け皿となる
連携施設の設定が課題になると考えられる
ため、日野市全体の保育需要の正確な把握
に努め、あり方を検討する。

保育課

■小規模保育事業（たまだいら
1・2Smile House）開設（12
名）
■待機児童の状況等を踏まえた
上で、更なる小規模保育事業開
設の必要性を判断、検討する。

■小規模保育事業（たまだいら1・
2Smile House）開設（12名）
■小規模保育事業（栄光ひまわり保育
園）開設（19名）

Ａ 

■今後の保育需要や
子どもの人口の動向
を注視する必要があ
る。

■待機児童の状況等を踏まえた
上で、更なる小規模保育事業開
設の必要性を判断、検討する。

④家庭
的保育
（保育
ママ）

■家庭的な雰囲気のもと、０～２歳児
の少人数（定員５人以下）を対象にき
め細やかな保育を行う。
■日野市では、保育士、教諭、助産
師、保健師又は看護師のいずれかの資
格を有する者を要件とし、良質な保育
を提供している。

■現在の事業を継続していくが、今後の東
京都の家庭的保育事業制度の動向や、子ど
も・子育て支援新制度の動向を見極めなが
ら検討を行っていく。

保育課
■家庭的保育事業実施4名
■地域型保育事業の家庭的保育
事業開設を検討していく。

■家庭的保育事業（国）（いちごハウ
ス）開設（3名）
■家庭的保育事業（都）4名

Ａ 

■今後の保育需要や
子どもの人口の動向
を注視する必要があ
る。

■家庭的保育事業（国）1園継
続
■家庭的保育事業（都）3名継
続
■家庭的保育事業（国）開設の
必要性を判断、検討する。

⑤事業
所内保
育

■事業所その他の様々なスペースで、
主に企業の従業員の子どもを預かる施
設だが、一定割合の地域の子どもを受
入れることとし、一緒に保育を行う事
業。

■市内事業所の意向や保護者のニーズ等を
踏まえながら方向性を検討していく。

保育課
■企業主導型保育事業として日
野自動車内で開設

■企業主導型保育事業1園
　日野自動車（株）
（トントンキッズ・ひの）

Ａ 

■今後の保育需要や
子どもの人口の動向
を注視し、市内事業
所に情報提供してい
く必要がある。

■市内事業所の意向を踏まえな
がら、情報提供、開設支援を行
う。

　　　　　　評価　Ａ　：　順調（計画どおりに又は計画以上に進んでいる）　　　　評価　Ｂ　：　おおむね順調（計画どおりに進んでいるが、需要増などの課題がある）　　　評価　Ｃ　：　順調ではない（計画や需要に対する課題が多い）
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⑥幼児
園

■平成17年度から、市立あさひがおか
保育園と市立第七幼稚園が共通のカリ
キュラムにより遊び・生活する活動を
行っている。
■同じ地域に住む子どもたちが保護者
の就労に左右されず、共通の理念で共
に育つことを目指して開設された。

■幼児園事業を継続し、保護者との交流・
行事等を通して地域とのつながりを深めな
がら充実を図っていく。

保育課

■保護者及び保育士、担当課の
三者で協力して「幼児園」を運
営し、地域との交流事業とし
て、幼児園まつりや合同遠足等
を実施する。

■合同遠足　10/18（4歳児）、10/19
（5歳児）
■幼児園まつり　7/8
■カレーパーティー、芋煮会、ミニ運
動会（雨で中止）、焼き芋会、合同避
難訓練等を実施

Ａ 

■順調に活動を実施
している。事業の評
価・検証や今後の方
向性を検討する必要
がある。

■保護者及び保育士、担当課の
三者で協力して「幼児園」を運
営し、地域との交流事業とし
て、幼児園まつりや合同遠足等
を実施する。

⑦学童
クラブ
（放課
後児童
健全育
成事
業）

■就労等の事由により、放課後等の時
間、家庭に保護者(養育者)がいない児
童を預かり、育成する事業。
■対象：小学校１～３年生
（ただし、障害児は４年生まで）
■事業概要
①施設数（平成27年３月時点）
36か所（１施設内に２か所の学童クラ
ブを設置している場合を含む）
②育成日
月曜日から土曜日まで（祝祭日・年末
年始を除く）
通年利用コースと三季休業利用コース
の選択制（平成27年度より）
③育成時間（平成26年度現在）
・通常 下校時～18時30分
※17時45分以降の利用は事前申込みと
別途費用が必要。
・学校休業日 ８時30分～17時45分
※土曜日、三季休業期間等。

■学童クラブの利用児童数は近年増加傾向にあ
り、平成26年4月1日現在の登録児童数は1,687
人となり、対象児童人口の約37％が登録されて
いる。
働く女性の増加等により、今後も学童クラブを
必要とする児童は増えていく。引き続き、子ど
もの発達や成長、自立の状況に応じて、学童ク
ラブを必要とする児童をできる限り受け入れて
いく。
■子どもたちの放課後の居場所として、児童
館、学童クラブ、ひのっちの３つでしっかりと
支えることができるよう、各事業との連携を
図っていく。
■運営形態については、安全性・安定性・利用
者の利便性及びコストの観点から、民間活力の
導入も含め、幅広い視点から検討を行い、子育
て支援を充実する。
■利用者ニーズの高い育成時間の拡大につい
て、検討を進める。

子育て
課

■平成29年度についても、学童
クラブを必要とする児童を全員
受け入れることができたが、学
校区により、受け入れがかなり
厳しくなっている状況もあるこ
とから、児童数の推移を丁寧に
見ながら、既存施設の有効活用
や増設等必要な対応を検討して
いく。
■施設職員の意見等を吸い上げ
ながら平成29年度中の育成時間
拡大モデル（午後7時までの延
長育成）実施に向け準備を進め
る。
■民間活力の導入について、保
護者や施設職員が参加する場を
設定し、具体的な方策を検討し
ていく。

■共働き世帯の増加と西平山土地区画整理
事業による学童クラブ入会児童数の増加に
対応するため、滝合小の学童クラブを新設
し適正な育成環境を確保する準備として、
設計委託業務を実施した。平成30年度建築
工事、平成31年度より80名の拡大を図る予
定。（平成30年3月時点施設数40か所）
■午後７時までの延長育成拡大モデルにつ
いては、施設職員と検討を進め、一小・東
光寺小・夢が丘小の３つの学童クラブで、
平成29年7月より試行的に実施した。
■平成31年度から民間活力を導入するた
め、保護者の代表や学童クラブ職員をメン
バーとする「学童クラブ民間活力の導入に
関する検討会」を開催。民間活力導入を
行っていくうえでの基本ルール・基準とし
ての「ガイドライン」と、業務委託にあた
り日野市が求める学童クラブ事業の業務水
準を示す「運営業務水準書」を策定し、平
成30年度に実施する事業者選定に向け準備
を進めた。

Ａ 

■育成時間の拡大や
支援を必要とする児
童の増加等により、
新たに職員が必要で
あるが、人員確保に
難しさがある。
■入会児童数の増加
による施設整備や施
設の老朽化に伴う改
修など育成環境の充
実を図りつつ、新た
なサービスを継続的
に提供するため、こ
れまで以上に国や東
京都の補助金を活用
し、市の一般財源の
大幅な増加を抑制す
る必要がある。

■引き続き、学童クラブを必要
とする児童全員の受け入れがで
きるよう、施設整備等の検討を
進めていく。特に急激な児童数
の増加が見込まれる豊田小につ
いて、適切な対応がとれるよ
う、教育委員会等関係部署と連
携し、対応を進める。
■施設職員の意見等を吸い上げ
ながら、さらなる育成時間の拡
大に向けた検討を引き続き進め
る。
■民間活力の導入にあたり、育
成環境の変化による子どもへの
影響を最小限にするため、丁寧
な引継ぎを行う。

⑧市立
幼稚園

■生きる力の基礎を培う幼児教育、幼
保小連携教育、特別支援教育を柱とし
て就学前教育に取り組み、子供の健や
かな成長を育む事業。
■対象：４歳児・５歳児
■事業概要
①施設数（平成27年３月時点）５園
②保育時間
月～金９時～１４時
（水曜日は11時半まで）

■幼稚園公開や職員の研修を通じて他の幼
児機関と連携を図っていく。
■平成28年度末に幼稚園統合による第三幼
稚園の廃園を予定している。さらなる幼稚
園の適正配置については第三幼稚園の廃園
による影響を考慮しながら引き続き検討し
ていく。

学校課

■５歳児から小学校接続に向け
てのアプローチカリキュラムの
充実・改善を図る。
■各校におけるスタートカリ
キュラムのさらなる充実を図
る。
■幼保小推進委員会への私立幼
稚園の参加の充実を図るととも
に、小学校区別の研究会を増や
し、より地域の実態に応じた連
携を強化する。

■保育所・幼稚園・小学校教員による
教育活動の共有化と接続期の連携が定
着してきている。
■スタートカリキュラムの実践を広め
るため、小学校４校で授業研究を、幼
稚園１園で保育参観を行った。
■幼稚園での研究会に小学校の教員が
参観したことで、より具体的な実践交
流ができるようになった。
■小学校との接続を考慮に入れた保育
所・幼稚園の保育事例、小１プロブレ
ムに対応した小学校のスタートカリ
キュラムを生かした教育の充実が図れ
ている。
■幼児教育から小学校教育への円滑な
接続を目指して１２月に交流会を行っ

Ａ 
■幼保小連携推進委
員会での私立幼稚園
との連携。

■保育内容と小学校スタートカ
リキュラムの連携を推進する。
■各校におけるスタートカリ
キュラムの実施・充実を図る。
■幼保・小連携推進委員会への
私立幼稚園の参加の充実を図る
とともに、小学校区別の研究会
を増やし、より地域の実態に応
じた連携を強化する。

⑨私立
幼稚園

■市内に10園が設置されており、２千
人以上の児童が在籍している。
■市内の幼児教育の主軸であり、夕刻
までの預かり保育、送迎サービス、給
食の提供などを実施する園が増えてい
る。

■預かり保育などの保育を補完する事業に
ついて継続し、多様なニーズに応えてい
く。
■平成27年度から子ども・子育て支援新制
度に移行しない幼稚園については幼稚園の
意向を踏まえながら、国・都の動向を注視
していく必要がある。

保育課

■市内10園で引き続き預かり保
育を実施。
■国・都の動向を注視し、新制
度への移行を希望する幼稚園が
あれば支援していく。

■預かり保育　10園で実施。
■新制度に移行する幼稚園はなかっ
た。

Ａ 

■新制度への移行
は、事務負担の増大
や収入面への不安な
どの課題がある。

■市内10園で引き続き預かり保
育を実施。
■国・都の動向を注視し、新制
度への移行を希望する幼稚園が
あれば支援していく。
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⑩延長
保育

■保育園の基本の開所時間は11時間だ
が、就労形態の多様化、長時間の通勤
等に対応するため日野市内の保育園全
園で１～２時間の延長保育を実施して
いる。

■現在の事業を引き続き継続し、保護者の
ニーズに応えていく。

保育課
■公立・民間の全園で延長保育
事業を引き続き実施

■１時間延長
　公立11園
　民間9園
　小規模2園
■２時間延長
　民間17園
　小規模1園

Ａ 
■延長保育事業を実
施し、保護者のニー
ズに応えている。

■公立・民間の全園で延長保育
事業を引き続き実施

⑪病
児・病
後児保
育

■保護者が仕事や冠婚葬祭などの理由
により、病気中や病気の回復期にある
０歳から小学校３年生までの子どもで
家庭での保育が困難な場合に、一時的
に保育をする施設。

■平成27年4月に病児保育室を１か所開設
し、病児・病後児保育室１か所、病児保育
室１か所、病後児保育室１か所の合計3か所
で実施していく。
■今後の開設については、利用率等を考慮
して検討する。

保育課 ■引き続き市内3か所で実施
■市内3か所（病児・病後児１、病児
１、病後児1）で実施。
■年間述べ利用者数1,161人

Ａ 
■市内3か所の実施
により、市民のニー
ズに応えている。

■引き続き市内3か所で実施

⑫ファ
ミ
リー・
サポー
ト・セ
ンター
事業

■手助けが必要な方（依頼会員）と手
助けができる方（提供会員）を登録
（無料）して組織化し、様々な援助活
動で助け合う有償ボランティア活動。
■主な活動：「保育援助」「妊産婦援
助」「家事援助」「高齢者援助」
■会員の状況（平成25年度）
①育児援助
　提供会員630名、依頼会員6,044名
　両方会員150名
②妊産婦・家事・高齢者援助
　提供会員554名、依頼会員4,638名
　両方会員115名

■事業のさらなる周知により市民の相互援
助活動に関わる会員を増やすとともに、
ニーズの多様化等に対応するため、提供会
員の資質の向上と対応力強化に努める。

子ども
家庭支
援セン
ター

■この事業が市民の相互援助活
動として広く市民生活に浸透
し、身近な安心できる活動とな
るよう、充実させていくととも
に個人情報への配慮、万一に備
えた安全対策や危機管理等を再
確認、徹底しながら事業を進め
ていく。
■対応件数も増加し、ニーズも
多様化している。ニーズに添っ
た対応をするため、提供会員の
増加、資質の向上等対応力強化
に努める。
■対応困難な状況等については
子ども家庭支援センターと連
絡、連携を図りながら個別対応
の充実を図る。

■会員の状況（平成29年度）
①育児援助
　提供会員 579名
　依頼会員 6470名
　両方会員 161名
　延べ支援件数 4385件
②妊産婦・家事・高齢者援助
　提供会員 514名
　依頼会員 5494名
　両方会員 119名
　延べ支援件数 2154件

Ａ 

■多様なニーズに対
応できるよう会員の
スキルアップが必要
■育児支援を行う中
で、困難ケースの場
合には子ども家庭支
援センターに繋ぎ必
要な支援が受けられ
るよう、さらに連携
体制を強化する。

■引き続き、市民の相互援助活
動として広く市民生活に浸透し
身近な安心できる活動となるよ
う充実させる。
■個人情報への配慮、安全対策
や危機管理等を再確認し、事業
を進める。
■多様なニーズに添った対応を
するため、提供会員の資質向上
など、対応力の強化に努める。
■児童虐待等がうかがわれる場
合は、速やかに子ども家庭支援
センターに連絡し支援に繋げ
る。

⑬トワ
イライ
トステ
イ

■家族の入院、残業等で保護者の帰宅
が夜間にわたり、一時的に子どもの保
育ができない場合に夕方から夜まで預
かる事業。
■事業概要
場所：多摩平の森ふれあい館２階
時間等：18時～22時　月～土
　※日曜・祝日・年末年始は未実施
対象：１歳～小学校３年生まで。

■この事業の利用の主な理由は保護者の就
労や傷病等であり、共働き家庭の増加に伴
い、夕方から夜にかけての一時預かりは今
後も利用ニーズが見込まれる。現体制を維
持、継続実施し、積極的に周知を行ってい
く。

子ども
家庭支
援セン
ター

■事業が継続的に円滑に実施で
きるよう、実施機関（委託事業
者）との連携を密に図る。
■子育て情報サイトや、広報等
を活用し、市民への周知に努め
る。

■トワイライトステイ
延べ利用者数： 63人

Ｂ ■事業の周知

■地域子ども家庭支援センター
多摩平での新たな枠組みで実施
する子育て支援事業の周知を行
う。
■30年度に事業を評価し、結果
を31年度に反映する。

⑭
ショー
トステ
イ

■家庭における子どもの養育が様々な
事情で困難となった場合に、宿泊を
伴って一時的に子どもを預かる事業。
■事業概要
対象：2歳～小学校6年生まで。
利用日数制限：１利用につき７日間ま
で。

■子どもの養育が一時的に困難となり、宿
泊を伴う一時預かりが必要な世帯は多く存
在する。必要とする方が利用しやすい事業
となるよう、利用者からの意見、要望を聞
き取ると共に、積極的に周知も行ってい
く。

子ども
家庭支
援セン
ター

■事業が継続的かつ円滑に実施
できるよう、実施機関（委託事
業者）との連携及び調整を密に
図る。
■広報紙や子育て情報サイトを
活用し、市民への周知に努め
る。

■ショートステイ
延べ利用者数： 187人

Ａ 
■事業周知の徹底

■利用しやすい事業を、継続的
かつ円滑に実施するため、立川
市及び実施機関（委託事業者）
と連絡会等で協議を行う。
■広報紙や子育て情報サイトを
活用し、市民への周知に努め
る。
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⑮一時
保育

■育児疲れ、通院、出産等の理由によ
り、乳幼児を一時的・緊急的に預かる
事業。
■事業概要
対象児童：生後3 か月～就学前まで。
利用時間：０歳児 月・火・木・金
9 時～16 時30 分
１歳～就学前まで 月～土
（民間保育園は月～金）
8 時30 分～17 時
（超過保育あり）
※祝日・年末年始は未実施。

■就労形態の多様化やリフレッシュ等によ
り、一時保育の利用は、今後も多く見込ま
れる。H26年度より減免制度を導入し、より
利用しやすい事業とした。０歳児専用の施
設を含め、現在市内7か所で実施し、利用
ニーズを充足する定員数は確保している
が、今後も現状維持、継続実施し、積極的
に周知を行っていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■現在の市内7か所の一時保育
が継続して円滑に実施できるよ
う実施機関（委託事業者及び民
間保育園）との連携を図ってい
く。
■子育て情報サイト、広報等を
活用し、市民への周知に努め
る。
■子ども部内で立ち上げた一時
保育検討委員会で、公立保育園
での実施を含め、より使いやす
い事業を検討する。

■一時保育（延べ利用者数）
多摩平一時保育室：993人
わかば分園：822人
あかいやね：1048人
しせい太陽の子：578人
至誠あずま：1151人
ぽっかぽか：43人
0歳児ステーションおむすび：374人

Ｂ 

■より利用しやすい
一時保育事業の実施
■一時保育事業の空
白地域での事業実施
が必要

■30年度は、地域子ども家庭支
援センター多摩平での新たな枠
組みで実施する子育て支援事業
として検証し31年度に反映さ
せ、より利用しやすい事業とす
る。
■子育て情報サイト、広報等を
活用し、市民への周知に努め
る。
■子ども部内で立ち上げた一時
保育検討委員会で、子育て支援
事業の空白地域での実施を公立
保育園を含め実施に向け検討。

⑯休日
保育

■認可保育園の休園日である、日曜
日・祝日・年末（12/29・30）にも就
労等により保育が必要な家庭のための
事業。

■市内１か所の実施でニーズ量は確保でき
ているため、今後も継続して実施する。

保育課 ■引き続き市内2か所で実施

■市内2か所（しせい太陽の子保育園・
ののはな保育園）で実施。
■年間延べ利用者数
しせい太陽の子保育園162人
ののはな保育園96人

Ａ 
■市内2か所の実施
により、市民のニー
ズに応えている。

■引き続き市内2か所で実施

⑰夜間
保育

■保護者が仕事などの理由で夜間に家
庭での保育ができない場合に保育を実
施する事業。

■延長保育及びトワイライトステイにより
需要を満たしているため実施しない。

保育課 ■実施しない ■延長保育及びトワイライトステイ事業により実施Ａ 
■延長保育及びトワ
イライトステイ事業
が充実している。

■延長保育及びトワイライトス
テイ事業により実施

（２）保育の質の向上

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①第三
者評価
の実施

■事業者のサービスの質の向上と、利
用者のサービス選択の参考とするた
め、公正・中立的な第三者機関が、専
門的かつ客観的な立場からサービスの
質を評価するもの。
■原則として３年に１回以上評価を行
うことが求められている。
■継続して実施することで、事業所の
最新の情報を利用者に提供すること
や、絶えずサービスの質の向上を図っ
ていくことができる。

■民間保育園等においては、福祉サービス
第三者評価の定期的な受審が定着の傾向に
あるため、引き続き実施し、保育の質を向
上させるよう求めていく。

保育課

■民間保育園等に、定期的な受
審により保育の質を向上させる
よう求めるとともに、受審に係
る費用について補助を行う。
■市立保育園については、「保
育・子育て推進委員会」におい
て取組内容を実施・検証・評価
を行う。

■第三者評価の受審
民間保育園：3園
認証保育所：2園
小規模保育事業：1園
認定こども園：1園
■市立保育園については、「保育・子
育て推進委員会」において取組内容を
実施・検証・評価を行った。

Ａ 

■第三者評価の受審
費用を補助すること
により、定期的な受
審が定着してきてい
る。

■民間保育園等に、定期的な受
審により保育の質を向上させる
よう求めるとともに、受審に係
る費用について補助を行う。
■市立保育園については、「保
育・子育て推進委員会」におい
て取組内容を実施・検証・評価
を行う。

②保育
園の機
能の充
実

■日野市全体の保育園の機能を地域で
活用するために、園庭や行事を地域に
開放、また、講座や体験保育、保育園
児以外の育児相談等の地域における子
育て支援も重視していく。

■各保育園が特色ある活動を通して保育の
充実を図ると共に食育・自然観察、身体づ
くり、日本伝統・伝承遊びなどに取り組
み、地域の子育て支援事業を行う。

保育課

■四季を感じる農園、プロによ
る豆腐づくりの話やナチュラリ
スト学習を、お茶会、習字を実
施。また、地域支援では、遊具
や絵本の充実で施設・園庭の開
放を実施。

■園庭開放（公立）
　延べ27日実施、延べ83人参加
■地域支援・交流行事（公立）
　述べ100日実施　述べ815人参加
■公立各園で特色ある活動を実施し
た。（農園、豆腐づくり見学、ナチュ
ラリスト学習、お茶会、習字など）

Ａ 
■各園の特色を生か
して活動を実施して
いる。

■四季を感じる農園、プロによ
る豆腐づくりの話やナチュラリ
スト学習を、お茶会、習字を実
施。また、地域支援では、遊具
や絵本の充実で施設・園庭の開
放を実施。

③保育
士の研
修・交
流等

■保育士の研修については、市主催の
全体研修、東京都主催研修、保育園内
研修及び外部研修受講などを行ってい
る。
■全体研修は公立保育園・民間保育
園・認証保育所の職員を対象としてお
り交流を図っている。

■民間保育園と公立保育園の交流事業を通
じて「子育てしたいまち、しやすいまち日
野」を目指す。■保育の向上を図るため
に、研修、子ども・職員の相互交流、地域
のネットワークづくりの3本を柱に事業を進
める。

保育課

■保育の向上を図るために、①
研修②子ども・職員の相互交流
③地域のネットワークづくりの
３つの事業を実施する。

■研修：①「保育現場における深刻事
故予防とコミュニケーション」
（6/29）参加者92名②「乳・幼児運動
の体操」（5/25）参加者91名）③「ヨ
ガによる腰痛体操」（10/27）参加者80
名④「気になる子と保護者の対応」
（1/16）参加者80名※参加者は公民含
む
■相互交流：参加園14園（公立6園・民
間8園）総回数17回
■地域のネットワークづくり：「こど
もまつり」（来場者591名）「保育フェ
ア」（11/3～5）来場者総計1663名

Ａ 

■研修や交流を通じ
て公民共に保育の質
のさらなる向上を目
指す。

■保育の向上を図るために、①
研修②子ども・職員の相互交流
③地域のネットワークづくりの
３つの事業を実施する。
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（３）地域の子育て支援拠点の強化

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①地域
子ども
家庭支
援セン
ター

■多摩平、万願寺の２カ所の地域子ど
も家庭支援センターとして、地域の子
育て拠点及び子育てひろばの運営、相
談事業、各種子育て啓発事業、地域の
子育てサークルの支援を行う。

■子ども家庭支援センター直営の子育てひ
ろばとして、市内22か所の子育てひろばの
基幹的役割を担っていく。それぞれの地域
の子育てひろばの見本となるような子育て
ひろば事業、相談事業、子育て啓発事業を
積極的に実施していく。
■解決困難な相談、専門的な知識を必要と
する相談は、子ども家庭支援センター（高
幡本部）との連携を図り、個別対応につな
げていく。
■保護者の自主的な地域の組織化の啓発と
して、子育てサークルの立上げや活動の支
援を積極的に行っていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■地域子ども家庭支援センター
の基幹的役割の発揮
①子育てひろば
来所者のニーズにあった啓発講
座の企画を継続する。
②相談事業
相談者にしっかりと寄り添い、
受け止めるとともに困難事例に
ついては子ども家庭支援セン
ター高幡に繋ぐなど、連携した
支援を行う。
③子育てサークル活動
地域支援ワーカーによる直接的
な訪問支援で会員の減少にある
サークルのてこ入れ支援をす
る。

■地域子ども家庭支援センターの基幹
的役割の発揮
①啓発講座
　≪単独≫実施回数：235回
　　　　　参加者数：5652組
　≪保育園等の協力≫
　　　　　実施回数：29回
　　　　　参加者数：471組
　≪支援グループ等市民と共催≫
　　　　　実施回数：42回
　　　　　参加者数：592組
②相談事業
　受理件数：5663件
③子育てサークル
　登録団体：28団体
　訪問件数：57回

Ａ 

■地域子ども家庭支
援センター多摩平子
育て支援事業の民間
委託に伴い、事業内
容や支援体制等を把
握する。
■ひろば事業の意味
を各職員が再認識
し、ニーズに合った
講座やイベントを実
施する
■ひろば事業で受け
た相談について児童
虐待等が疑われる場
合は速やかに子ども
子ども家庭支援セン
ターに繋ぐ。
■子育てサークル活
動が停滞しないよう
積極的に支援するこ
と。

■地域子ども家庭支援センター
の基幹的役割を認識し、効果的
なサービスを提供する。
①子育てひろば
来所者のニーズにあった啓発講
座の企画を継続する。
②相談事業
相談者にしっかりと寄り添い、
受け止めるとともに児童虐待等
の疑いがある場合は、子ども家
庭支援センター高幡に繋ぎ、連
携した支援を行う。
③子育てサークル活動
地域支援ワーカーによる直接的
な訪問支援でサークル活動の活
性化を図る。

②子育
てひろ
ば

■乳幼児と保護者が気軽に集い、語り
合い、交流できる場を提供し、地域で
子育てを支えあう関係づくりと相談体
制を充実させ、親子が安全に安心して
過ごせる場を提供する事業。
■地域の子育て支援拠点施設として、
市内に22か所設置。（平成27年３月現
在）

■親子の居場所としての機能を大切にしな
がら、虐待予防、養育相談の最前線として
の機能も担っていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■安心できる地域の居場所とし
ての機能をもったひろばとして
安定した運営のため担当者と意
見交換する。

■地域で安心して子育てするため、子
ども家庭支援センター職員（地域支援
ワーカー及び心理士）が子育てひろば
を巡回訪問し、子育て相談やひろば運
営等の意見交換を行った。

Ａ 

■子育てひろば職員
の資質向上と連携体
制を作るため、職員
同士の交流が必要。

■利用しやすく、安心できる親
子の居場所とするため、職員交
流を含めた研修会を実施。
■子ども家庭支援センターの心
理士による、職員を対象にした
巡回相談を実施。

③児童
館

■地域の子どもたち（０歳から18歳未
満）の遊びや活動の援助と、地域の子育
て支援、子どもたちの健全な育成を図る
ことを目的とした施設。
■子ども達にとって身近で安心安全な居
場所、遊び場であると共に、親など保護
者の子育てに関する不安の解消や子育て
力向上を目的とする事業を実施するな
ど、地域の子育て・子育ち支援の活動拠
点である。
■事業概要※平成26年度時点
①施設数 合計10館（内指定管理２カ
所）基幹型　３館　地域型　７館
②開館日　月～土（日曜、国民の祝日、
年末年始は休館）
※たまだいら児童館ふれっしゅ、みなみ
だいら児童館ぷらねっとは火曜日から日
曜日（月曜、国民の祝日、年末年始は休
館）
③開館時間　９時３０分～18時
※たまだいら児童館ふれっしゅ、みなみ
だいら児童館ぷらねっとは９時３０分～
19時
④利用対象者
市内の18歳未満の児童、及びその保護者

■児童館は、子ども・子育て支援新制度の枠組
みには規定されていないが、これまで以上にそ
の果たす役割が重要となる。
■学童クラブ、ひのっちとともに、小学生の放
課後を支えていく。
■子どもや子育て支援に関する幅広い情報を集
約し、分かりやすい情報発信を行う利用者支援
の充実を進める。
■事業の充実を図り、生まれる前から大人まで
対象とした、地域の子育て・子育ち支援の活動
拠点としての機能強化を進める。
■基幹型児童館は、地域の子育て・子育ち支援
の中核を担う総合施設として位置づける。
■地域型児童館は、第４次行財政改革大綱を踏
まえ、指定管理者制度への移行等の検討を進め
ながら、より身近な児童館として、子育て・子
育ちの支援を充実させる。

子育て
課

■「日野の子育て、児童館でま
るっと早わかり！」事業を引き続
き充実さるため、多くの情報を収
集し、また、必要に応じ他課と連
携し、市民とのパイプ役となる
等、よりよい市民サービスが提供
できるよう努める。
■春休みや夏休み等、学校休業期
間の学童クラブの利用者が増加す
る中で、児童館が担うべき新たな
役割について検討を進める。ま
た、引き続きランドセル来館等、
児童の放課後を支えるためのメ
ニューの充実について検討を進め
る。
■新たな市民ニーズに応えるた
め、引き続き児童館運営への民間
活力の導入を含めた検討を行う。

■平成28年度に引き続き、利用者支援
の充実に向け「日野の子育て、児童館
でまるっと早わかり！」事業を市内の
全10児童館（指定管理者館を含む）で
行った。幼稚園や保育園を含めた子育
て情報の発信。子育て相談シートの作
成と活用。またツイッターによる児童
館情報の発信等により、利用者サービ
スの向上を図った。
■しんめい児童館については、平成29
年度より民間活力を導入（運営委託）
した結果、9時30分の開館時間を、夏休
み期間について、朝8時30分に早め、夏
休みの子どもたちの居場所の拡充を図
ることができた。
今年度も学童クラブでは、待機児がい
ないが、今後も学童クラブ入会児童の
増加が見込まれることから、ランドセ
ル来館等、児童の放課後を支えるため
のメニューの充実について引き続き検
討を行う。

Ａ 

■施設の老朽化や子
どもの貧困問題への
対応など、新たな課
題やニーズへの対応
が求められている。
地域性を踏まえた
ニーズに対応しうる
運営形態や施設整備
の方向性を検討する
必要がある。

■「日野の子育て、児童館でま
るっと早わかり！」事業を引き続
き充実させるため、多くの情報を
収集し、また、必要に応じ他課と
連携し、市民とのパイプ役となる
等、よりよい市民サービスが提供
できるよう努める。
■春休みや夏休み等、学校休業期
間の学童クラブの利用者が増加す
る中で、児童館が担うべき新たな
役割について検討を進める。ま
た、引き続きランドセル来館等、
児童の放課後を支えるためのメ
ニューの充実について検討を進め
る。
■しんめい児童館では、平成30年
度は、夏休みに加え、春休みや冬
休み期間についても、朝8時30分
から開館する。
■新たな市民ニースに応えるた
め、引き続き児童館運営への民間
活力の導入を含めた検討を行う。
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④放課
後子ど
も教室
「ひ
のっ
ち」

■地域の中で、心豊かで健やかに育ま
れる環境づくりを提供していくことを
目的として、放課後の子どもたちの安
全で安心な居場所を提供する事業。
■放課後、学校内の教室・校庭・体育
館などに安全管理員（ひのっちパート
ナー）を配置し、安全な遊び場環境を
提供する。さらに、学習アドバイザー
による学習プログラムを行っている。
■地域の人材であるひのっちパート
ナー、学習アドバイザーの協力を得な
がら、子どもたちの「仲間づくり」の
場として、また、地域の高齢者と子育
て世代が関わり、「三世代で取り組む
子育て」「人と人が支えあう輪づく
り」の場となっている。
■開始年月　平成19年6月

■平成26年2月に実施した「ひのっちニーズ
調査」の結果を踏まえ、保護者ニーズの最
も高かった夏休み開催を平成27年度より４
校にて試行。
■その上で、長期休業期間中の開催実施及
び学校数などについても検証を行ってい
く。
■さらに地域の方々の協力を得やすくする
ための短時間ボランティア制度のアシスト
パートナー制度の確立を図っていく。

子育て
課

■スーパーひのっち「なつひ
の」を昨年度実施した日野第三
小学校、日野第五小学校、南平
小学校、旭ヶ丘小学校、東光寺
小、七生緑小の6校に加えて日
野第一小学校、日野第六小学校
の2校を加え計8校で実施。
■従事者確保のため、広報によ
る事業周知及び募集を行う。ま
た、ＰＴＡに対し協力を呼びか
ける等の連携強化を図る。

■スーパーひのっち「なつひの」を平
成28年度に実施した日野第三小学校、
日野第五小学校、南平小学校、旭ヶ丘
小学校東光寺小、七生緑小の6校に、日
野第一小学校、日野第六小学校の2校を
加え計8校で実施。15日間実施し、総参
加児童数6,113名。終了後になつひの実
施校8校の保護者に対してアンケートを
とり、来年度以降の開催について検証
した。
■広報ひの4月15日号に「ひのっち10周
年」の特集記事を掲載。紙面にてパー
トナーの募集を行った。また、PTAを通
じて保護者になつひの時の従事を依頼
した。

Ａ 

■「ひのっち」の実
施及び「なつひの」
の一層の拡充を目指
すために、より多く
の従事者の確保をし
ていかなければなら
ない。

■「ひのっち」は12
年目に入り、ベテラ
ン従事者の高齢化が
深刻である。新しい
従事者の育成に力を
入れていく必要があ
る。

■スーパーひのっち「なつひ
の」を平成29年度に実施した日
野第一小学校、日野第三小学
校、日野第五小学校、日野第六
小学校、南平小学校、旭ヶ丘小
学校、東光寺小、七生緑小の8
校に、豊田小学校、潤徳小学校
の2校を加え計10校で実施。

■引き続き幅広く従事者を募集
し、従事者マニュアルの改訂に
ともない今一度「ひのっち」の
立ち位置やルールを従事者に徹
底していく。

■昼間の子育てカフェは、手軽に軽食等を
楽しみながら乳幼児親子がくつろげる子育
てひろばであり、子育て中の母親を孤立さ
せないよう乳幼児親子がつどえる場、子育
ての悩みを相談できる場として、今後も運
営を継続する。
■夜間の児童育成は、学童クラブの育成時
間拡大を検討する中で、今後の方向性を検
討する。

■市民ワーキンググループによるカ
フェ方式の子育てひろばの提案を市が
具体化した事業で、学童クラブ終了後
の夜間の児童育成を加えて平成19年度
から行っている。
■子育て広場事業
①内容：飲食物を有料で提供し各種イ
ベ
ントを実施する等、乳幼児とその保護
者が気軽に集える子育てカフェの運営
を行っている。
②開設日　月～金、第３土曜日
③開設時間　10時～16時
ランチタイム　11時30分～13時
■児童育成事業
①内容：通常の学童クラブ終了後、児
童育成を行うことで、共働き家庭に安
心・安全な子どもの居場所を提供す
る。夕食も提供し、食生活のリズムの
確立、食育へのきっかけ作りとなって
いく。
②開設日　月～土（祝祭日を除く）
③開設時間　17時45分～21時

⑤駅前
ミニ子
育て応
援施設
「モグ
モグ」

子育て
課

■子育てカフェ
　開設日数：229日
　延べ来場者数：5,322人(前年度6,124
人）
子育て支援に関する相談、援助の役割
を果たすため、気軽に相談できる雰囲
気作りに努めた。サークル情報や地域
の子育て施設、イベントポスターなど
利用者の必要としている情報を集めて
室内に掲示するなど工夫をした。大人
も子どもも主体的に参加できるワーク
ショップや講習会なども開催した。利
用者や地域とのつながりを大切にした
事業運営ができた。
■児童育成（夜間）
　開設日数：242日
　延べ利用者数：746人
　登録児童数8人（年度末）
夜8時以降まで利用される家庭が多く、
学童クラブ事業後の児童の居場所、及
び保護者の就労支援の役割を担ってい
る。また、児童にとっては学童クラブ
からの長時間利用となることから、児
童が落ち着いて過ごせるよう工夫し
た。保護者との関係を大切にすること
で児童にとってもより安心できる居場
所となった。

■子育てカフェは地域における
子育て・子育ち支援の拠点とし
て、利用者や地域とのつながり
をさらに深めることができるよ
う、地域のアクションプラン等
様々な機会を捉え、取り組みを
展開する。
■児童育成では児童の生活リズ
ムが不安定であったり、支援を
必要とする家庭がある中で、児
童が安心して過ごせるような取
り組みを進める。また、学童ク
ラブの育成時間拡大の取り組み
が始まることから、将来的な方
向性を見据え影響を検証する。

Ａ 

■子育てカフェは保
育園利用増、在宅育
児世帯が減という影
響もあり、利用者減
少の傾向が見えてき
た。その中で、子育
てカフェ等に出て来
ない、あるいは出て
来れないような在宅
育児世帯の方をどう
呼び込むかが課題で
ある。
また、在宅育児世帯
へのサービスについ
ては、利用者のニー
ズを把握し提供する
ことが必要である。
■夜間まで利用する
児童の体調はもちろ
ん、精神的な安定も
しっかりと対応する
ことが求められる。

■子育てカフェは地域における
子育て・子育ち支援の拠点とし
て、地域の様々な機会を捉え、
PRなど地道な努力を続ける。ま
た一方で、数字だけでなく、在
宅育児世帯にとって真に必要な
サービスがどのようなものなの
か把握に努める。そのために
も、地域とのつながりを深める
活動を続ける。
■児童育成では児童の生活リズ
ムが不安定であったり、支援を
必要とする家庭がある中で、児
童が安心して過ごせるような取
り組みを進める。また、引き続
き児童の体調面も考慮し、栄養
バランスの良い食事を提供す
る。
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Ⅰ　子育ての豊かさと楽しさの発見

方針２）子育てを励ます人と場づくり

（１）市民による子育て支援の輪づくり

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

子ども
家庭支
援セン
ター

■市民が子育て支援に関われる
よう引き続き人材の養成、確保
を継続する.

■養成講座　7回開催 Ｂ 

■子育て支援の養成
講座のＰＲを行うと
ともに受講者の活躍
の場を確保するこ
と。

■市民が子育て支援に関われる
よう引き続き人材の養成、確保
を継続する.

子育て
課

■ふれあいホールと仲田の森蚕
糸公園の一体的な活用を引き続
き行う。
■利用者拡大のため、自然体験
広場事業を利用する団体に積極
的に集会室1-3の利用について
周知を図る。

■集会室1-3・仲田の森蚕糸公園の活用
　「なかだの森であそぼう！」
　開催：68回
　参加者：延べ6,846人
■集会室1-3の活用
　登録団体：19団体
　利用日数：347日
　登録団体利用数：延べ437回

Ｂ 

■子どもの居場所づ
くりの場として活用
されてはいるが、利
用団体が固定化して
おり、更なる周知が
必要である。

■ふれあいホールと仲田の森蚕
糸公園の一体的な活用を引き続
き行う。
■自然体験広場事業を利用する
団体や子ども会等に積極的に集
会室1-3の利用について周知を
図る。

②子育
てサー
クルへ
の支援

■子どもとその保護者が定期的に集
まって、一緒に遊びながら友達づくり
をしたり、情報交換をしたり、悩みを
相談しながら「子育てを共にしていこ
う」とする地域の自主的な子育てサー
クル活動を支援していく事業。

■子育てサークルや子育て支援グループの
活動を継続的に支援していく中で、情報交
換の場や交流の場を設定していく。
■子育てサークルが必要と思われる地域に
子育てサークル立上げの支援を行ってい
く。

子ども
家庭支
援セン
ター

■子育てサークルの維持、継続
のための支援を引き続き実施す
る。

■子育てサークル
　登録団体：22団体
　訪問件数：57回
■子育て支援グループ
　登録団体： 6団体

Ａ 
■子育てサークル活
動の活性化。

■子育てサークルの維持、継続
のための支援を引き続き実施す
る。

③子育
てパー
トナー
事業

■子育て支援者や協力者の人材育成と
市内子育て関連施設でのボランティア
活動等の人材育成のため、子育て支援
者の養成講座を実施する。

■子育て支援者養成講座の継続と充実が、
市内の子育て支援に係る人材の量と質の確
保や子育てひろば等でのボランティア活動
の登用につながるように進めていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■子育て支援に関われるよう、
人材の養成、確保のための養成
講座の開催を継続して実施す
る。

■養成講座：7回開催 Ｂ 

■子育て支援の養成
講座のＰＲ、及び受
講者の活躍の場の確
保。

■子育て支援に関われるよう、
人材の養成、確保のための養成
講座の開催を継続して実施。
■講座を周知する。

④さん
ぽっぽ
ひろば
事業

■自然に囲まれた環境の中で子育て支
援を行う事業。
■３歳児を対象とした幼児教室や子育
て支援啓発事業等を市民の手により実
施することで、地域の子育て支援を行
う。

■集団体験の場として、３歳児を対象とし
た幼児教室や子育て支援啓発事業等を市民
の手により実施し、市内南部地域の子育て
支援の拠点として継続実施していく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■自然に囲まれた環境の中、３
歳児を対象とした集団体験の場
としての幼児教室と子育て支援
啓発事業をを継続して実施し、
さらに受け入れ児童対象児童の
拡大を検討

■幼児教室（3歳児）
　計　29名（２クラス）
■子育て支援啓発事業
　延べ36回実施
■子育て相談　17件

Ｂ 

■事業の継続、及び
幼稚園入園が叶わな
かった子どもの受け
入れ。

■自然に囲まれた環境の中、３
歳児を対象とした集団体験の場
としての幼児教室と子育て支援
啓発事業を継続して実施。
■地域住民との交流の実施

①市民
参加で
の居場
所づく
り

■市民の参加による「子育てパート
ナー事業」は、万願寺交流センターや
南平（出張ひろば）等様々なかたちで
の居場所づくりを行っている。
■市民参加により作成されたひのっ子
すくすくプラン（前期・後期）および
市民の森ふれあいホール利活用指針・
管理運営指針に基づき、子どもの居場
所づくり、遊びを通した育ちと体験の
場づくりとして「共に生き互いに育て
あうまちの実現」に向け、ふれあい
ホールと仲田公園（自然体験広場）を
一体的な活用を行うことを目的とす
る。
■【集会室１－２の活用】
（平成25 年度実績）
登録団体数 24 団体
利用日数 241 日
利用者団体 536 団体（延べ）
■【集会室１－２・仲田の森蚕糸公園
の活用】（平成25 年度実績）
「なかだの森であそぼう！」の開催
開催：60 回 参加：6,802 人（延べ）

■市民が、子育て支援に積極的に関われる
よう人材の育成、確保を行い、居場所づく
りを継続していく。
■第５次日野市基本構想・基本計画（２０
２０プラン）では、「心ふれあうコミュニ
ティづくり」として「市民間の交流の促
進」を施策の展開に位置づけ、「市民の森
ふれあいホールの利活用を促進し、市民交
流の活性化に努める」等に鑑み、引き続き
市民交流の活性化を図る。
■子どもを中心に捉え、市民・地域・まち
全体が活性化するための拠点に位置づけ
る。
■緑と清流課と連携して、仲田の森蚕糸公
園の活用を検討していく。
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（２）子育て相談・支援の充実

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①乳幼
児健康
相談事
業

■「育児全般に関する気がかり」や
「子育てをめぐる母親自身の不安や悩
み」を抱えながら育児をしている保護
者に対して相談支援を行い、適切な方
法で保護者自身や家族の健康の維持・
増進につなげていく。

■育児中の保護者を対象としているが、妊
婦が産院以外で気軽に相談できる場が少な
いため、今後妊婦にも対象を広げるととも
に、子育て中の者同士や子育て経験者との
顔の見えるつながりの場ともなるため、今
後も継続していく。

健康課

■妊娠期からの相談支援を引き
続き行い、子育て中の保護者同
士のつながりの場として継続す
る。また、切れ目ない支援を目
的に、乳幼児健診や新生児訪問
などへの他事業間を絡めたフォ
ローの継続性を保持する。妊婦
へは母子手帳交付、ママパパク
ラス等を通した周知を継続す
る。

■5会場
■来所者910人
（内訳：乳幼児902人・妊婦8人）

Ｂ 

■切れ目ない支援と
して、事業間をつな
ぐ役割を果たすため
のフォロー継続性の
保持。
■妊婦への事業Ｐ
Ｒ。来所した妊婦が
相談会場で孤立しな
いようにするための
スタッフ介入の必要
性。

 ■妊娠期からの相談支援を引
き続き行い、子育て中の保護者
同士のつながりの場として、継
続するとともに、妊婦へは母子
手帳交付時等に積極的に周知し
ていく。

②乳幼
児歯科
相談事
業など

■日野市歯科医会の協力のもと、乳幼
児歯科相談、１歳６カ月児歯科健康診
査、３歳児歯科健康診査等を実施。
■私立の幼稚園・保育園の保護者や職
員を対象に歯科医師によるむし歯予防
講習会を実施。

■健診時の判断により、個別の対応が望ま
しい児童に対しては、個別相談等にて支援
を行う。
■乳幼児のむし歯予防のため、地域の幼稚
園、保育園、子ども家庭支援センター等の
関係機関との連携をより強化する。

健康課

■歯科健診でむし歯があった児
の保護者に対し、早期歯科受診
の大切さを伝え、保護者に寄り
添った支援を継続する。

■1歳6か月児健診にてハガキ対象10名
■3歳児健診にてハガキ対象73名
■保健師との連携数
（未受診の理由を把握するために連携
したもの）2件

Ｂ 

■むし歯がある子の
中には、口腔内の問
題だけでなく育児や
生活面での問題を抱
えている場合もある
ので、保健師や栄養
士等と連携体制を密
にする。

■歯科健診でむし歯があった児
の保護者に対し、早期歯科受診
の大切さを伝え、保護者に寄り
添った支援を継続する。

③相談
支援事
業

■日野市発達・教育支援センター
（エール）にて、０歳から18 歳まで
の、発達面、行動面、学校生活面にお
いて支援を必要とする子ども、子ども
の育ちについて不安のある保護者、関
係機関からの相談を実施。一般相談、
発達相談、教育相談、就学入級転学相
談、医療相談等を実施。

■０歳から18歳まで、切れ目のない相談支
援体制を確立していく。

発達
支援課

■指導へのつなぎに加え、指導
終了の判断にも心理士が関わ
り、全体的なケース運営に携わ
る。
■専門職勉強会では具体的な
ケース検討の場とし、各専門職
のスキルアップの場とする。

■各指導や療育の必要性の判断を、相
談における聞き取り事項に加え、客観
的な評価基準（発達検査、質問紙等）
を用いるよう設定した。
■専門職勉強会を実施し、各専門職の
指導・相談内容の相互理解を促した。
相談実績　心理相談（実814人）
一般相談（延813人）
初回相談（553人）
障害児相談（特定0件、障害児33件）

Ｂ 
■専門職間の連携の
構築

■適切な時期に言語指導が受け
られるように、新規に初回相談
としての言語相談を実施する。
■担当者間でタイムリーにケー
ス検討を行う仕組みづくりに取
り組む。
■専門職間の事例検討を実施。

④子ど
もと家
庭の総
合相談

■子ども家庭支援センターにて、子ど
もと家庭に関する相談を受ける事業
で、児童虐待、障害、非行、育成等
様々な相談を受けている。また、内22
か所ある子育てひろばの相談事業の統
括の役割を担う。
■個人だけでなく、学校、保育園、幼
稚園等の子育て関連機関からの相談も
受け、個別対応をする中で、必要に応
じて要保護児童対策地域協議会のネッ
トワークを生かした対応を行い、子ど
も家庭支援ワーカーが調整役として対
応をしていく。

■子育て相談が増え続けている中、妊産
婦、０歳から18歳までの子どもと家庭の問
題に関する総合相談窓口としての機能を充
実させていく。
■個人だけでなく、他の子育て関連機関で
解決困難な相談にも積極的に対応してい
く。困難なケースについては、要保護児童
対策地域協議会の枠組みの中で、子ども家
庭支援ワーカーが、各関連機関と連携し、
関係機関間の調整役としての機能を強化し
ていく。
■児童虐待相談及び心理相談等専門的な相
談の対応も強化していく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■27年度からのチーム制をリー
ダーを中心としたより機能的な
形態にすることで、増え続けて
いる相談への対応力を強化し、
子どもと家庭の問題に関する総
合相談窓口としての機能を充実
させていく。
■子育てに関わる他機関からの
相談においても、要保護児童対
策地域協議会の枠組みの中で、
子ども家庭支援ワーカーが各関
連機関と連携し、関係機関間の
調整役として中心的機能を果た
していく。
■心理専門相談員２名配置で、
児童虐待相談及び心理相談等専
門的な相談の対応もさらに強化
していく。

■相談受理件数
　695件（内、虐待件数165件）
【過年度実績】
　28年度662件（内、虐待件数201件）
　27年度523件（内、虐待件数96件）
　26年度437件（内、虐待件数94件）
■子ども家庭支援ワーカー相談件数
　17,926件
【過年度実績】
　28年度11,997件
　27年度8,144件
　26年度6,650件
■個別ケース会議
　113件
【過年度実績】
　28年度140件
　27年度165件
　26年度88件

Ａ 

■増加する児童虐待
等の相談や生活全般
の相談に対し、関係
機関、各課と連携し
役割分担を行いなが
ら支援するための体
制強化。
■より相談しやすい
窓口、相談者に寄り
添った支援の実施。

■27年度からのチーム制をリー
ダーを中心としたより機能的な
形態にすることで、増え続けて
いる相談への対応力を強化し、
子どもと家庭の問題に関する総
合相談窓口としての機能を充実
させていく。
■子育てに関わる他機関からの
相談においても、要保護児童対
策地域協議会の枠組みの中で、
子ども家庭支援ワーカーが各関
連機関と連携し、関係機関間の
調整役として中心的機能を果た
していく。
■心理専門相談員２名配置で、
児童虐待相談及び心理相談等専
門的な相談の対応もさらに強化
していく。

8



⑤育児
支援家
庭訪問
事業

■養育に不安を抱え、特別な支援が必
要な家庭に「育児技術訪問指導員」ま
たは「家事育児支援ヘルパー」を派遣
し、子育ての孤立化を緩和し、子育て
に自信を持ち、要支援家庭が安定した
児童の養育を行えるよう支援してい
く。

■訪問支援について、さらなる充実を図っ
ていく。また、潜在的に支援を必要として
いる家庭について把握し、支援の漏れがな
いようすくいあげる体制づくりを進めてい
く。

子ども
家庭支
援セン
ター

■健康課始め各関係機関と連携
を深め、要支援家庭を把握し、
支援の実施を行い、虐待防止に
努める。

■育児技術訪問指導員
　延べ訪問日数62日
　延べ訪問時間64.35時間
■家事育児支援ヘルパー
　延べ訪問日数106日
　延べ訪問時間125時間

Ａ 

■課題を抱える世帯
の情報共有と、迅速
な支援のため、関係
機関、各課との連携
強化。

■健康課始め各関係機関と連携
を深め、要支援家庭を把握し、
支援の実施を行い、虐待防止に
努める。

⑥利用
者支援
事業

■子ども及びその保護者が様々な子育
て支援事業等の中から適切なものを選
択し、円滑に利用等できるよう、身近
な場所で情報提供や相談、援助を行う
事業。

■子育て情報サイトをはじめとする利用者
支援情報収集、集約及び提供体制の拡充を
図る。
■市役所あるいは市内の子育て支援関連施
設において、相談者のニーズにあった市内
の子育て情報を提供し、個別に相談や援助
をしていく。

子ども
家庭支
援セン
ター
・
健康課
・
保育課

■平成28年4月1日より「利用者
支援事業（母子保健型）」を健
康課で開始。さらに「保育コン
シェルジュ（特定型）」の設置
を保育課で検討。

【母子保健型】
■母子手帳交付時に妊婦の全数面接を
実施：面接実施率99.5%

【特定型】
■「保育コンシェルジュ（特定型）」
を平成30年4月に保育課に配置するため
の準備を進めた。

Ａ 

【母子保健型】
■妊婦の全数面接に
おいて適切な情報提
供を行い、妊娠・出
産・子育てに関する
不安軽減を図り、早
期支援が可能となっ
ている。

【特定型】
■利用者にとって適
切な情報提供や制度
紹介ができる専門的
な知識の集積が必要

【母子保健型】
■母子手帳交付時に、保健師お
よび助産師等が面接を行うこと
で全ての妊婦等の状況を把握
し、適切な情報提供を行い、妊
娠・出産・子育てに関する不安
軽減を図る。

【特定型】
■保育園入園に関する専門的な
知識を習得し、市内・近隣市の
保育園情報や子育て関連施設の
情報を集積し、適切な情報提
供、相談業務に応じていく。
人員：3人体制（交代勤務。元
公立保育園の園長と嘱託員2
人）
勤務時間：月～金曜日（平
日）、9:00-17:00
内容：保育園利用相談等
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Ⅰ　子育ての豊かさと楽しさの発見

方針３）周産期における医療・保健・福祉の支援体制づくり

（１）安心して出産し、育児ができる支援

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①妊婦
訪問指
導

■母子健康手帳申請時にアンケートを
記入してもらい、支援を必要とする妊
婦を抽出後、地区担当保健師により電
話･面接･訪問等により支援を行う。

■妊婦早期支援介入として継続していく。 健康課
■妊婦の全数面接を実施し、早
期支援介入として継続してい
く。

■妊婦把握数
妊娠届出妊婦：1,489人
転入妊婦：100人
面接実施率：99.5％(※妊婦届出妊婦に
対する値)
■支援プラン作成数：193件

Ａ 

■妊娠届出後に転入
してきた妊婦の全数
把握は難しいが、周
知方法を見直し、転
入妊婦の面接実施数
を増やす。

■妊婦面接により、心身の健康
状態や家庭の状況、子育て支援
のニーズなどの実情を把握し、
必要な情報提供・助言・保健指
導を行う。
■支援を要する妊婦に対して、
支援プランを作成し、継続的な
支援を実施する。支援プランは
必要に応じて見直しを行い更新
するとともに、時期を決めて効
果検証を行う。

②妊婦
健康診
査

■妊娠の届け出をされた方に、都内医
療機関で使用できる妊婦健康診査受診
票（14 回分）及び妊婦超音波検査受
診票を交付する。妊婦健康診査の際に
使用することで、項目に応じ上限額ま
で公費負担をする。
■受診票を使用できない助産所・都外
医療機関での受診については、申請に
基づき助成金を交付している。

■母体や胎児の健康確保を図るため、妊婦
健康診査を継続実施していく。

健康課

■妊婦健康診査を継続実施する
ことにより、妊婦の健康管理に
努め、妊産婦及び乳児死亡の低
下、流早産の防止並びに心身障
害児の発生の予防を目指す。

■妊婦健康診査受診者数(人)
1回目:1,406、2回目:1,409
3回目:1,401、4回目:1,359
5回目:1,351、6回目:1,338
7回目:1,306、8回目:1,227
9回目:1,152、10回目:1,079
11回目:976、12回目:812
13回目:600、14回目:346
超音波検査:1,171　子宮頸がん:1,295
■妊婦健康診査助成金申請件数　276件

Ａ 

■健康診査受診券を
母子手帳交付時に配
布し、適切な時期に
適切な回数の健診を
受ける機会を与える
ことができている

■妊婦健康診査を継続実施する
ことにより、妊婦の健康管理に
努め、妊産婦及び乳児死亡の低
下、流早産の防止並びに心身障
害児の発生の予防を目指す。
■公費負担の対象として、妊婦
子宮頸がん検査の項目を追加し
た。

③乳児
家庭全
戸訪問
（赤
ちゃん
訪問）

■出産した全ての子どもの家庭に、助
産師・保健師が訪問し、赤ちゃんの発
育、育児全般のこと、お母さんの体の
ことなど保健相談を実施していく。

■出産した全ての子どもの家庭に、助産
師・保健師が、生後28日以内に訪問等し、
赤ちゃんの発育、育児全般のこと、お母さ
んの体のことなど保健相談を実施してい
く。

健康課

■出産した全ての子どもの家庭
に、助産師・保健師が、生後28
日以内に訪問等し、赤ちゃんの
発育、育児全般のこと、お母さ
んの体のことなど保健相談を実
施していく。

■赤ちゃん訪問
　訪問受理者数:1,258人
　訪問実施者数：1,184人中、生後28日
以内の訪問実施者数：318人（26.8％）
（※平成28年度：27.2％）

Ｂ 

■引き続き、出産し
た全ての子どもの家
庭に、助産師・保健
師が、生後28日以内
に訪問等し、赤ちゃ
んの発育、育児全般
のこと、お母さんの
体のことなど保健相
談を実施していく。

■出産した全ての子どもの家庭
に、助産師・保健師が、生後28
日以内に訪問等し、赤ちゃんの
発育、育児全般のこと、お母さ
んの体のことなど保健相談を実
施していく。

④産前
産後ケ
ア

■親族等の支援が受けられない産前産
後の妊産婦がいる家庭に対し、家事育
児支援ヘルパーを派遣し、安心して母
子関係を築けるように支援をする事
業。

■産前産後の妊産婦は精神的にも身体的に
も不安定になり、安心して母子関係を築く
ための支援が必要である。親族等の支援が
受けられない家庭に対し、産前産後に特化
したヘルパー派遣の支援を行っていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■平成28年度に、利用期間、利
用制限等を改善し、より利用し
やすいものとしたことから利用
実績が増加。今後事業の周知を
徹底していく。

■産前産後ケア
　申し込み家庭数：79世帯
　延べ訪問日数：305日
　述べ訪問時間：639時間

Ａ ■事業の周知
■健康課や関係各課に協力を求
め、事業PRチラシを設置するな
ど、事業の周知を徹底する。

⑤乳幼
児健康
診査

■３～４か月児健診、１歳６か月児健
診、３歳児健診を集団健診で実施。
■上記３つの健診対象者に対して、未
受診の場合、受診勧奨ハガキ送付や地
区担当保健師の個別訪問等で、家庭及
び乳幼児の状況を把握し、子育て相談
や育児支援を目的にきめ細やかに展開
している。
■上記の未受診フォローを実施しても
未受診であった場合には全件数につい
て子ども家庭支援センターへ報告し、
居所不明児のシステムと連動させてい
る。

■未受診把握率の更なる向上と受診率向上
を目指す。
■未受診者への受診勧奨のための個別支援
を実施。また未把握児については子ども家
庭支援センターへ報告し、居所不明児のシ
ステムと連動させることにより更なる受診
率の向上ときめ細やかな育児支援を目指
す。

健康課
■運用面において、未受診の状
況の判断等について、基準を徹
底していく。

■健診受診率
乳健96.1％、1.6健96.55％、3健97.2％
■未受診把握率（未受診の理由を把握
したもの）
乳健100％、1.6健97.7％、3健100％
■子ども家庭支援センターとの連携数
（未受診の理由を把握するために連携
したもの）
73件

Ａ 
■未受診者フォロー
の体制は整備され軌
道にのっている。

■運用面において、未受診の状
況の判断等について、基準を徹
底していく。
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⑥乳幼
児発
達・経
過観察
健康診
査

■発達健診
一般健診の結果、主に運動発達遅滞等
が疑われる乳幼児に対して、小児神経
学的立場から、発達に重点をおいた相
談を行い、障害の早期発見を図るとと
もに、適切なフォローを行い保護者の
心理的・物理的負担を取り除くことを
目的に実施している。
■経過観察健診
一般健診の結果、要経過観察とされた
者について、次の２点を目的に実施し
ている。
①定期的な健診を通し、健全な育成を
期するとともに、異常の早期発見に努
める。
②精密検査を要するほどではない問題
点について、直ちに医療機関を受診さ
せるのではなく、身近な市町村で経過
観察を行うことで、保護者に心理的・
物理的負担をかけずに適切なフォロー
を行う。

■発達健診
身近で相談できる場として継続していく。
■経過観察健診
市町村という身近で保護者に負担の少ない
場で、乳幼児の成長を経過的に確認、相談
できる場として継続する。

健康課

■発達健診
身近で相談できる場として継続
していく。
■経過観察健診
市町村という身近で保護者に負
担の少ない場で、乳幼児の成長
を経過的に確認、相談できる場
として継続する。

■発達健診
毎月1回、年間12回実施
予約者数：44人
受診者数：41人（初診者数12人、再診
者数29人）
受診者率：93.1%
■経過観察健診
奇数月、年間6回実施
予約者数：36人
受診者数：32人（初診者数48人、再診
者数0人）
受診者率：88.9%
有所見者：1名（3.13%）

Ｂ 

■【発達健診】市立
病院の医師にお願い
して実施している。
エールが設立された
ことにより人数も
減っているため、平
成30年からは市立病
院を直接受診しても
らうようにみなおし
た。

■発達健診
平成30年からは市立病院に直接
ご案内する形式にしたため実質
事業廃止
■経過観察健診
市町村という身近で保護者に負
担の少ない場で、乳幼児の成長
を経過的に確認、相談できる場
として継続する。

⑦保育
園での
妊婦受
け入れ

■初妊婦に対し、保育園が子育て経験
の機会を提供し、子育てへの期待・希
望が持てるようにするため、公立保育
園４園で、初妊婦の保育体験受け入れ
を行っている。
■０歳児と遊んだりおむつ交換や食事
の様子を見学する等に加え、子育て相
談に応じている。

■今後も継続し、保育園の特性を活かし
て、気軽に子育て相談ができる場となり、
地域との結びつきが深まるよう積極的に取
り組んでいく。

保育課 ■引き続き、４園で実施する。
■あさひがおか、しんさかした、もぐ
さ台、おおくぼの４園で実施したが、
利用実績はしんさかした４名。

Ａ 
■利用者増加を図る
ため、積極的な周知
に努める。

■引き続き、４園で実施する。

⑧周産
期ネッ
トワー
ク体制
の充実

■地域で母親が安心して出産、育児が
営めることを目的とし、市内産科医、
助産院を対象とし、「育児サポート連
絡票」の有効活用により、要支援家庭
への、早期介入、切れ目のない支援を
実施していく。

■周産期ネットワークとして、医療機関等
との連携の更なる強化を図るため、毎年医
療機関等への訪問を実施。今後も更なる連
携を図っていく。

健康課

■周産期ネットワークとして、
医療機関等との連携の更なる強
化を図るため、毎年医療機関等
への訪問を実施。今後も更なる
連携を図っていく。

■医療機関との連携の数：32件 Ａ 
■市内の産科との連
携を強化し継続して
いく

■周産期ネットワークとして、
医療機関等との連携の更なる強
化を図るため、毎年医療機関等
への訪問を実施。今後も更なる
連携を図っていく。

⑨親の
子育て
力向上
支援講
座

■参加型の講習会（※NP、※ACT、ベ
ビーマッサージ）等を実施し、子ども
を持つ親自身の“子育て力“の向上を
目的とする事業。
■具体的には、養育に関すること、子
どもとの関わり方、地域との関わり方
や行政サービスの利用方法等、子育て
に関わる総合的な力を養うための事
業。

■子育て力を向上することにより、親とし
ての自信や、子育てへの自信、子どもとの
良好な関係の
構築、また地域とのつながりによる社会か
らの孤立化の防止等を図っていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■今年度も同様に１クール６回
の講座を２クール開催し、継続
していく。さらに26年度以降
ACT講座修了者を対象にフォ
ローアップ講座を実施してい
く。

■ACTすこやか子育て講座実施
第1回：市民の森　ふれあいホール、
5/30、6/6、6/13、6/20、6/27、7/4
第2回：多摩平の森ふれあい館、
9/12、9/26、10/10、10/17、10/24、
11/31
■フォローアップ講座
6/18、7/10、9/11、10/30、11/20、
12/11、1/22、2/19

Ａ 

■本講座及びフォ
ローアップ講座への
申し込みも多く、
キャンセル待ちの設
定が必要

■今後も事業を継続していく。
■キャンセル待ちの枠を設定
し、より多くの市民が講座に参
加できるようにする。
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（２）出産前から育児を学ぶ機会の充実

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①ママ
パパク
ラス

■安心して妊娠、出産を迎えられるよ
うに、ママとパパを対象に妊娠・出
産・育児についての教室を開催。地域
での子育て仲間をつくることを重点に
置いた内容。
■平日保健コース、栄養コース、歯科
コース、休日沐浴コース、休日保健
コースを実施。
■入浴コースでは、赤ちゃんの泣きの
理解と対処法のDVD を取り入れたり、
パパ同士の交流時間を設ける等、父親
教育にも重点を置いている。

■安心して妊娠・出産を迎え、日野市で楽
しく育児ができるよう継続していく。

健康課
■安心して妊娠・出産を迎え、
日野市で楽しく育児ができるよ
う継続していく。

参加者数
■平日保健コース（11回）
（延べ参加者数）妊婦：259名　夫等：
33名
■栄養コース（11回）
妊婦：138名　夫等：18名
■歯科コース（11回）
妊婦：124名　夫等：7名
■沐浴コース（12回）
妊婦：298名　夫等：275名
■休日保健コース（2回）
妊婦：35名　夫等：24名

Ｂ 

■妊婦全数面接時に
全員にママパパクラ
スの周知をしている
が、参加者数は横ば
い。教室の内容等も
含めて今後の方向性
の検討が必要であ
る。

■安心して妊娠・出産を迎え、
日野市で楽しく育児ができるよ
う継続していく。

②妊産
婦とそ
の家族
への食
育推進

■ママパパクラス（両親学級）の参加
者を対象とし、より良い食生活につい
ての意識と理解を促し、実践ができる
よう、「栄養コース」を実施。
■妊産婦とその家族を対象に、わかり
やすい栄養相談などを行う。

■食生活や健康に対する意識の高い妊産婦
とその家族に向けて働きかけることで、生
涯の健康づくりのきっかけとなるよう、継
続していく。

健康課

■食生活や健康に対する意識の
高い妊産婦とその家族に向けて
働きかけることで、生涯の健康
づくりのきっかけとなるよう、
継続していく。
■平日コースに加え、ニーズの
高い休日（土曜）コースを1回
試行する。

■栄養コース12回開催。妊婦128名、夫
15名参加。
休日コース１回開催。妊婦15名、夫9名
参加。
望ましい食生活について周知啓発でき
るようマタニティガイドブックに記事
を掲載した。

Ｂ 

■全妊婦に向けたア
プローチができるよ
う、教室開催の是非
を含め検討が必要で
ある。
他の媒体についての
検討している。

■食生活や健康に対する意識の
高い妊産婦とその家族に向けて
働きかけることで、生涯の健康
づくりのきっかけとなるよう、
参加者数に合わせ実施回数を見
直しながら継続していく。
■休日（土曜）コース1回実施

③母子
健康手
帳の交
付

■妊娠の届出をされた方に、母子健康
手帳を交付する。出産前後の相談等を
気軽に受けられるよう、健康課窓口、
各児童館、子ども家庭支援センター
（高幡）、市役所市民窓口課、七生支
所、豊田駅連絡所で交付をしている。

■様々な場所で配布することにより市民の
利便性向上を図るとともに、各児童館が身
近な場所となるよう継続していく。

健康課

■交付窓口が1か所（保健セン
ター）のみで交付。交付時に妊
婦の方全員に保健師などの専門
職が面接相談を実施。妊娠中の
さまざまな不安を軽減し安心し
て出産を迎えられるようにす
る。

■妊娠届数1,545件 Ｂ 
■交付窓口が1か所
のため市民にとって
利便性が悪い

■交付窓口が1か所（保健セン
ター）のみで交付。交付時に妊
婦の方全員に保健師などの専門
職が面接相談を実施。妊娠中の
さまざまな不安を軽減し安心し
て出産を迎えられるようにす
る。

④子育
て情報
の発信

■子育てに関わる様々な情報を、ホー
ムページ、子育て情報サイト、子育て
情報冊子「知っ得ハンドブック」、地
域子育てイベント情報紙「地域活動子
どもカレンダー」等様々な方法で発信
し、子育て家庭や子育てに携わる機
関、支援者等の情報収集・サービス利
用に役立ててもらう。

■「地域活動子どもカレンダー」、「知っ
得ハンドブック」による情報提供に加え、
新たに「子育て情報サイト」を立上げ、主
に電子媒体から情報を収集する保護者ニー
ズに合わせた情報発信を充実させていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■引き続き「知っ得ハンドブッ
ク」の発行を行うとともに、子
育て情報発信を充実させる。ま
た、子育て情報サイトの検討委
員会を今後も定期的に行い、使
いやすさを向上するためのサイ
トの改善等を進めていくととも
に、広報に「ぽけっとなび」の
周知を行うため定期的にＰＲ記
事を掲載。

■「知っ得ハンドブック」
　29年度発行部数6,000部
■「地域活動子どもカレンダー」
　29年度発行部数21,800部
■子育て情報サイト「ぽけっとなび」
(27年5月1日開設)
　H30年3月末：約80,000PV（ページ
ビュー）

Ａ 

■「知っ得ハンド
ブック」については
見やすいいものにす
る。
■「ぽけっとなび」
の内容の充実と事業
周知

■引き続き「知っ得ハンドブッ
ク」の発行を行うとともに、子
育て情報発信を充実させる。
■子育て情報サイトの検討委員
会を今後も定期的に行い、使い
やすさを向上するためのサイト
の改善等を進めていくととも
に、広報に「ぽけっとなび」の
周知を行うため定期的にＰＲ記
事を掲載。
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Ⅰ　子育ての豊かさと楽しさの発見

方針４）ゆとりをもって子育てするための環境づくり

（１）子育て世帯への経済的支援

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①児童
手当

■中学校終了前（15 歳到達後最初の
年度末）までの児童を養育している父
母等の主たる生計者に児童手当を支
給。
■児童１人につき、所得制限限度額未
満の者の支給月額は３歳未満15,000
円、３歳以上小学校修了前（第1 子、
第2 子）10,000 円、３歳以上小学校
修了前（第3 子以降）15,000 円、小
学校修了後中学校修了前10,000 円、
所得制限限度額以上の者の支給月額は
特例給付として5,000 円。
■支給時期は6 月、10 月、2 月にそ
れぞれ4 か月分を支給。

■児童手当法による国の制度であり、国の
動向を注視しつつ、法令に則った、より一
層適正な支給に努める。

子育て
課

■引き続き、子育て課内の他制
度（子ども医療費助成等）や他
課（出生届や転入届を扱う市民
窓口課等）との連携により申請
漏れがないように努める。
■個人番号制度の「情報連携」
及び「マイナポータル（電子申
請）」がスムーズに導入できる
ように対応する。

■子育て課内の他制度（子ども医療費
助成等）や他課（出生届や転入届を扱
う市民窓口課等）との連携により申請
漏れがないように努めた。
■個人番号制度による所得情報の情報
連携を開始し、円滑な導入に努めた。
■実績
・対象児童　22,399人（22,570人）
・手当額 2,812,690千円(2,834,830千
円）
※（　）内は前年度実績

Ａ 

■申請漏れ等がない
ように努める。
■七生支所で一部の
手続きの受付を開
始、サービスの拡充
に努める。
■個人番号制度の
「情報連携」及び
「マイナポータル
（電子申請）」の円
滑な導入に努める。
■3市協同システム
導入に向け、業務の
標準化を図る。

■子育て課内の他制度（児童手
当等）や他課（出生届や転入届
を扱う市民窓口課等）との連携
により申請漏れがないように努
める。
■七生支所で一部の手続きの受
付を開始する。
■平成30年7月より、個人番号
制度による年金情報及び住民情
報の「情報連携」を開始する予
定。
■「マイナポータル（電子申
請）」で対応できる届出の種類
を増やし、サービス向上に努め
る。
■3市協同システム導入に向
け、業務フローの見直しを実施
し、業務改善に努める。

②子ど
も医療
費の助
成

■医療保険の加入要件に該当し、所得
制限の範囲内の者で、６歳に達する日
以後の最初の年度末までの乳幼児を養
育する者には乳幼児医療証、6 歳に達
する日以後の最初の４月１日から15
歳に達する日以後の年度末までの義務
教育就学期にある児童を養育する者に
子ども医療証を発行し、該当乳幼児・
児童の受診時に保険診療の一部負担金
（の一部）を助成。
■日野市では乳幼児医療証の所得制限
はなし。

■乳幼児医療費助成事業実施要綱、義務教
育就学児医療費助成事業実施要綱等に基づ
く東京都の制
度であり、市でも条例等を整え事業遂行し
ている。現状、乳幼児医療助成は市単独で
所得制限なしの取り扱いとしている。
■所得制限、助成範囲等について、東京都
の動向を踏まえ、充実に向けて調査研究に
努める。
■条例等に基づいたより一層適正な助成に
努め、乳幼児・児童の保健・福祉の向上を
図る。

子育て
課

■平成29年10月1日より、義務
教育就学児（小・中学生）に係
る医療保険の自己負担額を全額
助成し、一部負担金（通院1回
につき200円上限）を廃止す
る。
■引き続き、子育て課内の他制
度（児童手当等）や他課（出生
届や転入届を扱う市民窓口課
等）との連携により申請漏れが
ないように努める。
■義務教育就学児医療費助成制
度の改正がスムーズに実施でき
るように、医療機関及び市民へ
の周知をする。
■個人番号制度の「情報連携」
がスムーズに導入できるように
対応する。

■平成29年10月1日より、義務教育就学
児（小・中学生）に係る医療保険の自
己負担額を全額助成し、一部負担金
（通院1回につき200円上限）を廃止し
た。
■義務教育就学児医療費助成制度の改
正について、医療機関及び市民へ通知
や広報等で周知に努めた。
■子育て課内の他制度（児童手当等）
や他課（出生届や転入届を扱う市民窓
口課等）との連携により申請漏れがな
いように努めた。
■個人番号制度による所得情報の情報
連携を開始し、円滑な対応に努めた。
■実績
・対象児童　21,423人（21,310人）
・助成額　651,897千円（642,358千
円）
※（　）内は前年度実績

Ａ 

■申請漏れ等がない
ように努める。
■七生支所で一部手
続きの受付を開始、
サービスの拡充に努
める。
■3市協同システム
導入に向け、業務の
標準化を図る。

■子育て課内の他制度（児童手
当等）や他課（出生届や転入届
を扱う市民窓口課等）との連携
により申請漏れがないように努
める。
■七生支所で一部の手続きの受
付を開始する。
■3市協同システム導入に向
け、業務フローの見直しを実施
し、業務改善に努める。

③認証
保育所
など入
所児童
の保護
者への
補助

■認証保育所等に児童を入所させてい
る保護者に対し、補助金を交付する。
■保護者の負担を軽減し、児童の健全
な育成に寄与することを目的としてい
る。

■今後の認証保育所制度の動向に注視しな
がら、財政状況により、所得等に応じた補
助の方法等について検討していく必要があ
る。

保育課

■認証保育所等を利用する保護
者の負担軽減を図るため、所得
階層別補助に変更し、所得に応
じて7千円～5万2千円/月の補助
を行う。

■対象人数561名
■年間交付額176,797,600円

Ａ 

■所得階層別補助に
変更したことで、保
護者の負担軽減を拡
充することが出来
た。

■引き続き認証保育所等を利用
する保護者の負担軽減を図るた
め、所得階層別に7千円～5万2
千円/月の補助を行う。
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④私立
幼稚園
園児の
保護者
への補
助

■私立幼稚園に在籍する幼児の保護者
に対し補助金を交付する。
■保護者の負担を軽減し、幼児教育の
振興と充実を図ることを目的としてい
る。
■都制度の私立幼稚園等園児保護者補
助金、国制度の私立幼稚園就園奨励費
補助金、市単独制度の私立幼稚園等入
園金補助金を交付している。

■今後も継続していくが、平成27年度から
子ども・子育て支援新制度に移行しない幼
稚園について、今後のあり方についての
国・都の動向を注視していく必要がある。
■同時に、国の幼児教育無償化の方針につ
いての動向をうかがいながら保護者の負担
軽減の方法について検討していく。

保育課

■私立幼稚園に在園する幼児の
保護者に、保護者補助金、入園
金補助金を交付する。また、私
学助成を受ける幼稚園に在園す
る幼児の保護者には、あわせて
就園奨励費を交付し、保護者の
経済的負担を軽減する。

■保護者補助金　年間延べ対象者：
23,954名、年間交付額：182,044,850円
■入園金補助金　対象者：705名、年間
交付額：7,024,000円
■就園奨励費　対象者：1,338名、年間
交付額：172,591,200円

Ａ 
■保護者の負担軽減
が図られている。

■私立幼稚園に在園する幼児の
保護者に、保護者補助金、入園
金補助金を交付する。また、私
学助成を受ける幼稚園に在園す
る幼児の保護者には、あわせて
就園奨励費を交付し、保護者の
経済的負担を軽減する。

⑤就学
援助

■経済的理由により小・中学校への支
払いが困難な家庭に対し、学校で必要
とする費用の一部を援助する。
■学用品費、通学用品費、新入学学用
品費、校外活動費、修学旅行費、移動
教室費、卒業記念アルバム代について
は、市内に住所を有し、学校教育法第
１条に規定する学校に就学している児
童・生徒の保護者が支給対象。
■医療費、給食費は、市立小・中学校
に就学している児童・生徒の保護者が
支給対象となる。
■対象者は、次のいずれかにあてはま
る家庭
①生活保護受給中または昨年度以降生
活保護の停止・廃止を受けた、
②昨年度、市都民税が非課税、
③児童扶養手当受給中、
④経済的理由で子どもの教育費に困っ
ている。※所得制限あり。

■保護者の負担軽減を図るために、今後も
制度を継続していく。

庶務課

■経済的理由により小・中学校へ
の支払いが困難な、市内に住所を
有し学校教育法第１条に規定する
学校に就学している児童・生徒の
家庭に対し、学校で必要とする費
用の一部（学用品費、通学用品
費、新入学学用品費、校外活動
費、修学旅行費、移動教室費、卒
業記念アルバム代等）を援助す
る。
■平成30年度小学校新入学児童及
び中学校新入学生徒に対し、小学
校就学前及び6年生時の3月に「入
学時学用品費」として「新入学学
用品費」相当額を支給する。さら
に、市独自制度の「入学準備金」
を要保護世帯にも支給する。
■認定基準については、昨年度と
同様生活保護の1.3倍とする。
■高所得層と低所得層の格差が広
がりつつあることも踏まえ、今後
もこの事業を継続していく。

■認定者数
・小学校　準要保護　950名
　　　　　要保護　　 55名
・中学校　準要保護　 645名
　　　　　要保護　　  49名
■総支給額　173,474,789円
■受給者率は、平成23年度より引き続
き若干だが減少傾向にある。

Ａ 

■「新入学学用品
費」について、平成
29年度から、小学校
就学前支給及び小学
校6年生時に前倒し
で支給したが、支給
済みの世帯に対し、
平成30年度に再度支
給し、二重払いにな
らないように注意す
る必要がある。
■格差の二極分化が
進む中、より質の高
い給付を検討してい
く。

■経済的理由により小・中学校へ
の支払いが困難な、市内に住所を
有し学校教育法第１条に規定する
学校に就学している児童・生徒の
家庭に対し、学校で必要とする費
用の一部（学用品費、通学用品
費、新入学学用品費、校外活動
費、修学旅行費、移動教室費、卒
業記念アルバム代等）を援助す
る。
■平成31年度小学校新入学児童及
び中学校新入学生徒に対し、小学
校就学前及び6年生時の3月に「入
学時学用品費」として「新入学学
用品費」相当額を支給する。さら
に、市独自制度の「入学準備金」
を要保護世帯にも支給する。
■認定基準については、昨年度と
同様生活保護の1.3倍未満とす
る。
■高所得層と低所得層の格差が広
がりつつあることも踏まえ、今後
もこの事業を継続していく。

⑥奨学
金

■市内に住む経済的理由により修学が
困難な高校生を援助し、教育上の機会
均等を図るため奨学金を支給してい
る。この奨学金は返済の必要はなし。
■申請方法は、募集期間に申請書等必
要書類を提出し、選考審査会に諮って
決定する。選考にあたっては、所得制
限があり。
■前学年時における学習意欲・生活態
度などにより選考している。
■所得要件　生活保護基準の1.1倍

■高校の授業料無償化などの施策が展開さ
れてはいるが、まだ支援としては不十分で
ある。経済的な理由で意欲のある学生の就
学機会を奪うことのないように、また保護
者への負担軽減を図るためにも、今後もこ
の制度を継続していく。ただし、国の施策
の動向次第では、制度の継続・変更も視野
に検討を重ねていく。

庶務課

■H29年度より事業規模の拡大
　1月/1人　　　 10,000円
　年間　　　　 120,000円
　100名分　 12,000,000円
　給付型、返済義務なし。
■所得要件　生活保護基準の
1.1倍
■所得要件を第一義とし、所得
要件をクリアし、生活態度、学
習意欲も加味し審査した結果、
基準を満たす者全員に支給する
する。
※100名以上になった場合は、
補正対応

■応募者数170名。うち10名所得超過、
160名認定。 Ｂ 

■審査会を開催して
はいるが、生活態
度・成績に問題のあ
ると思われる者も、
所得制限さえクリア
していれば認定して
いる。実質、奨学金
ではなく給付金であ
る。制度自体の見直
しが必要である。
■給付型奨学金制度
があるのは26市中7
市、うち5市は成績を
考慮している。「奨
学金」と謳うのなら
ば、成績は考慮すべ
きではと考える。
■平成29年度は、10
名が所得超過した
が、所得要件の緩和
に関する調査研究を
行う。

■Ｈ30年度
　1月/1人　　　 10,000円
　年間　　　　 120,000円
　200名分　 24,000,000円
　給付型、返済義務なし。
■所得要件　生活保護基準の
1.1倍以下
■所得要件を第一義とし、所得
要件をクリアし、生活態度、学
習意欲も加味し審査した結果、
基準を満たす者全員に支給する
する。
※200名以上になった場合は、
補正対応
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（２）男女が共同で子育てできる就労環境づくり

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①特定
事業主
次世代
育成支
援行動
計画

■次世代育成支援対策推進法は、我が国
の急速に進む少子化に対し、政府・地方
公共団体・企業等が一体となった取組を
進めていくとしており、日野市は、行政
機関としての立場から「地域における子
育て支援の充実」等を図ると同時に、職
員を雇用する一事業所としての立場か
ら、自らの支援計画の策定を求められて
いる。
■次世代を担う子どもたちが健やかに育
つため、職員の性別や年代等にかかわら
ず、職場全体で職員が安心して仕事と子
育ての両立を図ることができる職場環境
の構築に取り組み、更に職員一人ひ
とりが子育て、そして次世代育成支援対
策を自分自身に関わることと理解し、真
に子育てしやすいものとなるよう、本計
画を策定し推進していく。
■「日野市特定事業主行動計画（日野市
役所の行動計画）」は、平成22 年度か
ら後期計画をスタートさせている。

■次世代育成支援対策推進法は平成17 年度
から平成26 年度までの10 年間の時限法で
あったが、同法の10 年間の延長等を内容と
する「次代の社会を担う子どもの健全な育
成を図るための次世代育成支援対策推進法
等の一部を改正する法律」が成立してお
り、日野市においても第2 期となる計画を
策定し、更なる次世代育成支援を推進して
いく。

職員課

■「未来いきいきプラン」の推
進
■男性職員の育児休業及び育児
関連休暇の取得促進のための啓
発実施
■超過勤務を削減するため、組
織目標等を通じて働き方を変え
るという意識を浸透させる。

■次世代育成支援対策研修として、入
所3年目の若手職員向けキャリアデザイ
ン研修を実施
■育休後職場復帰支援講座を実施
■男性職員の育児休業取得実績4件
■配偶者の出産前後の休暇（介添休
暇・育児参加休暇）取得実績27日と20
時間
■超過勤務削減のための取り組み
■次世代ニュースの発行

Ｂ 

■男性職員の育児関
連休暇の取得促進
■超過勤務（時間外
勤務）の削減・適正
化

■「未来いきいきプラン」の推
進
■男性職員の育児関連休暇の取
得促進のための啓発実施
■超過勤務を削減するため、組
織目標等を通じて働き方を変え
るという意識を浸透させる。
■育児に関する休暇制度の周知
（休暇マニュアル、子育てママ
ブック、子育てパパブック等の
ツール見直し）

■新しい人権（LGBT
等）当事者への支援
及び市民への啓発

■若年層を取り巻く
性暴力、性被害を未
然に防ぐための啓発

■第３次男女平等行動計画施策
の推進。
■第４次男女平等行動計画の準
備
■男女平等推進委員会による計
画の推進と検証。
■男女平等行動計画に基づく講
演・講座、パネル展示による啓
発事業、女性相談事業、DV 被
害者の民間シェルター運営費補
助事業等の実施。
■LGBT当事者支援事業として、
交流スペースの実施
■デートDV出張講座の実施（中
学校2校）

男女
平等課

■男女ともに家庭、地域、職場等の様々な
分野で自己実現ができる男女共同参画社会
を目指す。

■第3次男女平等行動計画（計画年
度：平成28～32 年度）を平成27 年度
末までに策定する。
■策定にあたっては、男女平等の視点
から子育てしやすい環境の整備やワー
ク・ライフ・バランスに関する事項等
を盛り込み、実態に即した計画をつく
る。
■男女平等推進委員会及び男女平等行
動計画評価委員会を開催し、計画の推
進と検証を行う。
■男女平等行動計画に基づく講演・講
座、パネル展示による啓発事業、女性
相談事業、DV 被害者の民間シェル
ター運営費補助事業等を実施し、子育
て支援につなげる。

②日野
市男女
平等行
動計画
の推進

■日野市長が教育機関(実践女子学園）
と共同でイクボス宣言を行ってから1年
となり、実践女子学園とライフ・ワー
クバランスについてのシンポジウムを6
月に行った。また6月と1月に「私らし
いはたらき方」を考えるサロンの開
催、パネル展、職員向け研修を実施
し、男女があらゆる分野で参画できる
環境づくりへの啓発を行った。
■子育て中の方で再就職を目指してい
る方へ、子づれで参加できるミニセミ
ナ-の開催、初めてハローワーク八王子
と共催でパソコン講習会、就職面接会
を開催し、その他の講座を含め６事業
を実施し（述べ67人が参加）女性が社
会で活躍できるためのきっかけづくり
へとつなげることができた。
■女性相談事業を実施。相談件数248件
のうち72件がＤＶ、18件が子どもに関
する相談であった。当相談事業におい
ては保育協力員を活用し、保育付相談
が対前年比の3倍（平成28年度9件、平
成29年度27件）となり、子育て中の方
も気軽に相談できる体制となった。
■ＤＶ被害者の民間シェルター運営費
補助事業等の実施により、健全な子育
て支援につなげることができた。
■男女平等椎委員会が初めて産業まつ
りに出展した。パネル展示をはじめ簡
単なクイズを行い、委員自ら参画し、
子供をはじめ多くの市民に男女平等推
進事業の啓発することができた。

■第３次男女平等行動計画施策
の推進。
■男女平等推進委員会による計
画の推進と検証。
■男女平等行動計画に基づく講
演・講座、パネル展示による啓
発事業、女性相談事業、DV 被
害者の民間シェルター運営費補
助事業等の実施。

Ａ 
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Ⅰ　子育ての豊かさと楽しさの発見

方針５）様々な背景や課題を抱えた家庭への支援

（１）児童虐待への取り組み

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①児童
虐待へ
の対応

■先駆型子ども家庭支援センター（高
幡本部）で、子どもと家庭に関する総
合相談を行う中、児童虐待防止に向
け、相談体制の強化や市民との連携の
強化を図り、児童虐待の具体的事案に
係る迅速かつ的確な対応に努める。
■あわせて虐待の芽を早期に摘む取り
組みや再発防止のための見守り等を行
う。

■児童虐待に関する第一義的な通告窓口と
して子ども家庭支援センターが迅速に対応
することをはじめ、児童虐待の予防・早期
発見のため、様々な事業の実施や支援を行
う。
■虐待対策コーディネーターを配置するこ
とにより体制を強化し、児童相談所や警
察、教育・子育て施設等との連携を強化す
る。また、市内各子育てひろばの相談体制
や関係機関との連携を強化する。

子ども
家庭支
援セン
ター

■虐待通告件数は前年度に比べ
倍増した。29年度は子ども家庭
支援ワーカー10名体制に加え、
心理専門相談員を2名体制とし
迅速で適切な対応を行う。
■29年度も正規職員による虐待
対策コーディネーターを中心
に、虐待対応の充実や関係機関
との連携強化等を行い、連携し
た支援を迅速に行う。

■相談受理件数
　695件（内、虐待件数165件）
【過年度実績】
　28年度662件（内、虐待件数201件）
　27年度523件（内、虐待件数96件）
　26年度437件（内、虐待件数94件）
■子ども家庭支援ワーカー相談件数
　17,926件
【過年度実績】
　28年度11,997件
　27年度8,144件
　26年度6,650件
■個別ケース会議
　113件
【過年度実績】
　28年度140件
　27年度165件
　26年度88件

Ａ 

■急増する児童虐待
等への対応のため、
関係各機関との連携
支援体制の強化。
■相談員の資質向上
と2チーム制での対
応の徹底

■急増する児童虐待等に対し、
関係機関から情報を提供しても
らえるよう、関係機関に協力を
呼びかける。
■関係機関と連携した支援を迅
速に行う。

②児童
虐待防
止の啓
発

■毎年11 月の児童虐待防止推進月間
を中心に、市民への様々な啓発活動に
取り組む。

■オレンジリボンキャンペーン、パネル展
示、講演会等の様々な啓発活動の実施によ
り、広く児童虐待防止への理解と協力の啓
発に努める。

子ども
家庭支
援セン
ター

■11月の虐待防止月間の取組は
例年通り実施する。オレンジリ
ボンキャンペーンについて、協
力先をさらに拡大していく。

■虐待防止月間の取組
①児童虐待防止講演会
　開催日：平成29年11月14日
　会場：日野市役所　505会議室
　基調講演「子どもを守る・保護者を
　　　　　　支える」
　参加者：92人
　講師：長谷川　俊雄氏
②パネル展示
　平成29年11月13日～11月30日
　七生支所、市役所
③オレンジリボンキャンペーン
④日野警察署と協働し、産業まつりで
　啓発用チラシの配布
⑤子育てフェアでの啓発
　平成29年11月3日～11月5日
　イオンモール多摩平の森イオンホー
ル

Ａ 

■事業周知の徹底、
さらに市役所内での
オレンジリボン装着
職員の拡大を図るこ
と

■11月の虐待防止月間の取組は
例年通り実施し、より多くの市
民に参加してもらえるよう事業
の周知を行う。
■オレンジリボンキャンペーン
は、装着の協力先をさらに拡大
する。

③日野
市子ど
も家庭
支援
ネット
ワーク
連絡協
議会
（要保
護児童
対策地
域協議
会）

■児童福祉法第25 条の２に法定され
た要保護児童対策地域協議会の位置づ
けで設置。
■子どもとその家庭への支援を総合的
に推進することを目的に、子どもに関
わる関係機関の情報の交換や連携を図
るための運営協議会。
■代表者会議、地域別会議、個別ケー
ス会議等構成メンバーや会議の目的に
そって複数の会議を開催し連携を深め
ている。

■増加の一途である要保護・要支援児童及
びその家庭の支援を進めるため、関係機関
の連携の必要性はますます高まっている。
■子ども家庭支援センターは、警察、児童
相談所、教育委員会、健康福祉部等の行政
関連部署、その他子育て関連機関間の調整
役として引続き連絡協議会に入る機関の拡
充と更なる連携強化を図っていく。

子ども
家庭支
援セン
ター

■要保護児童地域対策協議会と
しての大きな役割が、関係機関
の情報共有とそれに基づく敏速
で適切な支援ということになる
が、28年度は個別ケース会議を
数多く開催し、関係機関との連
携を強化し、支援の充実を図っ
た。
■地域別会議の前期は、全体会
議を含む形で行い、後期は各中
学校ごとに関係機関が集まり開
催。

■代表者会議　5/18
■地域別会議
　第1回（505会議室）　7/19、7/25
　第2回（各中学校）
　1/12、1/16、1/23、1/30、2/6、
　2/19、2/23、2/28
■個別ケース会議開催件数　113件

Ａ 
■連携体制の更なる
強化

■要保護児童地域対策協議会と
しての大きな役割が、関係機関
の情報共有とそれに基づく迅速
かつ適切な支援ということにな
る。複雑かつ深刻になっている
一つ一つのケースについて、関
係機関と連携し個別ケース会議
を開催し、支援の充実を図る。
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④健康
課との
連携強
化

■隔月で、健康課との連携強化会議を
実施。
■連携に関する取り決めや、気になる
乳幼児についての情報交換を行い、双
方の支援サービスを適切に運用できる
ように努める。

■健康課と子ども家庭支援センターが組織
的に連携し、児童虐待の早期発見・防止・
迅速な対応を行う。
■健康課の「乳児家庭全戸訪問事業」と子
ども家庭支援センターの「育児支援家庭訪
問事業」が連携して実施できるよう連携体
制を整備する。

子ども
家庭支
援セン
ター

■引き続き健診未受診者等への
対応など現在問題となっている
ことについて具体的な解決策を
探ることで健康課との連携をよ
り強化し、虐待の早期発見、防
止を図る。

■年6回、隔月で連携強化会議を実施
し、両課共有ケースについて進行管理
や情報交換を行った。

Ａ 

■虐待のリスクが高
いケースの情報共有
と迅速な対応のた
め、健康課保健師と
の情報交換の徹底

■引き続き健診未受診者等への
対応など、現在問題になってい
ることについて具体的な解決策
を探るため健康課との連携をよ
り強化し、虐待の早期発見、防
止を図る。

⑤虐待
防止マ
ニュア
ルの活
用

■平成19 年度発行の虐待防止マニュ
アル及び、平成23 年度発行のハンド
ブックの活用については、各種会議な
どの際に各関係機関に呼びかけてい
る。

■今後も、各関係機関への周知及び呼びか
けは継続し、各関係機関の対応力の向上を
目指す。

子ども
家庭支
援セン
ター

■今年度もネットワーク会議や
個別のケース会議などで呼びか
けていく。
■児童福祉法の改正があったこ
とから、改訂に向け検討を行
う。

■虐待ハンドブックの活用について、
ネットワーク会議やなどで呼びかけて
いった。

Ｂ 
■マニュアル内容を
精査し改正する必要
がある。

■30年度もネットワーク会議や
個別のケース会議などで呼びか
けていく。
■児童福祉法改正に伴い、東京
都が「東京ルール」の改正を進
めている。改正された「東京
ルール」に基づきマニュアルの
内容を精査する。

⑥養育
家庭啓
発活動

■養育家庭とは、様々な事情により家
庭で養育を受けることができない児童
を、養子縁組を目的とせず家庭的環境
の中で養育をし、児童の健やかな成長
を図る事業。
■養育家庭制度の周知や理解を深め、
登録家庭の増加を図ることを目的とし
て、養育家庭普及活動月間の取組や養
育家庭体験発表会の開催などを実施し
ている。

■児童虐待や養育困難家庭の相談が増え、
児童養護施設への入所児童数も増加してい
る中、養育家庭のニーズはますます高まっ
ている。
■事業の主体である児童相談所と協力し、
引き続き養育家庭普及活動月間の取組、養
育家庭体験発表会の開催など啓発活動の充
実を図り、市民の理解と協力を求めてい
く。

子ども
家庭支
援セン
ター

■29年度も10月に養育家庭普及
活動月間として取組み、養育家
庭体験発表会を行っていく予
定。
■関係機関への周知を通じて、
市民への養育家庭制度の浸透を
図っていく。

■養育家庭体験発表会を実施
　開催日：平成29年10月26日
　会場：日野市役所　505会議室
　出席者：66名
　基調講演：「社会的養護の必要な
　　　　　　子どもたちと養育家
　　　　　　庭制度」
　講師：藤井常文氏
■児童相談所と協力し、養育家庭支援
として「ホッとサロン」を年2回開催。
　平成29年7月9日　　30人
　平成29年11月28日　26人

Ａ 
■養育家庭制度の周
知

■30年度も10月に養育家庭普及
活動月間として取組み、養育家
庭体験発表会を実施。
■市民や関係機関に制度を周知
し、養育家庭制度の浸透を図っ
ていく。

（２）ひとり親家庭への相談機能・情報提供の充実

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①母
子・父
子自立
支援員
の相談
体制の
充実

■母子・父子自立支援員は、母子及び
父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子
家庭及び父子家庭、寡婦を対象に相談
に応じ、自立に必要な情報提供・指導
など行ったり、職業能力の向上及び求
職活動に関する支援を行う。
■具体的にはひとり親家庭の生活上の
問題、就業についての相談、養育費、
母子及び父子福祉資金・女性福祉資金
の貸付等、様々な相談を受けたり、必
要な支援につなげていく。

■父子家庭への支援の拡大が法制化された
ことを受け、今後もそれぞれのひとり親家
庭の実状に合った極め細やかな支援を行う
ため、母子・父子自立支援員は他課との密
な連携を取ったり必要な研修を受けて相談
体制を更に充実していく。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

平成28年度と同様の取組を実施
予定
■子育て課より送付する、児童
育成手当及び児童扶養手当の現
況届の案内にひとり親相談窓口
やセミナーについて記載したチ
ラシを同封する。
■児童扶養手当の現況届提出の
ため来所されたひとり親世帯に
対し、世帯の状況や困りごとの
有無などを把握するためのアン
ケートを実施。その際、相談希
望者を窓口に誘導してもらう。

■子育て課が児童育成手当及び児童扶
養手当の現況届についての案内を発送
する際にひとり親相談窓口やセミナー
についてのチラシを同封した。
■児童扶養手当の現況届提出のため来
所したひとり親世帯に対し、世帯の状
況や心配ごと、資格取得の意思の有
無、家計管理の状況を把握するための
アンケートを実施。その際、相談希望
者は窓口に誘導した。
児童扶養手当現況届発送数＝1,220人
現況届提出数＝1,061人
アンケート回答数＝931人
相談につながった数＝4名

Ｂ 

■現況届提出時に相
談すべき状況にある
にもかかわらず、相
談につながらない世
帯が多い。

平成29年度と同様の取組を実施
予定
■子育て課より送付する、児童
育成手当及び児童扶養手当の現
況届の案内にひとり親相談窓口
やセミナーについてのチラシを
同封する。
■児童扶養手当の現況届提出の
ため来所したひとり親世帯に対
し、世帯の状況や困りごとの有
無などを把握するためのアン
ケートを実施。その際、相談希
望者は窓口に誘導する。
■8月の児童扶養手当現況届に
合わせ開設する土曜日の臨時相
談窓口を広報、ホームページ、
新たに作成するチラシにより周
知する。
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②情報
提供の
充実

■「ひとり親家庭のしおり」を、市役
所をはじめ各所にて配布し、国、都、
市及び関係機関の実施する事業等、必
要な情報を必要な世帯に提供する。

■一定期間ごとに改訂版を作成し、情報の
更新を図っていく。また広報やホームペー
ジを活用し、
常に新しい情報の提供ができるよう、情報
収集をしていく。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■平成30年度の改訂に向けて、
新しい情報の収集をする。

■30年度の改訂に向け、掲載内容を精
査した。

Ｂ 
■ひとり親世帯が求
める情報範囲の見極
め

■内容の精査を完了し、改訂版
を作成する。

③ひと
り親支
援セミ
ナー

■ひとり親の方々の養育費やライフプ
ラン等、生活に役立つ様々な情報提供
の場として専門家によるセミナーを開
催する。

■年２～３回、単発又は連続講座として開
催する。また年間のセミナー予定を児童扶
養手当の現況届のお知らせに同封するなど
して、周知を図る。
■専門家や事業担当者による個別相談会も
検討する。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■セミナーを2回開催予定
・ひとり親世帯アンケートの内
容も参考に、セミナーの内容や
実施場所などについて検討す
る。

■セミナーを２回開催
【1回目】
日時：10月14日(土)午前10時～11時45
分
内容：すぐに役立つ子育てマネーセミ
ナー
参加者数：7名
【2回目】
日時：2月24日(土)午後2時～4時
内容：これだけは知りたい！「離婚を
めぐる法律知識」
参加者数：6名

Ｂ 

■これまでの実施場
所が市役所近辺のみ
のため、浅川以南で
の開催を検討する必
要がある。

平成29年度と同様にセミナーを
2回開催する。
■うち1回は教育資金をテーマ
とする。
■セミナーに合わせての個別相
談会実施を検討する。

④母
子・父
子自立
支援プ
ログラ
ム策定
事業

■母子・父子自立支援プログラム策定
員が児童扶養手当受給者等の自立を促
進するための就労支援の相談を受け、
それぞれの状況やニーズ等に応じた自
立目標や支援内容について個別の計画
書を作成。
■ハローワークと連携しながら具体的
な就労につなげ、継続的な自立の支援
を行う。

■対象者からの相談を待つだけでなく、母
子・父子自立支援員が受ける様々な相談の
中で、対象となり得る人へ積極的にアプ
ローチをしていく。さらに就労支援員やハ
ローワークとも連携を密にし、継続的な支
援を行う。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■児童扶養手当現況届受付の
際、簡単なアンケートを実施。
その際、相談希望者を繋いでも
らい、就労の希望がある場合
は、当該プログラムの適用を検
討する。
■就労相談だけでなく、様々な
相談を受ける際、就労に繋がり
やすい資格取得に関する情報な
どを積極的に提供する。

■相談者のなかで母子・父子自立支援
プログラムを適用するケースがなかっ
た。
■就職やスキルアップに繋がる資格取
得のための自立支援給付金に関する相
談は多かった。

Ｂ 

■母子・父子自立支
援員が当該プログラ
ム適用の必要性を認
め、本人に勧めて
も、拒否するケース
が多い。

■プログラムの適用を拒否する
相談者についても、適用のメ
リット等を分かりやすく伝える
など、丁寧に説明を行い、プロ
グラムによる支援につなげてい
く。
■引続き、ハローワークと密に
連携し、就労による自立につな
がるよう、継続的な支援をおこ
なう。

（３）ひとり親家庭の自立に向けた支援

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①母子
生活支
援施設
入所支
援

■18 歳未満の子どもを養育している
母子家庭の母が、生活上の様々な問題
のため充分な養育ができない場合に、
母子で入所する児童福祉施設。
■母子家庭の母からの申請により個々
の世帯の実情を鑑み、入所を実施す
る。
■最大でも２年を入所期間の限度とし
ながら退所に向けた自立支援計画を立
てる。

■母子関係に問題を抱える深刻な例が増え
ていることから、施設への入所支援が必要
であると思われる世帯を１日でも早く支援
につなげるため、母子・父子自立支援員の
相談支援だけでなく、庁内関係各課・各機
関と連携を密にしながら支援を行う。入所
後は自立支援計画を立て、施設だけでなく
庁内関係各課・各機関と連携をし、退所に
向けた支援を行う。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■現在入所中の世帯には、引続
き、各関係機関と連携し、問題
の解決や退所に向けた支援をお
こなう。
■子ども家庭支援センターほ
か、子育て関連施設などと連携
し、母子の生活や子の養育等に
不安のある世帯へアプローチ
し、施設入所の希望または必要
がある世帯には丁寧に説明を
し、入所に向けて支援してい
く。

■平成29年度4月1日時点の入所世帯数
＝5世帯
■平成29年度中に新たに入所した世帯
＝1世帯
■平成29年度中に退所した世帯＝5世帯
■退所した世帯は、入所できる概ね2年
の期間が満了となり、子育てと就労の
両立等、様々な問題が解決したり、退
所後の目途がたったため、退所でき
た。

Ｂ 

■施設入所の必要性
を認め、入所を勧め
ても、施設のルール
による拘束等を嫌
い、拒否するケース
が多い。

29年度と同様の取組を実施予定
■現在入所中の世帯には、関係
機関と連携した包括的な支援を
継続する。
■子ども家庭支援センターほ
か、子育て関連施設などと連携
し、母子の生活や子の養育等に
不安のある世帯へアプローチ
し、個々の状況に応じて、入所
に向けた支援をおこなう。
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②母子
家庭等
自立支
援給付
金
（教育
訓練給
付金、
高等職
業訓練
促進給
付金
等）

■【母子家庭等自立支援教育訓練給付
金】
母子家庭の母及び父子家庭の父が就職
につながる能力開発のために受講した
教育訓練講座の受講料の一部を助成す
る。
■【母子家庭等高等職業訓練促進給付
金】
母子家庭の母及び父子家庭の父が、就
職に有利な国家資格を取得するため、
養成機関において修業している場合、
一定期間経済的支援を行う。
■【入学支援修了一時金】
高等職業訓練促進給付金を受給し、か
つ受給申請時と養成機関卒業時にひと
り親世帯の場合、卒業時に給付

■就労支援の相談時に制度の周知を図る。
■広報・ホームページに掲載中の制度内容
について、利用した場合の具体的な流れ
や、利用状況などの掲載を検討する。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■資格取得の方法やそのために
必要な資金等の情報を分りやす
く整理し、様々な方法で情報提
供する。
■高等職業訓練促進給付金の対
象要件についての周知のためチ
ラシを作成し、提供していく。

■教育訓練給付金の給付割合の変更
や、高等職業訓練促進給付金の支給対
象範囲の拡大などの制度変更したチラ
シを作成し、相談や問い合わせの際に
配布した。

■教育訓練給付金支給＝7名
　※取得した資格の主なもの
　　・介護福祉士国家試験受験資格
　　・介護職員初任者研修
　　・医療事務資格

■高等職業訓練促進給付金支給＝6名
　※取得を目指す資格
　　・看護師　・社会福祉士
■入学支援修了一時金支給＝1名
　※卒業後の進路＝看護師として勤
務、助産師学校へ進学

Ａ 

■雇用保険の一般教
育訓練給付金との併
給が可能になり、申
請者の多くは就労中
で、ステップアップ
のために各種講座を
受講中の方である。
求職中、転職希望の
方からの相談、申請
は少ない状態であ
る。

29年度と同様の取組を実施予定
■資格取得の方法やそのために
必要な資金等（ひとり親家庭高
等職業訓練促進資金貸付事業な
ど）の情報を分りやすく整理
し、様々な方法で情報提供す
る。
■高等職業訓練促進給付金の対
象要件についてのチラシを作成
し、周知していく。

③求職
活動中
の一時
保育料
の免除

■母子家庭の就労を支援するため、母
子自立支援員が証明書を発行し、求職
活動中、一時保育を利用する場合の保
育料を免除する。

■一時保育については新制度に伴うニーズ
調査の結果、利用ニーズを充足する定員数
は確保しているため、現状維持、継続実施
していく。ひとり親支援を所管している
セーフティネットコールセンターと、一時
保育を所管している子ども家庭支援セン
ターとの連携を密にし、積極的に周知を
行っていく。

子ども
家庭支
援
セン
ター
・
セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■今年度もセーフティネット
コールセンターと連携を図り、
母子家庭の支援のため、積極的
に周知を行っていく。

■就労相談や離婚相談時に、案内を実
施した。
■子ども家庭支援センターと連携を図
り、周知を行った。
■平成29年度利用者数＝1名

Ａ 

■離婚相談時や就労
相談の際に案内をし
ているものの、利用
者数は伸びていな
い。

29年度と同様の取組を実施予定
■今年度も子ども家庭支援セン
ターと連携を図り、母子家庭の
就労支援のため、積極的に周知
していく。

④母子
及び父
子福祉
資金の
貸付

■ひとり親家庭の生活安定と児童の福
祉の増進を図るため、母子及び父子福
祉資金として必要な各種資金の貸付を
行う。

■貸付の対象が父子家庭に拡大されたた
め、広報・ホームページを活用し制度の周
知を図る。
■自立支援策として積極的な活用をすすめ
るために、臨時の相談窓口の開設（土曜日
や日曜日）を検討する。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■子の成長とともに変わる家計
のやりくりについて、早めに認
識してもらえるようにするた
め、家計をテーマとしたひとり
親支援セミナーを実施する。
■児童扶養手当や受験生チャレ
ンジ貸付など他制度の手続期間
などを効果的に活用し、周知す
る。市内中学校進路指導担当の
会議や都立高校への情報提供を
行う。

■教育資金をテーマにしたひとり親支
援セミナーを開催した。
■児童扶養手当現況届受付期間の土曜
日に臨時相談窓口を開設し、貸付等の
相談に対応した。
■市内中学校の進路指導担当主任の会
議の場に出向いたり市内の都立高校に
パンフレットを配布するなどして、貸
付についての情報提供をおこなった。

Ｂ 

■ひとり親家庭の父
及び母は、平日の開
庁時間内に相談のた
め来所することは困
難である。

29年度と同様の取組を実施予定
■子の成長とともに変わる家計
のやりくりについて、早めに認
識してもらえるようにするた
め、家計をテーマとしたひとり
親支援セミナーを実施する。
■児童扶養手当や受験生チャレ
ンジ貸付など他制度を効果的に
活用するため、手続き期間等を
周知する。市内中学校進路指導
担当の会議や都立高校へ出向
き、情報提供を行う。
■貸付相談については、可能な
限り平日時間外での相談を受付
する。
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⑤離婚
直後等
のひと
り親へ
の住宅
支援

■離婚直後のひとり親の世帯、離婚調
停中の別居世帯の自立を支援するた
め、市営住宅の一部を当面の住居とし
て一時的に提供する。（２年以内）

■市営住宅を提供するだけでなく、退去ま
での間の生活・子の養育・就労などの諸問
題や退去に向
けた相談を受け、１日も早い自立のための
支援を行う。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■離婚についての相談者全員
に、当該制度についての説明を
おこなう。
■説明の際には、利用にあたっ
ての条件（入居期限、就労等に
よる自立を図ることなど）をて
いねいに説明する。

■離婚についての相談者全員に、当該
制度についての説明をおこなった。し
かし、新規の利用には至らなかった。
■平成29年度末現在利用数＝1世帯
■利用期限があり、転居に向けた貯蓄
が必要となるため、生活困窮者自立支
援制度の家計相談支援事業を活用し、
自立に向けた支援をおこなった。

Ａ 

■利用中は、都営住
宅への応募ができな
い。
■空き住宅を利用す
るため、場所を選ぶ
ことができず、子の
保育園の転園や学校
の転校などの可能性
がある。

29年度と同様の取組を実施予定
■離婚についての相談者全員
に、当該制度についての説明を
おこなう。
■説明の際には、利用にあたっ
ての条件（入居期限、就労等に
よる自立を図ることなど）をて
いねいに説明する。

⑥児童
育成手
当

■ひとり親家庭等で18 歳に達した日
の属する年度の末日以前の児童、一定
の障害等に該当する20 歳未満の児童
を扶養している人に児童育成手当を支
給。※所得制限限度額あり。
■児童１人につき、支給月額は育成手
当13,500 円、障害手当15,500 円。
■支給時期は6 月、10 月、2 月にそ
れぞれ4 か月分を支給。

■東京都児童育成手当に関する条例に基づ
く東京都の制度であり、都の動向を注視し
つつ、より一層適正な支給に努める。

子育て
課

■引き続き。子育て課内の他制
度（児童扶養手当、ひとり親家
庭医療費助成等）や他課（離婚
届を扱う市民窓口課やひとり親
相談を行うｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰや
障害福祉課等）との連携を強化
し、申請漏れが起きないように
努める。
■個人番号制度の「情報連携」
がスムーズに導入できるように
対応する。

■子育て課内の他制度（児童扶養手
当、ひとり親家庭医療費助成等）や他
課（離婚届を扱う市民窓口課やひとり
親相談を行うｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰや障害福
祉課等）との連携を強化し、申請漏れ
や支給漏れが起きないように努めた。
■個人番号制度による所得情報の情報
連携を開始し、円滑な対応に努めた。
■実績
（育成手当）
・対象児童　2,090人（2,116人）
・手当額　338,499千円（342,860千
円）
（障害手当）
・対象児童　109人（117人）
・手当額　20,274千円（21,793千円）
※（　）内は前年度実績

Ａ 

■申請漏れ等がない
ように努める。
■3市協同システム
導入に向け、業務の
標準化を図る。

■子育て課内の他制度（児童扶
養手当、ひとり親家庭医療費助
成等）や他課（離婚届を扱う市
民窓口課やひとり親相談を行う
ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰや障害福祉課
等）との連携を強化し、申請漏
れが起きないように努める。
■3市協同システム導入に向
け、業務フローの見直しを実
施。

⑦児童
扶養手
当

■ひとり親家庭、それに準ずる家庭
で、18 歳に達する日以後の最初の年
度末までの児童（一定の障害児は20
歳未満）を養育している父又は母又は
養育者に児童扶養手当を支給。
■子ども１人の場合、所得に応じて全
部支給42,330 円、一部支給42,320 円
～9,990 円。子ども2 人目5,000 円、
3 人目以降１人につき3,000 円の加
算。（手当月額はいずれもＨ28.4.1時
点）
■支給時期は12 月、４月、８月にそ
れぞれ4 か月分を支給。

■児童扶養手当法による国の制度であり、
法改正等に伴う制度改定に速やかに対応す
る。
■困難な状況にある場合が多いひとり親等
への経済的支援であり、国の動向を注視し
つつ、法令に則った、より一層適正な支給
に努める。

子育て
課

■引き続き、子育て課内の他制
度（育成手当、ひとり親家庭医
療費助成等）や他課（離婚届を
扱う市民窓口課やひとり親相談
を行うｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰ等）と
の連携を強化し、申請漏れがな
いように努める。
■ひとり親家庭で、生活上の問
題、就労の問題、子どもの学費
など悩みがある場合は、セーフ
ティネットコールセンターに案
内する。
■個人番号制度の「情報連携」
がスムーズに導入できるように
対応する。

■子育て課内の他制度（育成手当、ひ
とり親家庭医療費助成等）や他課（離
婚届を扱う市民窓口課やひとり親相談
を行うｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰ等）との連携を
強化し、申請漏れや支給漏れが起きな
いように努めた。
■8月の児童扶養手当現況届の時に、ア
ンケートを実施し、相談がある方をｾｰﾌ
ﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀ-に案内した。
■個人番号制度による所得情報の情報
連携を開始し、円滑な対応に努めた。
■実績
・受給者数　1,021人（1,049人）
・手当額　482,412千円（478,322千
円）
※（　）内は前年度実績

Ａ 

■申請漏れ等がない
ように努める。
■3市協同システム
導入に向け、業務の
標準化を図る。

■子育て課内の他制度（育成手
当、ひとり親家庭医療費助成
等）や他課（離婚届を扱う市民
窓口課やひとり親相談を行うｾｰ
ﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰ等）との連携を
強化し、申請漏れがないように
努める。
■ひとり親家庭で、生活上の問
題、就労の問題、子どもの学費
など悩みがある場合は、セーフ
ティネットコールセンターに案
内する。
■制度改正により、平成30年8
月より全部支給の所得制限限度
額の引き上げを実施。
■全部支給の所得制限限度額が
引き上げについて、現況届の受
付時に周知を図る。
■3市協同システム導入に向
け、業務フローの見直しを実
施。
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⑧ひと
り親家
庭医療
費助成
制度

■18 歳に達した日の属する年度の末
日（障害のある場合は20 歳未満）の
児童を監護等しているひとり親家庭等
の母または父または養育者で、各種医
療保険に加入し所得限度額の範囲内の
者にマル親医療証を発行し、該当者、
該当児童の受診時に保険診療の一部負
担金（の一部）を助成。

■ひとり親家庭等医療費助成事業実施要綱
等に基づく東京都の制度であり、市でも条
例等を整え事業遂行している。
■東京都の動向を注視し、条例等に基づい
た、より一層適正な助成に努め、ひとり親
家庭等の保健・福祉の向上を図り、その自
立を支援する。

子育て
課

■引き続き、子育て課内の他制
度（育成手当、児童扶養手当
等）や他課（離婚届を扱う市民
窓口課やひとり親相談を行うｾｰ
ﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰ等）との連携を
強化し、申請漏れがないように
努める。
■個人番号制度の「情報連携」
がスムーズに導入できるように
対応する。

■子育て課内の他制度（育成手当、児
童扶養手当等）や他課（離婚届を扱う
市民窓口課やひとり親相談を行うｾｰﾌﾃｨ
ﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰ等）との連携を強化し、申
請漏れや支給漏れが起きないように努
めた。
■実績
・対象世帯数　970世帯（999世帯）
・助成額　57,035千円（56,277千円）
※（　）内は前年度実績

Ａ 

■申請漏れ等がない
ように努める。
■3市協同システム
導入に向け、業務の
標準化を図る。
■個人番号制度の
「情報連携」がス
ムーズに導入できる
ように対応する。

■子育て課内の他制度（育成手
当、児童扶養手当等）や他課
（離婚届を扱う市民窓口課やひ
とり親相談を行うｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾ
ﾝﾀｰ等）との連携を強化し、申
請漏れがないように努める。
■3市協同システム導入に向
け、業務フローの見直しを実
施。
■個人番号制度の課税情報及び
所得情報の「情報連携」が導入
できるように対応する。

⑨ひと
り親家
庭ホー
ムヘル
プサー
ビス

■日常生活に著しく支障をきたしてい
るひとり親家庭に、申請に基づき原則
月12 回以内、軽微な自己負担でホー
ムヘルパーを派遣する。
■生活、育児等の支援を行うことで親
の就業機会の保持につなげる等、ひと
り親家庭の福祉の向上、生活の安定と
自立を図る。

■東京都ひとり親家庭ホームヘルプサービ
ス事業実施要綱に基づく制度で補助あり。
市も要綱を制定し事業を実施。
■支援が必要なひとり親世帯にサービスを
提供できるよう事業内容の周知を図り、ヘ
ルパーや事業者等人材確保に努め、支障な
い事業遂行に努める。
■国、東京都の事業目的や動向を注視し、
事業の適正な運用を図る。

子育て
課

■支援を必要としている人へ確
実に支援できるように、関係機
関（セーフティネットコールセ
ンター、子ども家庭支援セン
ター、ファミリーサポートサン
ター等）と連携を強化する。

■関係機関と連携を図り、円滑な対応
に努めた。
■実績
・利用者数　  14人（26人）
・利用実績額　4,293千円（13,710千
円）
※（　）内は前年度実績
平成28年度中に利用者に事業利用の必
要性を再確認するなどして、真に必要
とする家庭に確実にサービスの提供が
できるよう取り組んだ結果が表れた。

Ａ 

■利用希望者が、真
にサービスを必要と
する状況にあるかを
しっかりと把握し、
事業を運用していく
必要がある。

■支援を必要としている人へ確
実に支援できるように、関係機
関（セーフティネットコールセ
ンター、子ども家庭支援セン
ター、ファミリーサポートサン
ター等）と連携を強化する。

（４）不登校・ひきこもりの子への支援

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①不登
校やひ
きこも
りの子
の居場
所づく
り

■不登校やひきこもりの子の居場所と
して市内に10 か所の児童館がある。
児童館には、児童厚生員が配置されて
いて、学校の先生や親など保護者とは
違う立場で子どもと接し、見守りや相
談相手としての役割を果たしている。

■教育委員会や小中学校と連携し、また保
護者に対しても、居場所としてのＰＲを図
る。

子育て
課

■引き続き、児童館が持つ機能
をより効果的に発信する方法を
検討し、多方面での理解に努め
る。また、平成28年度の事例を
参考に、他の児童館においても
学校や日野市発達・教育支援セ
ンター「エール」とさらに連携
を図る。

■教育支援課のスクールソーシャル
ワーカー（ＳＳＷ）との連携により、
児童館を不登校やひきこもりの子の居
場所として活用できた事例があった。
また、学校関係者とも連携すること
で、学校に登校ができたケースもあっ
た。

Ａ 

■児童館の午前中を
利用し、不登校の居
場所を確保している
が、午後には小中学
生が来館するため、
安心していられる場
所の確保に難しさが
ある。

■引き続き、児童館が持つ機能
をより効果的に発信する方法を
検討し、多方面での理解に努め
る。また、平成29年度の事例を
参考に、他の児童館においても
学校や日野市発達・教育支援セ
ンター「エール」とさらに連携
を図る。

②不登
校の子
どもた
ちの教
室「わ
かば学
級」

■不登校の児童・生徒が通室している
「わかば教室」では、学習指導、学校
生活、学校復帰の適応のための指導に
重点を置いている。
■児童・生徒の学校生活における精神
的な悩み、人間関係での不安、不登
校・登校しぶりなど環境や学習等の問
題に関しての相談や支援、健全育成に
関する調査並びに資料提供や助言を
行っている。

■不登校の子どもを対象に、学ぶ意欲と基
礎・基本の定着を図り、学校復帰を目指
す。各関係機関との連携を密にし、一人ひ
とりへの対応の体制を作っていく。

教育
セン
ター

■学校を中心に登校支援コー
ディネーター、エールと連携を
図り、不登校になる前の段階で
の予防対策を進めていく。
■学校行事や試験等の様々な機
会を捉えて学校復帰に向けた段
階的な指導や社会的適応性を育
む授業を積極的に行っていく。

■わかば教室では、小学生小学生18
人、中学生55人、合計73人の児童生徒
が通室した。
■通室した児童生徒の内、年度内に学
校（転校等も含む）に復帰できた児童
は5人、生徒は19人であった。
■生徒19人の内、17人は卒業者であ
り、次のステップである高等学校若し
くはサポート校に全員が進むことが出
来た。

Ａ 

■わかば教室に通室
できた児童・生徒
は、不登校児童・生
徒全体の一部でしか
ない。また、わかば
教室に通室する児童
生徒に運動会や遠足
など様々な学校行事
の機会をとらえて学
校との関係性を保て
るよう進めてはいる
が、学校復帰にはつ
ながらいケースがあ
る。

■保護者の了解の基、学校との
連携の中でわかば教室を目指し
てはいるが、引きこもり等で家
から出られない不登校児童・生
徒に対してわかば教室で行う季
節の行事やものづくりなど様々
な機会をとらえて通室できるよ
うに電話やお手紙等を活用し、
お誘いを行う。
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教育
支援課

■不登校児童・生徒を中心に、
エールにおける相談状況につい
て、教育センターや子ども家庭
支援センターと定期的に連携、
情報共有を図る。また、不登校
児童・生徒の状況把握と改善に
向けた対応策の検討を行い、学
校と一緒に支援を実施する。

■不登校児童・生徒を中心に、教育セ
ンターと年３回、子ども家庭支援セン
ターと年２回連絡会を開催し、情報共
有を行った。なお、必要に応じ日常的
に連携を図った。また、不登校児童・
生徒の状況把握と改善に向けた対応策
の検討を行い、学校と一緒に支援を実
施した。

Ｂ 

■関係機関との連携
と情報共有により、
支援体制は強化され
ているが、年度によ
り不登校児童・生徒
に増減がある。

■不登校児童・生徒を中心に、
エールにおける相談状況につい
て、教育センターや子ども家庭
支援センターと定期的に連携、
情報共有を図る。また、不登校
児童・生徒の状況把握と改善に
向けた対応策の検討を行い、学
校と一緒に支援を実施する。

教育
セン
ター

■サンライズプロジェクトの見
直しの必要性について検討を行
うこと
■不登校児童・生徒の状況を集
積し、学校が行う適応指導を支
援していくこと。
■必要に応じてスクールソー
シャルワーカーと連携して校内
委員会に出席し、適応指導の助
言や支援を行うこと
■わかば教室と連携し、不登校
児童・生徒の学校復帰や社会へ
の適応性を育むための支援を行
う。

■適応状況調査結果に基づき学校と連
携して不登校児童・生徒の抑制および
予防の支援を行ってきたが、不登校の
理由が変化し、ゲーム依存や昼夜逆
転、学校不適合、学力不足等の理由で
全国的に増加している。当市でも全国
よりは増加は緩やかだが増加してい
る。そのため、個別な指導を要する児
童生徒も増加している。更に不登校が
小学校から始まり長期化する傾向もあ
る。様々な理由により集団活動ができ
ない子どもたちの増加は学校復帰も困
難にしている。

Ｂ 

■適応状況調査の結
果に基づき、指導・
助言を様々な機会で
行っているが、不登
校の増加傾向は解消
していない。またサ
ンライズプロジェク
ト全体の見直しが行
えていない。機会を
とらえて学校復帰を
促しているが、長期
化すると復帰が難し
い。

■今まで以上に不登校に至るプ
ロセスや不登校解消の実例など
を調べ、きめ細やかな情報を学
校に提供する。
■不登校状態に至る前の予防情
報の提供をこまめに行う。
■学校が子ども家庭支援セン
ターやＳＳＷなどと連携が進め
られるよう様々な情報を整理
し、提供する。また、学校の要
請に応じてケース会議等で助言
する。

子ども
家庭支
援セン
ター

■昨年度同様、学校やスクール
ソーシャルワーカーとの連携を
図り、不登校状態の児童及びそ
の家庭の支援を図っていく。

■学校からの連絡により主に家庭環境
に問題があり、結果的に不登校状態が
起きているケースなどに関わった。
不登校を主訴とする受理件数：44件

Ａ 

■該当する家庭の課
題解決を含め、教育
委員会、各学校、
エール、健康福祉部
各課等との連携した
支援体制を強化

■各学校やスクールソーシャル
ワーカー等との連携を図り、不
登校状態の児童及びその家庭に
連携した支援を行う。

④ス
クール
ソー
シャル
ワー
カー
（ＳＳ
Ｗ）

■東京都のスクールソーシャルワー
カー活用事業（補助率１／２）を活用
し、不登校やいじめ、経済的困窮や養
育困難など健全育成上課題を抱える児
童生徒及びその家庭に対し、学校から
の依頼により、スクールソーシャル
ワーカー（ＳＳＷ）を派遣し必要な支
援を行う。

■ＳＳＷは、社会福祉等の専門的知識等を
有し、関係機関等と連携して児童･生徒が置
かれた環境への働きかけを行い、児童・生
徒の教育・生活環境の改善を図るもので、
現在社会的ニーズが高まっている。
■平成26年度からＳＳＷの配置を開始した
が、学校からの需要が高い。このため、必
要とするＳＳＷの配置を行い、適切な支援
ができる体制を整えていく。

教育
支援課

■不登校等の生活指導上の課題
を抱え、養育困難や経済的困窮
により福祉的な問題を抱えてい
る児童・生徒は多く、スクール
ソーシャルワーカーの配置体制
を週４日４名体制に倍増し、支
援体制の強化を図る。
■支援体制の強化に伴い地区担
当制を設け、また関係機関との
連携と情報共有をコーディネー
トすることで、スクールソー
シャルワーカーを通して、学校
の支援体制の充実を図る。

■スクールソーシャルワーカーの配置
体制の充実（週４日４名体制・地区担
当制）により、実際にスクールソー
シャルワーカーを派遣し支援をした
ケースは、前年度より増加した。
■スクールソーシャルワーカーの介入
により、不登校等の生活指導上の課題
や養育環境に改善が見られた。また、
学校の支援体制の充実と教職員の生活
指導における資質向上が図られてきて
いる。

Ａ 

■複数のスクール
ソーシャルワーカー
をチームとして組織
し、関係機関との連
携や効果的な支援を
マネジメントする人
材が求められてい
る。

■スクールソーシャルワーカー
の配置体制については、引き続
き週４日４名体制と地区担当制
を継続しつつ、事業を統括する
正規専門職を配置し、事業の充
実を図る。
■スクールソーシャルワーカー
の介入により、不登校等の生活
指導上の課題や養育環境の改善
を図る。また、関係機関との連
携による学校の支援体制の充実
と教職員の生活指導における資
質向上を図る。

③学校
登校支
援

■日野サンライズプロジェクトの趣旨
に則り不登校児童・生徒の学校復帰を
目指す支援を行う。
■各小中学校より教育センターに月毎
に報告される「適応状況調査（児童・
生徒の出・欠席の状況調査）」の集
約・分析を通して対応策を検討する。
■小・中学校訪問（対応策相談・助
言・ケース会議への参加。）
■児童・生徒の育成に係る関係機関と
の連携を進める。（日野市適応指導教
室「わかば教室」、日野市発達・教育
支援センター「エール」、子ども家庭
支援センター等）
■その他、必要に応じて不登校児童・
生徒の支援につながること。

■各小中学校に日野サンライズプロジェク
トの周知を図り、不登校児童・生徒の出現
を未然に防ぐ取組みを行う。
■適応状況調査の分析を深め対応策の向上
を図る。
■不登校児童・生徒の学校復帰を図るため
の支援策として各関係機関との連携を更に
進めていくとともに、各学校に登校支援の
ためのケース会議開催を積極的に進めてい
く。
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Ⅱ　一人ひとりが輝く主体的でたくましいひのっ子育ち

方針１）健やかな成長を支える遊び・学びの場づくり

（１）遊びの場の充実

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①自然
体験広
場

■仲田の森蚕糸公園内に自然体験広場
を夏休み期間に開設している。
■自然体験広場は、体験学習の場とし
て、自然の中での遊びやデイキャンプ
などの野外活動の機会を提供すること
で、子どもたちの体験活動の充実・振
興を図り、生きる力を育むことを目的
とする。
■ジュニアリーダー講習会、児童館デ
イキャンプ、育成会、子ども会、家族
などが利用している。また、自然体験
広場スタッフにより自主企画を開催
し、子どもたちが夏の楽しいひと時を
過ごしている。
■秋には１日限定の自然体験広場とし
て「あきなかだ」開催し、たき火など
野外での遊び場を開設している。

■文部科学省中央教育審議会は，平成25
（2013）年1月に答申した「今後の青少年の
体験活動の推
進について」の中で、体験活動の意義・効
果として、「社会を生き抜く力」の養成、
規範意識や道徳心の育成，学力への好影響
などを挙げている。例えば，子どもの頃の
体験が豊富な大人ほど、意欲・関心や規範
意識が高い人が多い。
■野外活動の体験ができる市内で貴重な場
となっているので、継続して開催できるよ
うに努める。
■自然体験広場の存在を周知し、利用者を
増やしていく。

子育て
課

■利用者に野外活動の幅を広げ
てもらうよう、自主企画のプロ
グラムの充実を引き続き図って
いく。
■利用者増加のため子ども会や
ぽけっとなび、HPでのPRを実
施。
■自然体験広場スタッフが提供
するプログラムの質向上のた
め、研修を実施する。

■野外体験・集団活動の場として、日
帰りのキャンプ活動等ができるよう、
炊事場を設置
　・開設期間　7月21日～8月31日
　・利用実績　延べ30団体　1,404人
　（昨年度比　+2団体、+141人）
■スタッフによるプログラム提供
バウムクーヘン作りや、焼き板等のプ
ログラムを提供したところ、多くの利
用者がプログラムを利用した。（プロ
グラム利用団体：25団体）
■11月25日（土）あきなかだを開催
　（約1,000人の参加）
■子ども会補助金の申請案内にチラシ
を同封したことにより、今まで利用実
績のない団体、子ども会からの利用が
増えた。

Ａ 
■事業の周知及び自
然体験広場スタッフ
の質の向上

■利用者に野外活動の幅を広げ
てもらうよう、自主企画のプロ
グラムの充実を引き続き図って
いく。
■利用者増加のため子ども会や
ぽけっとなび、HPでのPRを実
施。
■自然体験広場スタッフが提供
するプログラムの質向上のた
め、研修を実施する。

②プ
レー
パーク

■ＮＰＯ法人が仲田の森蚕糸公園で
「なかだの森であそぼう」（毎週金
曜・第２土曜・第四水曜）を開催して
いる。
■開催実績（Ｈ25 年度）
開催：60 回
参加人数：6,802 人（延べ）
■幼児とその保護者が自由に集い、幼
児期から自然と触れ合う体験ができる
とともに、保護者の育児ストレスの解
消等にも資している。
■市は同法人に補助金を交付し活動を
支援している。

■子どもたちが、自然の素材や道具などを
使いながら、子どもが思いのままに自分た
ちで遊びを生み出せる環境は、子どもの成
長にとって重要である。
■子どもが自己責任のもと、自然の中で思
いっきり遊び、いきいきと“子どもの時
間”を過ごせる場としてのプレーパークの
ような環境づくりを継続して支援してい
く。

子育て
課

■5月に連続3回、集会室1-3で
「森のふれあいカフェ」を実施
予定。0歳児を持つ母親向けに
ベビーマッサージとおしゃべり
会を実施する。
■夏休みに3日間連続で外部の
プレーリーダー（中学生、高校
生、大学生）を招き、遊び場の
充実を図る。
■市は同法人に対して、引き続
き補助金の交付を行い、活動を
支援していく。

■NPO法人が仲田の森蚕糸公園で「なか
だの森であそぼう」（毎週金曜・第2、
第3土曜・第4水曜・夏休み）を開催し
ている。
■開催実績：68回
■参加人数：延べ6,846人
■市は同法人に補助金を交付し、活動
を支援している。

Ａ 
■市内プレーパーク
の把握及び活動支援
内容の検討

■プレーパークに関わる大人を
対象とした研修の実施
■新春初夢企画で要望の多かっ
た「ツリーハウス」と夜の開催
を実現するため、準備を進めて
いく
■市は同法人に対して、引き続
き補助金の交付を行い、活動を
支援していく。
■市内プレーパークの現状把握
を行い、活動支援内容について
検討する。

③地域
の遊び
場（公
園、児
童遊園
など）

■現在、市内各所に都市公園・緑地が
197か所。そのほか、地区広場、遊び
場、運動広場などが72 か所。
■子どもが安心して自由に遊ぶことが
できるよう地域特性を生かした公園等
の整備を実施する。

■公園出入口のバリアフリー化を進めてい
る。
■樹木の剪定・伐採などにより死角をでき
るだけ少なくし、見通しの良い、安全で安
心して遊べる公園づくりを行うことによ
り、親など保護者が関与しすぎない環境を
創造し、他者との関わり合いやコミュニ
ケーション形成を促していく。
■水路を活用した公園など自然体験ができ
る施設整備を行うことにより、豊かな体験
を生み出す環境作りを行う。
【平成29年4月～変更】
■第二次バリアフリー化事業計画の特定事
業4公園のバリアフリー化

緑と
清流課

■バリアフリー化については､
引き続き適切な指導を行う。
■樹木の剪定等は､安全で快適
な環境を維持するため､引き続
き行うとともに、管理の基準づ
くりを検討する。
■北川原公園・広場の整備を行
う。
■向島親水路施設修繕を実施す
る。

■バリアフリー化については､適切な指
導を行った。
■樹木の剪定等は､安全で快適な環境を
維持するため行った。
■北川原公園・広場の整備を実施し
た。
■向島親水路の施設修繕を実施した。

Ｂ 

■第二次バリアフ
リー化事業計画の特
定事業4公園のバリ
アフリー化の実施

■バリアフリー化については､
引き続き適切な指導を行う。
■樹木の剪定等は､安全で快適
な環境を維持するため､引き続
き行う。
■北川原公園・広場の整備を継
続して実施する。
■向島親水路施設修繕を継続し
て実施する。
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（２）学びの場の充実

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

②人と
かかわ
る力の
育成

■他者への思いやりや社会性を育てる
ために、グループや班活動の工夫、異
年齢交流や職場体験、部活動や学校行
事などの充実を図る。
■多様な体験や学習を通して、人を思
いやり自分を大切にする心、感動する
心や努力する心を育む。

■小学校では縦割り班活動、中学校では、
部活動、学校行事等において異年齢とかか
わる機会を意図的に設けたり、職場体験等
において他者とかかわる教育活動を進めた
りして、豊かな心の育成を図り、人とかか
わる学習活動を今後も意図的に取り入れ充
実を図る。

学校課

■小学校縦割り班活動の継続
■農業体験、工場見学等を全１
７校で実施。
■中学校における部活動、学校
行事等で異年齢とのかかわる機
会、職場体験の継続

■小学校では縦割り班活動、中学校で
は、部活動、学校行事等において異年
齢とかかわる機会を意図的に設けた
り、職場体験等において他者とかかわ
る教育活動を進めたりして、豊かな心
の育成を図っている。

Ａ 

■「総合的な学習の
時間」、「特別活動
の時間」などの時数
確保。

■小学校縦割り班活動の継続
■農業体験、工場見学等を全１
７校で実施。
■中学校における部活動、学校
行事等で異年齢とのかかわる機
会、職場体験の継続する。

Ａ 

■平成３０年度策定
される第３次日野市
学校教育基本構想に
基づく展開を検討。

【学ぶ力向上推進委員会】
■中田正弘帝京大学大学院教授を年間
講師とし,委員会を１1回開催し３月に
報告会を開催した。
■全小・中学校２５校の代表者と専門
家が集まり熟議を行い、
①これから日野市で目指す授業を『児
童・生徒が学習対象と出合い、疑問や
驚きから発見した追究すべき「問い」
を出発点に仲間とともに事実を追究す
る中で、問いに関する事実やそれらの
意味・価値を獲得し、社会への参画へ
とつなげていく「学びの循環」』と定
義した。
②定期的に行う小中連携の時間の話題
に、本委員会が提唱している「学びの
サイクル」を意識した授業展開が教員
間で話し合われるようになった。
③中学校区を核としたグループ研究
で、児童にアンケート調査を行った
り、検証授業を繰り返すことにより、
児童理解を深めた教材研究を行うこと
が増えてきた。
④年度末に行われた全教員対象に呼び
かけた研究発表では、「所属校以外の
学校の取組が理解できた」、「『共に
地域に生きている』という意識が向上
した」、「どのような授業を目指して
実践していけばよいかが明確になっ
た」、「地域、人とのつながりの大切
さを子供に気付かせ、それを学べる環
境をつくっていきたい」という意見が
あった。
【３校連携プロジェクト】
　平成２７年度に策定した「目指す児
童・生徒像」を基に、９年間の連続
性・系統性を踏まえた生活科・総合的
な学習の時間の授業実践を行い、３年
間の研究の集大成として研究発表を
行った。市内１２０名の教職員が参加
した。

①わか
る授
業、魅
力ある
授業の
充実

【学ぶ力向上推進委員会】
■学ぶ力向上推進委員会で定義
した「目指す授業像」を各学校
で実践する。
■中学校区を核とした研究を進
め、９年間の学びの連続性や継
続性を意識した各中学校区ごと
の特色ある実践を行う。
■各学校の校内研究のあり方に
ついて、推進委員会委員と協議
する。

【学ぶ力向上推進委員会】
■学ぶ力向上推進委員会で定義
した「目指す授業像」を各学校
で実践していくこと。
■中学校区を核とした研究を進
め、推進委員会から発信し、各
校の校内研究の改善、地域と共
につくる教育課程につなげてい
く。
■これからの授業創造を構造化
し、リーフレットにまとめ、全
教員に配布する。
【3校連携プロジェクト】
■平成２７年度に策定した「目
指す児童・生徒像」を基に、９
年間の連続性・系統性を踏まえ
た生活科・総合的な学習の時間
の授業実践を行い、平成２９年
度に中間発表を行う。

■「魅力ある授業づくりプロジェクト」と
題して、様々な場面で「感じ、考え、表現
するひのっ子を育てる授業」を目指した魅
力ある授業づくりについて提案する。
■各種委員会、小教研・中教研、各校の校
内研究とも連携しながら、ひのっ子の豊か
な学びを創っ
ていく。

学校課

■第２次日野市学校教育基本構想に基
づき、自ら課題を発見し、考え、判断
し、よりよく解決する確かな学力の育
成を図る。
■授業におけるユニバーサルデザイン
の視点やＩＣＴを活用した授業を推進
する。
■習熟度別少人数指導や教育ボラン
ティア等を活用し、個に応じた指導を
充実する。
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③特色
ある学
校づく
り

■優れた教育力により、子どもたちが
楽しく誇りに思える学校を地域ととも
に築く。
■選べる学校制度のもと、開かれた学
校、見える学校づくりを進め、地域の
人材、自然、文化、歴史、産業等を幅
広く活用するなど地域の実態や特色を
踏まえながら、一人ひとりの個性を発
見し、個性を伸ばしていけるような特
色ある学校づくりを推進する。

■学校が抱えている課題や教育内容、指導
方法の改善等について積極的に研究調査す
る等、各学校からの独自の提案内容に応じ
た校内研究を実施する。

学校課

■校長裁量予算を学校・地域の
実態に応じて、効果的かつ重点
的に配分し、各学校の特色ある
学校づくりをさらに推進する。
■各学校の特色あるオリンピッ
ク・パラリンピック教育につい
てまとめ、ホームページに公開
し、地域・保護者と連携した教
育活動を推進する。
■地域を核とした９年間の学び
の連続性・系統性について、学
ぶ力向上推進委員会等で小・小
連携、小・中連携の視点を基に
研究を進める。
■地域・保護者と共につくる地
域に開かれたカリキュラムの作
成に向けて準備を進める。

■第２次日野市学校教育基本構想を踏
まえ、各校が特色ある教育活動を展開
した。
■各学校が特色ある学校経営重点計画
をホームページ上に公開し、保護者・
地域社会に学校の取組を発信した。
■学力向上支援者、社会人支援者、サ
ポート教員及び英語指導補助員につい
て、各校が児童・生徒の実態や地域の
特色を生かした人的配置を校長裁量で
行うことができた。
■日野市教育委員会のオリンピック・
パラリンピック教育の重点を踏まえ、
各校で特色あるオリンピック・パラリ
ンピック教育を推進した。
■日野市内の企業による出前授業や市
内大学の協力を得た教育活動等、地域
にある大学・企業と連携した教育実践
が行われた。

Ａ 

■各学校の特色ある
教育活動を地域・保
護者に分かりやすく
見える化していくこ
とが課題である。

■校長裁量予算を学校・地域の
実態に応じて、効果的かつ重点
的に配分し、各学校の特色ある
学校づくりをさらに推進する。
■地域を核とした９年間の学び
の連続性・系統性について、学
ぶ力向上推進委員会や体を動か
す楽しさ・心地よさ向上プロ
ジェクト等で小・小連携、小・
中連携の視点を基に研究を進め
る。
■地域・保護者と共につくる地
域に開かれた教育課程の作成に
向けて準備を進める。

⑤がん
教育

■児童・生徒に対し、がんについての
理解及びがん（生活習慣病）予防のた
めの教育を推進する。

■日野市がん対策推進基本条例に基づき、
市立病院医師の出前授業などを継続して推
進し、併せて、教職員のがん教育に対する
意識の啓発を行い、がんに関する教育の一
層の充実を図る。

学校課

■平成28年度に引き続き「がん
教育教材作成委員会において、
中学校版教材の作成を進める。
さらに、小学生対象の教材の開
発も進める。
■市立病院医師による出前授業
の継続的な実施のための調整等
の工夫が必要である。また、出
前授業の際に保護者・地域の方
が参加できるよう工夫し、保護
者・地域への啓発も図る。

■市立病院医師並びに中学校代表教員
による「がん教育教材作成委員会」が
中心となって中学校で使用する教材を
開発し、市内全中学校に配布した。
■市内小・中学校において、市立病院
医師による児童・生徒向けの出前授業
を実施した。
■各校から教員が参加し、がん教育に
関する研修を行った。

Ａ 
■出前授業などを通
した、保護者・地域
への啓発。

■小学生対象のがん教育の教材
開発を進める。
■市立病院医師による出前授業
の継続的な実施のための調整等
の工夫が必要である。また、出
前授業の際に保護者・地域の方
が参加できるよう工夫し、保護
者・地域への啓発も図る。

■今後も体験活動を生活科や総
合的な学習の時間の年間指導計
画に位置付け、つながりによる
教育を推進するとともに、豊か
な心の育成を図っていく。

学校課

■小学校における農業体験、地域の方を招
いた学習、中学校における職場体験の受け
入れ先など、地域･関係機関との連携による
体験学習の充実を図る。

■学びの基盤となる、自分はできると
いう自尊感情、自分のよさを確認する
自己肯定感、コツコツと努力を続ける
意欲や学習習慣などを保護者や地域と
連携して育む。
■地域や関係機関などの協力を得て、
自然体験、職場体験、社会体験などの
機会を充実する。

④保護
者・地
域・関
係機関
などと
の連携

■走り方教室等アスリートから直接指
導を受けられたことで、専門性の高い
内容が指導され、児童・生徒の意欲の
向上や技能の習熟につながった。
■市内の学術機関・企業の協力を得
て、専門性の高い出前授業や研修を実
施したことにより科学技術への興味・
関心が高まるとともに、地元企業に対
する関心も高まった。
■各小学校の生活科の授業において、
地域の方を招いて昔遊び体験等を実施
した。各小・中学校の総合的な学習の
時間では、地域の方へのインタビュー
活動や農作業の体験活動、フィールド
ワーク等を通して、地域の良さや文
化、自然の豊かさを感じる学習を行
い、児童・生徒が自分たちが住む地域
をより深く理解することにつながっ
た。
■地域の高齢者福祉施設を訪問して学
習したことを発表したり、一緒に体験
したりする活動を実施している学校も
あり、体験活動による地域の人々との
関わりを通して、地域に愛着をもつよ
うになっている。
■遺跡見学等、地域の歴史が分かる史
跡について学んだことにより、自分た
ちの住む地域について関心が高まっ
た。

■今後も体験活動を生活科や総
合的な学習の時間の年間指導計
画に位置付け、つながりによる
教育を推進するとともに、豊か
な心の育成を図っていく。

Ａ 

■「総合的な学習の
時間」、「特別活動
の時間」などの時数
確保。
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⑥ＩＣ
Ｔ活用
教育の
推進

■ＩＣＴ活用教育を組織的に推進する。
■ＩＣＴを活用して、わかりやすく魅力
ある授業を創造し、学力の向上を図る。
■児童・生徒の情報活用能力の向上を図
る。
■ＩＣＴを活用して、校務の情報化、効
率化を徹底する。
■ＩＣＴを活用して、見える学校づくり
を進め、学校の信頼を高める。
■ＩＣＴを安全に活用するために、情報
セキュリティを確立する。
■情報安全教育を推進する。
■先生方のＩＣＴ活用指導力の向上を目
指す。

■ＩＣＴ活用などにより、自ら課題を発見
し、協働しながら主体的な課題解決に取り
組み、新たなアイディアを生み出す力を育
てる。

Ｉ Ｃ
Ｔ
活用教
育
推進室

■児童生徒用校内無銭LANを小
学校11校、中学校3校に整備す
る。
■メデイアコーディネーターに
よる支援、ICT活用推進委員会
の開催、夏季ICT研修、ICT活用
事例の発信も引き続き行ってい
く。

■児童生徒用校内無線LANを小学校11
校、中学校3校に整備した。
■メデイアコーディネーターによる支
援、ICT活用推進委員会の開催、夏季
ICT研修、ICT活用事例の発信も引き続
き行った。

Ａ 

■PC教室へのタブ
レットPC、校内の無
線ＬＡＮ環境は平成
29年度で全校完了し
た。今後の機器の更
新及び、PCの台数に
ついて検討していき
たい。

■平成30年度は、総務省の地方
公共団体における情報セキュリ
ティポリシーに関するガイドラ
イン（平成27年3月）、文部科
学省の教育情報セキュリティポ
リシーに関するガイドライン
（平成29年10年）を受けて、情
報セキュリティの強化（メール
の無害化）を行います。

⑦情報
モラル
教育

■セーフティ教室や道徳の時間を活用
して進めている。今後も情報安全教育
研修会などを充実させ、情報モラル向
上に向けた意識啓発に取り組む。

■各学年段階において期待される情報活用
能力を育てるために、指導事例等の提供や
情報モラル教育の充実を図る。

学校課

■児童・生徒が携帯電話の使
用、ＳＮＳの利用に起因する問
題について、自ら課題を解決し
ていくための具体策の策定を支
援していく。
■生活指導主任研修会での情報
共有、研修をはじめとした、教
員研修の充実、校内研修の充実
を図ることを通して、児童・生
徒が自ら考え、正しい対処法を
身に付けることにつなげる。
■セーフティ教室等の機会を活
用し、保護者・地域社会への啓
発、連携による対応の充実を図
る。

■各学校において、小学校から児童・
生徒の発達段階に応じた情報モラル教
育を推進している。
■ＳＮＳ東京ルール、ＳＮＳ学校ルー
ルを基に、情報モラル教育の充実を
図っている。
■中学校では、平成２７年度の生徒会
サミット宣言を基に、生徒たちが携帯
電話の使用方法を考え、家庭ルール作
成に向けた取組を開始するなど、生徒
が主体的にトラブルを防ぐための取組
を進めている。

Ａ 
■セーフティ教室な
どを通した、保護
者・地域への啓発。

■児童・生徒が携帯電話の使
用、ＳＮＳの利用に起因する問
題について、自ら課題を解決し
ていくための具体策の策定を支
援していく。
■生活指導主任研修会での情報
共有、ふれあい月間等を活用し
た校内研修の充実を図り、教員
の指導力を高めるとともに、児
童・生徒が自ら考え正しい対処
法を身に付けることにつなげ
る。
■セーフティ教室等の機会を活
用し、ＳＮＳ学校ルール・家庭
ルールについて保護者・地域社
会への啓発、連携による対応の
充実を図る。

Ａ 

①乳幼児とその保護
者が図書館を身近に
感じ、気兼ねなく利
用できるよう案内を
継続する。
②学校との情報共有
を基に、さらに効果
的な取り組みを行
う。
③中学生の読書活動
や発信を促す工夫が
必要。
④地域のボランティ
ア団体と定期的な連
絡会を実施し、連携
につなげる。

■「日野市子ども読書活動推進計画」によ
り、読書活動の推進に努める。未来を担う
子どもたちにとって、図書館が身近な場所
であり、心豊かでたくましく、社会を生き
抜いていくための読書と情報をうまく得ら
れるようになる手助けをする。
■そのために、図書館だけでなく、学校や
子ども関連部署と連携して、様々な事業を
行っていく。
■図書館は、第2 次日野市立図書館基本計
画に基づき、「くらしの中に図書館を」を
基本理念に、運営を進めている。全ての市
民にサービスを提供することを方針に、特
別な支援を必要とする子どもたちに対して
も各部署と連携をとりながら事業を進めて
いく。
■乳幼児から青少年まで、また、子供を持
つ保護者に対しても働きかけ、図書館が開
かれた来やすい場所となるような環境を整
えていく。

■図書館においては、図書館内で乳幼
児とその保護者が本を手に取ったり、
読んだりしやすいよう工夫するほか、
児童の調べものに必要な資料の充実、
学校への貸出、児童向けの図書館ホー
ムページ開設、「絵本のリスト」作成
や、保護者向け「絵本の読み聞かせ講
座」を開催する。
また、青少年を対象としたコーナーを
設け、この年代が関心を持ち、必要と
する資料を充実させる。
■図書館の職員が学童クラブや児童
館、子育て関連部署へ出向いて、乳幼
児へのおはなし会の開催、児童向けの
絵本読み聞かせや本の紹介をしたり、
小学校３年生を対象とした図書館の利
用案内等、図書館外においても年齢に
応じた本への関心と興味を促す取り組
みを実施する。
■青少年の参加による読書活動の推進
に努め、中学生向け仕事体験事業の実
施、職場体験の受け入れなどを行い、
読書離れが進むとされる青少年にもＰ
Ｒする。

①「絵本パック」の貸出しを平成30年
１月より中央図書館で開始し、183冊貸
出（61パック)。
②夏休みに12学童クラブへ出張おはな
し会実施。
③小中学校へ読書調査を継続実施。
④小学校3年生への図書館利用ガイダン
スを14校へ実施。平成30年度から配布
の「おはなしクイズブック」を作成。
⑤小学校への「本の森」学級文庫セッ
トを2年生分拡充し、2～6年生に2箱(約
50冊)、1年生に1箱(約25冊)を学期ごと
配本。また、小中学校へ学習に必要な
資料として、延べ1,133回、6,094冊を
搬送し貸出を行った。
⑥各中学校からの代表生徒22名と5回の
会議を行い、中学生の企画運営による
「はやみねかおるさん講演会」を11月5
日（日）に多摩平の森ふれあい館にて
開催した。参加者は約150名（うち中学
生59名）。
⑦「日野ヤングスタッフ」は、実践女
子大学学園祭にて「ビブリオバトル」
を学生とともに企画し開催した。参加
者は56名。また、中学校1校に出向き図
書委員会の21名に、おすすめの本の紹
介「ブックパレード」を行った。
⑧「としょかんおはなしピクニック
2017」を4月23日（日）に多摩平の森ふ
れあい館にて開催し「小林敏也氏幻燈
会」等を実施した。参加者は延べ231
名。

①健康課主催ママパパクラスで
のＰＲ拡充。
②ひよこタイムの拡大。
③小学校3年生への図書館利用
ガイダンスを実施し、「おはな
しクイズブック」を配布。
④小学校への「本の森」学級文
庫セットの拡充。
⑤中学生と作家の交流事業とし
て、各中学校の代表生徒と会議
を行い、11月4日（日）に多摩
平の森ふれあい館にて講演会を
開催する。
⑥高校生・大学生による「日野
ヤングスタッフ」の活動を支援
する。
⑦「子ども読書の日」関連イベ
ントとして「おはなしピクニッ
ク2018」を4月22日（日）に多
摩平の森ふれあい館にて開催す
る。
⑧地域の子どもの読書に関わる
ボランティアの方々との連絡会
を開催し、連携につなげる。

■第３次日野市子ども読書活動
推進計画に基づき以下の取り組
みを進める。
①年齢やテーマに応じて絵本を
セットにして貸出す「絵本パッ
ク（仮）」事業を開始する。
②夏休み学童クラブへ、出張お
はなし会を実施する。
③小中学校へ読書調査を継続実
施する。
④小学校３年生への図書館利用
ガイダンスを継続実施し、その
際配布するリストを新たに作成
する。
⑤小学校への「本の森」学級文
庫セットを拡充する。また、小
中学校へ調べ学習対応資料の貸
出と搬送を継続実施する。
⑥中学生が本に親しみ、本の楽
しさを自ら発信できるような取
り組みとして、作家との交流事
業を実施する。
⑦高校生・大学生による「日野
ヤングスタッフ」の活動を支援
する。
⑧「子ども読書の日」関連イベ
ント「おはなしピクニック
2017」を開催する。

⑧図書
館にお
ける子
どもの
本への
関心、
興味を
促す取
り組み

図書館
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⑨郷土
資料館

■歴史・民俗・自然など様々な分野で
の日野に関する資料の収集・調査研
究・展示・講座・体験学習会を行う。
■学校教育と連携して、見る・聞く・
触る・使ってみるなど郷土資料館の強
みである実物資料を中心とした学びの
場を提供する。
■課題学習への対応や資料・パネルな
どの貸出し、職場体験の受け入れを行
う。

■日野に関する歴史・民俗・自然など様々
な分野について学習したい人への支援を行
い生涯学習活動を推進する。
■学校教育と連携した事業を充実させてい
く。
【平成29年4月～変更】
■収集した資料の選別及び整理保管の効率
的な収蔵を図る。
■日野に関する歴史・民俗・自然など様々
な分野について、自ら学ぼうとする人及び
団体への支援を行い生涯学習活動を推進す
る。
■学校教育と連携した事業を充実させてい
く。

郷土
資料館

■小中学校による展示室の見学
及び体験学習の拠点として学校
と連携を深め、各学校への出前
授業の充実を図る。
■資料収集の増大に伴う、保管
施設の確保を具体的な施設をあ
げ対応していく。
■七生地区の郷土史を物語り、
学校で利用できるようなブック
レット（副読本）の原稿完成を
目指す（H30年度刊行予定）。

■［学校関係］学校による施設見学及
び体験学習は28件（1,033人）、学校へ
の出張授業は23件（1,920人）を数え、
学校側の利用が定着してきている。ま
た29年度は、わかば教室や七生特別支
援学校による施設見学等もあり、利用
の幅を広げることができた。
■新旭ヶ丘地区センター序幕式に併
せ、巽聖歌に関する展示及びブック
レットを作成した。また巽聖歌につい
ての授業支援を、日野第六小学校に対
して行った。
■平山の誇る平山季重について図書館
利用者に供するため、季重に関するパ
ネルを平山図書館に長期貸出した。

Ａ 

■増大する資料に対
し、緊急性の度合い
に応じて、資料毎に
整理の優先順位をつ
け、保管方針を決め
る。
■引き続き、資料保
管場所の確保に努め
る。

■学校教育との連携をさらに深
めていく。幼稚園・保育園から
わかば・七生特別支援まで、先
生方と話し合いながら、各ニー
ズに沿った利用の幅を広げてい
く。
■巽聖歌の資料室の整備と更な
る収納場所の確保。
■増大する資料への的確な対
応。
■七生地区の郷土史を物語る副
読本の刊行。

⑪「土
曜のひ
ろば」
遊学講
座

■地域住民の手により子どもたちに学
びの場を提供する、なお「土曜のひろ
ば」遊学会が主催する講座。
■小学校３年生から中学３年生までの
男女が参加し、異年齢、異なる学校の
子どもたちが興味のあるものに対して
一緒に学習し合い交流ができる。

■地域の教育力の育成を図っていく。
■市民が主催する講座として、支援を継続
していく。

生涯
学習課

■地域の力による土曜日の教育
支援を今後も引きつづき進めて
子どもたちに豊かな学びの場を
提供する。

■自然観察、初歩の電子工作、木工工
作、ふるさと探検の４講座が開催され
た。（講座開催回数22回、延べ参加人
数 717人）

Ａ 

■土曜日の学校行の
事増加による学校内
会場確保の調整
■スタッフの確保
■事業PR方法

■地域の力による土曜日の教育
支援を今後も引きつづき進めて
子どもたちに豊かな学びの場を
提供する。
■事業PRを映像などで周知する

⑫学習
支援

■貧困の連鎖を断ち切るため、低所得
世帯や生活保護世帯の子どもを対象
に、居場所をつくり社会生活の訓練や
学習支援等を実施。

■平成27年度から市内１か所で事業実施
し、平成28年度以降については、27年度の
事業結果を勘案し、事業内容や実施場所等
を改善する。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■４カ所目を７月に開設。

■平成29年7月に1カ所開設し、計4カ所
で実施中。
・利用者数（平成29年度末現在）
　4か所合計55名【小23名、中32名】

Ｂ 

■事業の実施に適し
た場所が少ない。
■当該事業の公募に
申し込む事業者が少
ない。

■平成30年度は未だ定員に余裕
があることから、今までに見え
てきた課題を検証し、他の学習
支援事業（放課後の学習支援事
業等）との兼ね合いも考慮し、
今後どのような形態で増設して
いくかを検討していく。

■学校の長期休業及
び土日での開催が主
となるが、集客が難
しくなっている。
■地域との関わりを
さらに深めていく。

Ａ 

■公民館の主催する事業で食育、造形、異
世代交流、農業体験、生物の多様性学習
等、子どもたちが様々な体験、経験、学習
できる場を提供し、また保護者に子どもた
ちと共に学ぶ経験や必要な知識等を伝え、
健全な子どもの育成と地域力の向上を図
る。

中央
公民館

■青少年事業として子どもたちの興
味・関心につながる体験学習の機会や
遊びを通じた異学年の交流の場を提供
する。また、イベント等の実施の際に
も手づくり体験や遊び等の機会を提供
する。

■ひのっ子シェフコンテスト（食育）
37名※本選 ６チーム（16名）
■夏休み小学生集まれ！わくわく体験
術　2日間　延べ47名
■春休み小学生集まれ！わくわく体験
術　2日間　延べ40名

（様々なテーマによる講座）
・将棋サロン　全10回　延べ98名
・囲碁サロン　全10回　延べ8名
・夏休み子ども将棋・囲碁教室　全4回
延べ86名
・春休み子ども囲碁・将棋道場　全4回
延べ50名
・村山七段がやってくる子どもたちと
多面指し　45名
・カーデザイン教室（ものつくり）15
名
・ソーラーカーを作ろう（ものつく
り）25名
・田んぼの学校（親子農業体験、環
境）延べ770名
・高幡台分室で歌って・遊んで・おや
つを作ろう（三世代交流事業）15名

⑩公民
館事業

■公民館の主催する事業で食
育、造形、異世代交流、農業体
験、生物の多様性学習等、子ど
もたちが様々な体験、経験、学
習できる場を提供する。また保
護者に子どもたちと共に学ぶ経
験や必要な知識等を伝え、健全
な子どもの育成と地域力の向上
を図る。

【事業予定】
・ひのっ子シェフコンテスト
・カーデザイン教室など（工
作・造形）
・田んぼの学校
・わくわく学習術（さまざまな
体験）など様々なテーマに沿っ
た講座の実施
・将棋サロン、囲碁サロン
・夏休み将棋大会（村山杯）
・プログラミング講座

■ひのっ子シェフコンテスト
（食育）
■カーデザイン教室など（工
作・造形）
■田んぼの学校、親子で農業体
験
■わくわく学習術（さまざまな
体験）など様々なテーマに沿っ
た講座の実施。
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（３）農や自然を大切にする体験活動の充実

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①保育
園にお
ける農
業体験

■「保育園食育年間計画表」に基づ
き、農作物を育てる体験をし「食を営
む力」の育成と、自然の恵みへの感謝
の心を育てる活動を行う。

■自ら育てた農作物を使って調理活動を行
い、生活と遊びを通じて食への関心と大切
さを知る活動を今後も実施していく。
■給食で日野産農作物を使用したり地元で
の収穫体験、地元農家から話を聞く取り組
みなどを継続
し、充実させる。

保育課

■｢食育年間計画表｣に基づき作
物を育て感謝し調理し友達と一
緒に食べる楽しさを共有する。
①年２回の調理保育を実施す
る。
②収穫体験をする。
③散歩時農作物の見学をする。
④給食での日野産農作物の利用
を継続する。

■公立全園で年２回調理保育を実施。
■園ごとに、ブルーベリー、りんご等
の収穫体験を実施。
■散歩中に畑の作物の様子を見学。
■日野産農産物を給食で使用。

Ａ 
■日野産農産物は配
送手段がないため回
数を増やしにくい。

■｢食育年間計画表｣に基づき作
物を育て感謝し調理し友達と一
緒に食べる楽しさを共有する。
①年２回の調理保育を実施す
る。
②収穫体験をする。
③散歩時農作物の見学をする。
④給食での日野産農作物の利用
を継続する。

②自然
環境を
活かし
た体験
学習

■学校ビオトープについて、１校１か
所の設置を目標とし、整備を行う。11
か所設置（H26 年度）
■毎月１回、市内各所で市民等を対象
に自然観察会を実施しており、その中
で子ども向けの観察会として、春にカ
ブトムシの幼虫配布、夏休みには親子
での観察会を行う。

■ビオトープの整備は、１校１か所の設置
を目標とし、教育委員会と連携のうえ推進
する。
■観察会については、引き続き子ども向け
事業の充実を図っていく。

緑と
清流課

■ビオトープについては､必要
に応じて軽微な補修を行う。
■自然観察会は年11回実施予
定。昨年と同様に子ども向け観
察会として、7月の昆虫観察会
を実施予定。

■ビオトープそばに水辺の標柱づくり
を授業と連携して実施した。
■自然観察会は年11回実施。
子ども向け観察会として、7月の昆虫観
察会を実施した。

Ｂ 
■必要に応じた補修
の実施

■ビオトープについては､必要
に応じて軽微な補修を行う。
■自然観察会は年11回実施予
定。昨年と同様に子ども向け観
察会として、7月の昆虫観察会
を実施予定。補修を行う。

③幼稚
園・小
中学校
での農
業体験

■全ての小学校及び半数以上の中学校
で学童農園の取り組みがある。

■地域とのつながりを大切にし、地域の協
力を得ながら、今後も充実を図っていく。

学校課

■学童農園や地域農家の協力に
よる体験農園を通して、児童・
生徒による農業体験を実施す
る。

■学童農園や地域農家の協力による体
験農園を通して、児童・生徒による農
業体験を実施した。
■地元の農家の方に協力いただきなが
ら「梨園」の見学を行ったり、「東光
寺大根」の栽培をし収穫も行った。地
元の農家の方には、年間を通してお世
話になっており、地域の方との教育活
動を進めている。

Ａ 
■学童農園の確保、
地元農家の協力。

■学童農園や地域農家の協力に
よる体験農園を通して、児童・
生徒による農業体験を実施す
る。

④食農
教育事
業

■農産物の収穫期である毎年11月を目
途に子ども記者が編集する「こども農
業新聞」を市内小学校へ配布し、ホー
ムページへも掲載している。
■七ツ塚ファーマーズセンターで、親
子による食農体験を行うことで、食や
農への関心を高める。

■引き続き七ツ塚ファーマーズセンターで
食農体験事業を行い、食や農への関心を高
めていく。

都市農
業振興
課

■七ツ塚ファーマーズセンター
で食農体験事業を行い、食や農
への関心を高めていく。
■七ツ塚ファーマーズセンター
を利用した農業イベントを企画
し、食や農への関心を高める

■公募による小学生4人に２日間農業の
実習と講座を開催し、こども農業新聞
を発行した。
■小学生の農業体験を10回実施し延べ
人数155人が参加した。

Ａ 
■高齢化に伴う協力
農家の減少

■七ツ塚ファーマーズセンター
で食農体験事業を行い、食や農
への関心を高めていく。
■七ツ塚ファーマーズセンター
を利用した農業イベントを企画
し、食や農への関心を高める

⑤ひ
のっ子
エコア
クショ
ン

■ひのっ子エコアクションは、環境に
やさしい学校づくりを行うため、Ｐ
（Ｐｌａｎ＝計画）、Ｄ（Ｄｏ＝実
行）、Ｃ（Ｃｈｅｃｋ＝点検）、Ａ
（Ａｃｔｉｏｎ＝見直し）のエコマネ
ジメントサイクルを取り入れた、日野
市独自の環境保全・改善に関する取り
組み。

■児童生徒及び教職員等が学校生活（教育
活動及び職務遂行）において、環境負荷・
環境問題に触れ、考え、実践することによ
り、環境意識を高め、環境にやさしい学校
づくりを行うような取り組みにしていく。

庶務課

■授業へ活用できるような取り
組みを教師に紹介し活用しても
らうための研修を増やしてい
く。
■環境教育は継続性が必要であ
るため、各学校で行っている取
組は、継続して行っていく。
■子供に「気付かせる」取り組
みを探る。

■各小中学校より１名が参加する担当
者連絡会を年3回開催し、情報交換、情
報共有を行った。また、企業による
「環境教育出前授業」を利用し、連絡
会の研修として行った。
■全校統一の取組を行うとともに、各
校でそれぞれテーマを決め、独自色の
ある取り組みを行った。
■学校での取り組みがスムーズにいく
ような報告様式を活用した。

Ｂ 

■継続することの大
切さを定着させる方
策
■授業への活用

■授業へ活用できるような取り
組みを教師に紹介し活用しても
らうための研修を継続して行っ
ていく。
■環境教育は継続性が必要であ
るため、各学校で行っている取
組も、継続して行っていく。
■子供に「気付かせる」取り組
みを探る。
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Ⅱ　一人ひとりが輝く主体的でたくましいひのっ子育ち

方針２）心と体の健やかな成長を支える

（１）心の健康を守る支援の充実

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①保育
園巡回
相談

■臨床心理士、言語聴覚士等による定
期的な巡回により発達に関する相談を
保育者に対し行う。
■発達に心配のある保護者への個別相
談も実施。
■各保育園の巡回回数：年３回。

■エール（日野市発達・教育支援セン
ター）の巡回相談として、保育園、幼稚
園、学童クラブ、小中学校としての一貫し
た体制を構築していく。

発達
支援課

■市立保育園11園、民間保育園
25園、認証保育所9か所を対象
に年3回巡回し、発達について
保育者へのアドバイスを実施。

■市立保育園11園、民間保育園25園、
認証保育所9か所を対象に年3回巡回
し、発達について保育者へのアドバイ
スを実施。
保育園巡回相談実施回数135回
個別相談実施回数24回

Ａ 
■新規開設園での連
携体制の構築

■市立保育園10園、民間保育園
30園、認証保育所9か所を対象
に年3回巡回し、発達について
保育者へのアドバイスを実施。

②幼稚
園巡回
相談

■臨床心理士等による定期的な巡回に
より発達に関する相談を教諭に対し行
う。
■各幼稚園の巡回回数：年３回。

■エール（日野市発達・教育支援セン
ター）の巡回相談として、保育園、幼稚
園、学童クラブ、小中学校としての一貫し
た体制を構築していく。

発達
支援課

■市立幼稚園4園、民間幼稚園
10園を対象に年3回巡回し、発
達について教諭へのアドバイス
を実施。

■市立幼稚園4園、民間幼稚園10園を対
象に年3回巡回し、発達について教諭へ
のアドバイスを実施。
幼稚園巡回相談309人

Ａ 
■要連絡児の連携体
制の構築

■市立幼稚園4園、民間幼稚園
10園を対象に年3回巡回し、発
達について教諭へのアドバイス
を実施。

③学童
クラブ
巡回相
談

■臨床心理士等による定期的な巡回に
より発達に関する相談を指導員に対し
行う。
■各学童クラブの巡回回数：年２回。

■エール（日野市発達・教育支援セン
ター）の巡回相談として、保育園、幼稚
園、学童クラブ、小中学校としての一貫し
た体制を構築していく。

発達
支援課

■市内学童保育所28か所を対象
に年2回巡回し、発達について
指導員へのアドバイスを実施。

■市内学童保育所28か所を対象に年2回
巡回し、発達について指導員へのアド
バイスを実施。
学童巡回相談個別相談者数30人

Ａ 
■要連絡児の連携体
制の構築

■市内学童保育所28か所を対象
に年2回巡回し、発達について
指導員へのアドバイスを実施。

④ス
クール
カウン
セラー

■親・児童・生徒・職員と地域を対象
に、各小・中学校に１名ずつスクール
カウンセラーを配置して相談に応じて
いる。

■年35日（週１回）の東京都配置によるス
クールカウンセラーと連携を図り連絡会を
年３回実施している。大学と連携しイン
ターンも活用し多様な相談内容に対応でき
るよりよい相談体制を目指す。

学校課

■全校小中学校への配置を継続
する。
■市ＳＣ、都ＳＣおよび関連す
る相談機関との連携を充実させ
る。

■都SCを全小中学校に週１で配置し
た。
■市SCを希望する小学校に週１（4時
間）で配置した。
■SC連絡会を学期に１回開催した。
■SCインターンを各中学校に派遣（1～
3名）した。

Ａ 
■エールなどの関連
機関との連携強化。

■全校小中学校への配置を継続
する。
■市ＳＣ、都ＳＣおよび関連す
る相談機関との連携を充実させ
る。

⑤保育
カウン
セラー

■保育カウンセラーを市立幼稚園及び
私立幼稚園の一部に派遣し、保育者・
保護者に支援を必要とする幼児に関す
るアドバイスをするとともに子育てに
不安を抱える保護者へのカウンセリン
グを行っている。

■地域の保護者への子育て支援と同時に、
保育者の研修にもなり、専門的な視点から
のアドバイス
が、子どもの良き成長へとつながってい
る。継続して保育カウンセラー事業に取り
組んでいく。

学校課

■市立幼稚園及び私立幼稚園の
一部に保育カウンセラーを配置
し、保護者への子育て支援や保
育者へのアドバイスを行ってい
く

■園の状況に応じて概ね年8回以上の配
置を行った。園児の健やかな成長、保
護者の不安の軽減、幼稚園での指導者
の育成ができ、保護者や幼稚園からも
好評を得た。

Ａ 
■エールなどの関連
機関との連携強化。

■市立幼稚園及び私立幼稚園の
一部に保育カウンセラーを配置
し、保護者への子育て支援や保
育者へのアドバイスを行ってい
く。
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（２）障害のある子どもとない子どもが共に育つ環境づくり

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①専門
指導事
業

■言語聴覚士、作業療法士等による個
別指導、心理士等による社会性を身に
つけるためのグループトレーニングを
実施。

■個別指導、グループ指導ともに質の統
一、向上化を図る。
■指導卒業後の保育園、幼稚園、教育機関
との連携を図っていく。

発達
支援課

■対象年齢・内容により月1～2
回の指導を実施。指導内容によ
り保育園幼稚園等所属機関との
連携も図っていくための仕組み
をつくる。
■専門指導への理解を深め、家
庭での子の関わりをよりよいも
のにするため、保護者向けの説
明会等を実施。

■かしのきシート利用者の場合は、個
別指導、各グループ指導の評価をかし
のきシートに載せることで、各所属先
または就園・就学先で、専門職の見立
てを共有できるようになった。
■個別指導では保護者向けオリエン
テーションを実施した。グループ指導
では、指導初回での保護者向けの事業
説明や、保護者会を実施した。

Ａ 
■専門職間の連携の
更なる構築

■各指導の評価の在り方や、子
どもの見立ての仕方を共有し、
各専門職の質を上げる。
■エールの指導の内容が、子ど
もの日常の場である所属先で活
用できるような連携の在り方を
検証する。

②幼児
グルー
プ事業

■お子さんの発達の経過を確認する親
子の遊びのグループ。
■年齢別に２グループ実施。（１歳６
か月以降のグループ・２歳以降のグ
ループ）

■親子の遊びグループ（３歳児程度の対
象）をもう一つ増設し、対象年齢に合わせ
た経過観察、親の気づきの場を設定する。
卒業した親同士がつながりをもてるよう、
親支援事業と連動させて交流会を実施す
る。

発達
支援課

■年齢別に３グループ実施。相
談支援事業と合わせて早期発
見・早期支援を図っていく。
・１歳６か月～２歳すぎのグ
ループ
・２歳児のグループ
・３歳児のグループ

■年齢別に３グループ実施。相談支援
事業と合わせて早期発見・早期支援を
図って実施できた。
・１歳６か月～２歳すぎのグループ
（延192人）
・２歳児のグループ（延254人）
・３歳児のグループ（延58人）

Ａ 
■グループ参加後の
フォロー体制の構築

■年齢別に３グループ実施。相
談支援事業と合わせて早期発
見・早期支援を図っていく。
・１歳６か月～２歳すぎのグ
ループ
・２歳児のグループ
・３歳児のグループ

③児童
発達支
援事業

■児童福祉法による児童発達支援事業
を実施。
■初期療育「ひよこ組」
相談やいるかグループを経て、小集団
の療育を必要とする１～３歳児を対象
に実施。
■通園事業「きぼう」
２歳児 週２日（火・木）保護者同伴
通園 　　　３歳児 週３日（月・水・
金）単独
通園 ４・５歳児 週５日 単独通園
（３～５歳児は週１回保護者同伴通
園）
併行通園※幼稚園・保育園在園児対象
週１回（保護者同伴通園）１クラス７
名
送迎バス（マイクロ）あり。
第七幼稚園との交流あり。

■児童発達支援事業としての指導内容の確
立を行っていく。
【平成29年4月～変更】
年齢と発達段階に合わせて下記クラスを設
定。
■「つばめ組」
次年度通園事業利用予定の児で小集団の療
育を必要とする１～３歳児を対象に月2回実
施。2クラス。
■２歳児 週１日（火）保護者同伴通園
３歳児 週３日（月・水・金）単独通園
４・５歳児 週５日 単独通園
（３～５歳児は週１回～月2回保護者同伴通
園）
送迎バス（マイクロ）あり。
第七幼稚園との交流あり。
■幼稚園・保育園在園児対象クラス
月２回（保護者同伴通園）６クラス各３～
４名　火木の午後に実施

発達
支援課

年齢と発達段階に合わせて下記
クラスを設定。
■「ひよこ組」「つばめ組」
次年度通園事業利用予定の児で
小集団の療育を必要とする１～
３歳児を対象に月2回実施。
■２歳児 週１日
（火）保護者同伴通園 ３歳児
週３日
（月・水・金）単独通園
４・５歳児 週５日
単独通園
（３～５歳児は週１回～月2回
保護者同伴通園）
送迎バス（マイクロ）あり。
第七幼稚園との交流あり。
■幼稚園・保育園在園児対象ク
ラス
月２回（保護者同伴通園）６ク
ラス各３名　火木の午後に実施

■それぞれの課題に合わせ個別支援計
画を作成、これに基づき療育を行っ
た。
■各自の基本的生活習慣やコミュニ
ケーションの力を伸ばし、小グループ
の指導の中で社会性の力をつける事で
次のステップへつながる指導を行っ
た。
■多様化する家庭のニーズに合わせ、
担当保育士がエールの保健師、就学相
談担当、専門指導員と連携を取りなが
ら相談や支援を行った。
■かしのきシートに基づきスムーズな
移行支援に努めた。

Ａ 

■児童発達支援の
ニーズが高まってい
るが、定員の問題も
あり、受入が難しい
場合がある。今後の
対応が課題。
■利用者とその家族
を支えていくために
関係各機関とさらに
連携を取っていく。

年齢と発達段階に合わせて下記
クラスを設定。
■「つばめ組」
次年度通園事業利用予定の児で
小集団の療育を必要とする１～
３歳児を対象に月2回実施。
■２歳児 週１日
（火）保護者同伴通園 ３歳児
週３日
（月・水・金）単独通園  ４・
５歳児 週５日 単独通園
（３～５歳児は週１回～月2回
保護者同伴通園）
送迎バス（マイクロ）あり。
第七幼稚園との交流あり。
■幼稚園・保育園在園児対象ク
ラス
月２回（保護者同伴通園）６ク
ラス各３名　火木の午後に実施

④発達
支援関
係機関
連携協
議会

■子育て支援関係機関により協議会を
構成し発達面や行動面、学校生活面に
おいて支援を必要とする子ども及び子
どもの育ちについて不安のある家族を
総合的に支援するもの。

■年１～２回協議会（全体会議）を開催
し、左記協議会の設置要綱に定められた
「テーマ別会議」「個別ケース会議」を必
要に応じて開催し、子どもの発達に関する
諸問題の解決に向け協議を実施していく。

発達
支援課

■利用者増に対する円滑な相談
支援体制の検討や連携後の進行
管理体制のあり方を協議
■発達・教育支援システムの全
部稼働に伴う情報の活用手法を
協議

■円滑な相談支援体制の構築のため、
各機関の連携を如何に強めていくか、
効果的な連携の在り方について検討を
した。
■発達・教育支援システムの市内稼働
について説明し、システムを活用した
より良い支援活動について検討をし
た。

Ａ 
■効果的な支援方法
のあり方を検討す
る。

■各関係機関が連携を高め、よ
り効果的な相談支援体制のあり
方を検討していく。
■発達・教育支援システムを活
用した連携のあり方、相談支援
の進め方を検討していく。
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⑥個別
支援
シート
「かし
のき
シー
ト」

■発達に支援を必要とする子どもが０
歳から18歳までライフステージを通じ
て切れ目なく継続的な支援が受けられ
ることを目的に『かしのきシート』を
作成する。保護者と子どもの支援に関
わる
機関が連携協力することにより子ども
の健やかな育ちの一助にしていく。

■シート運用の安定化を図る。また、シス
テム導入により円滑な連携を目指す。

発達
支援課

■運用実績を反映した運用マ
ニュアルを策定し、民間幼稚
園・保育園と円滑な接続を行
う。

■民間保育園・幼稚園の電子運用開始
にあたり、セキュリティ研修を実施。5
歳児の通う公民保育園・幼稚園・小中
学校全施設でシステムによる運用を開
始した。
■就学、進学にあたり、システムによ
る引き継ぎを実施。市外施設、高等学
校には、保護者の希望により紙シート
による引き継ぎを実施した。

Ａ 

■シートの内容が、
就学・進学先で活用
される内容になって
いるか、現場の先生
方と検討が必要。
■運用方法の確実な
引き継ぎが必要。

■シートを活用する、現場の保
育園・幼稚園・小中学校の先生
にわかりやすい仕組みとなるよ
うに、運用マニュアルを改訂し
ていく。

■特別な支援を必要とする児童・生徒
にとって良い環境・良い指導は、全て
の子どもたちにとっても良い環境・良
い指導であるという「ユニバーサルデ
ザイン」の視点に立った、ひのスタン
ダードの取り組みを更に推進し、小・
中学校の特別支援学級だけでなく、通
常の学級に在籍している児童・生徒へ
の積極的な教育支援を行う。
■第３次特別支援教育推進計画（計画
期間：平成26～28 年度）に基づき、
特別支援教育の推進のため、具体的な
施策を推進する。
【平成29年度～追加】
■第４次特別支援教育推進計画（計画
期間：平成29～31年度）に基づき、特
別支援教育の推進のため、具体的な施
策を推進する。

⑤特別
支援教
育の推
進

■平成24 年の関連法改正により、それまで
の障害者自立支援法の児童デイサービス事
業（市内1 か所）から、児童福祉法による
障害児通所支援施策として、放課後等デイ
サービスが創設された。
■以降、日野市内に当該サービスがないこ
とを鑑み、民間法人による設置促進を図
り、平成25 年度
１か所、平成26 年度４か所（11月現在）が
開設。
■サービス利用者は増加傾向であることか
ら、引き続き推進する。
【平成29年4月～変更】
■児童福祉法による障害児通所支援施策と
して、平成24年度に放課後等デイサービス
が創設され、平成28年度末現在市内に13の
事業所がある。
■平成29年度には、児童福祉法に基づく障
害児福祉計画の作成を行う。当該計画は、
国より基本指針が示され、その中で平成30
年度から平成32年度までの間に、重度心身
障害児が利用できる事業所の設置が求めら
れている。日野市においても、医療機関等
より在宅に移行する重度心身障害児が増え
ていることから利用できる民間事業所の設
置を進めていく。

■重度心身障害児を支援する事
業所の増設について検討を行
う。
■利用者調査の方法について最
適化を行う。
■様々な機会を通じて、事業所
の状況（実態）について情報収
集を行う。

■学校通学中の障害児に対して、放課
後や夏休み等の長期休暇中において、
生活能力向上のための訓練等を継続的
に提供することにより、障害児の自立
を促進するとともに、放課後等の居場
所づくりを推進する事業。

⑦放課
後等デ
イサー
ビス

■特別支援教育に関わる各種施策を推進する。
特に、第３次特別支援教育推進計画に掲げてい
る下記の具体的な施策を推進する。
■小・中学校の通常の学級での、ひのスタン
ダードの取り組みと授業のユニバーサルデザイ
ンの取り組みを推進。
■ニーズに応じた特別支援学級を設置。
■中学校リソースルームを拡充。
■エール（発達・教育支援センター）における
連携支援体制を充実。
■教員の指導力向上に向けた取り組みの推進。
■特別支援教室（平成28年度から東京都が実施
予定）の対応検討など。
【平成29年4月～変更】
■特別支援教育に関わる各種施策を推進する。
特に、第４次特別支援教育推進計画に掲げてい
る下記の具体的な施策を推進する。
■エールを中心にした関係機関との連携支援体
制の拡充
■「かしのきシート」による支援情報の共有と
活用
■教員の理解並びに指導力向上に向けた取組の
推進
■小学校における特別支援教室（ステップ教
室）の導入
■中学校における特別支援教室（ステップ教
室）の導入

■新たに文部科学省委託事業を
受託し、引き続き教員の指導力
向上に向けて、指導方法の体系
化と方法論の確立を図る。
■小学校における特別支援教室
（ステップ教室）について、指
導方法を確立し、平成30年度の
円滑な導入に向けて準備を行
う。
■東京都からの中学校における
特別支援教室モデル事業につい
て、全校で実施し検証を行う。
■中学校リソースルームの拡充
について、市内中学校6校目の
実施を行う。

教育
支援課

■文部科学省委託事業「教科指導法研
究事業」を受託し、指導方法の体系化
と方法論を実践研究し、教員の指導力
向上を図った。
■小学校における特別支援教室（ス
テップ教室）について、運営マニュア
ルに基づき、11校で指導を行った。残
る6校については、平成30年度に導入す
るため準備を行った。
■中学校における特別支援教室モデル
事業について、全8校で実施し東京都や
モデル区市とは検証を行った。
■七生中学校に市内中学校6校目として
リソースルームを設置し、指導・支援
を開始した。

Ａ 

■平成29年度から平
成31年度を計画期間
とする第4次特別支
援教育推進計画に基
づき、特別支援教育
の推進を図る。
■小・中学校全校に
おける特別支援教室
（ステップ教室）と
リソースルームの導
入を実現し、児童・
生徒への指導・支援
体制の充実を図る。

■引き続き文部科学省委託事業
を受託し、指導方法の体系化と
方法論を研究して、教員の指導
力向上を図る。
■小学校における特別支援教室
（ステップ教室）について、全
校において指導開始を行う。
■中学校における特別支援教室
（ステップ教室）について、正
式に全校で指導開始を行う。
■中学校の残る2校にリソース
ルームを設置し、市内小・中学
校全校でリソースルームによる
指導・支援を行う。

障害
福祉課

■平成29年3月末の利用者数を
245人と見込んでいたので計画
に基づき推進されている。引き
続き利用者へのサービスの周知
を行っていく。なお、平成29年
度末の利用者実人数は270人を
見込んでいる。(第4期障害福祉
計画より）
■市内の事業所数も年々増加し
ているが、重度心身障害児が利
用できる事業所がないため、引
き続き事業所との相談を継続す
る。ただし、中・軽度の知的障
害または発達障害のある児童を
対象とする新規事業所の設置に
ついては事業所が多くあること
から慎重な取扱いを行ってい
く。
■当該事業は、単なる預かりの
事業ではなく、療育の提供をし
なければならないため、支援内
容の適正化と質の向上につい
て、事業所への周知を行う。ま
た、適正なサービスが実施され
ているか、サービス指導検査の
実施も含めて確認する方法等に
ついて検討する。

■平成29年度の利用者実人数は270人を
見込んでいたところ、366人となり大幅
に増えている。
■平成29年度末、市内の事業所は15事
業所となり、年々増加している。新た
に、重度心身障害児が利用できる事業
所も設置された。
■サービス指導検査の実施に向けて準
備を行っていたが、福祉政策課に事業
が移管された。
■平成30年度より、このサービスの基
本報酬の見直しが国により行われ、利
用者の状態や提供時間に応じたサービ
スの適正化が図られることとなった。

Ｂ 

■障害者総合支援法
の法改定により、事
業所への報酬に変更
が加えられたが、平
成30年度が適用開始
初年度ということも
あり、利用者の状況
を確認する市の調査
方法などを整理する
必要がある。
■今回の報酬改定
が、事業所にどの様
な影響を与えるのか
を観察していく必要
がある。

31



⑧障害
児少年
学級／
障害者
青年・
成人学
級

■障害をもつ子どもたちは、外出や
様々な社会参加による社会的な刺激を
受ける機会が健常児より少なく、健常
者（児）との接し方や交流がうまくで
きにくいため、本事業で生活に即した
学び、学び合いや人との接し方等を学
ぶ機会を提供していく。

■保護者やボランティアが中心となって合
宿や定例会、分科会等の機会に音楽や運
動、遊びを通じて社会生活の仕方やルール
等を学び、学び合い、相互の理解を深め交
流する機会（場）の提供を図る。

中央
公民館

■引き続き、公民館委託事業と
して特別支援学校・学級等に通
う子どもを対象とする日野市少
年学級事業を実施する。保護者
やボランティアが中心となり、
市内に住み特別支援教育を受け
ている小中学生との交流を深
め、様々な活動や体験を通じ
て、地域の中でいろいろな人た
ちと関わりを持つ機会を提供す
る。

■公民館委託事業として特別支援学
校・学級等に通う子どもを対象とする
日野市少年学級事業を実施した。保護
者やボランティアが中心となり、市内
に住み特別支援教育を受けている小中
学生との交流を深め、様々な活動や体
験を通じて、地域の中でいろいろな人
たちと関わりを持つ機会を提供。年間
を通じて月例会において、計画的にレ
クリェーションなどの事業を行った。
事業21本　延べ789名参加

Ａ 

■事業に広がりが見
えない。学生ボラン
ティアが集まらな
い。
■みんなの遊・友ラ
ンドとの関わり。

■公民館委託事業として特別支
援学校・学級等に通う子どもを
対象とする日野市少年学級事業
を実施することで、参加する小
中学生との交流を深め、様々な
活動や体験を通じて、地域の中
でいろいろな人たちと関わりを
持つ機会を提供する。
■年間をとおしての毎月1回定
例会及びリトミックなどの分科
会を開催する。

⑨みん
なの
遊・友
ランド

■障害のある子もない子も一緒に遊
び、笑顔で声かけできるようなふれあ
いの場をつくることを目的としたイベ
ント。
■子どもたちが一緒に遊び、楽しい時
間を共有することでお互いを知り、助
け合うきっかけづくりを行っている。
■ボランティアスタッフ（地域の大
人・学生）が障害のある子と接するこ
とを通して、障害への理解を深めると
ともに、いろいろな人達と触れ合うこ
とで、地域活動への関心を高める。
■青少年委員を中心に、特別支援学
校、日野市少年学級親の会、日野市社
会福祉協議会、市内大学等と連携し、
運営を行っている。
■事業開始：平成４年２月。

■障害のある子もない子が交流する貴重な
場となっているので、今後も継続し、相互
理解を深めるとともに、ノーマライゼー
ションを啓発する。

子育て
課

■引き続き、健常児と障害児が
より一層交流できるよう、とも
に過ごしやすいイベントとなる
よう、関係団体と連携を取りな
がら、内容・環境整備につい
て、検討を重ねていく。
■熱中症対策として、大塚製薬
からの商品提供等の連携。
■ボランティアスタッフの拡充
を図る。
■日野市内の障がい児が利用す
る放課後デイサービス、児童発
達支援施設にもチラシを配布
し、イベントの周知を図る。

■開催実績　6月11日（日）
参加者総数555名　前年度比+22名（内
訳　健常児：114名、障がい児：64名、
保護者：115名、ボランティアスタッ
フ：262名）
■日野市内の障がい児が利用する放課
後デイサービス、児童発達支援施設に
チラシを配布し、イベントの周知を
図った。
■学生ボランティア団体が新たに協力
団体として加わりスタッフの拡充が図
れた。
■熱中症対策として、大塚製薬から商
品を提供していただき、参加者に大変
好評であった。

Ａ 

■障がい児、健常児
ともに過ごしやすい
イベントとするた
め、当日の環境整備
について検討を行
う。（会場設営、配
置等）

■引き続き、健常児と障害児が
より一層交流できるよう、とも
に過ごしやすいイベントとなる
よう、関係団体と連携を取りな
がら、内容・環境整備につい
て、検討を重ねていく。
■引き続き熱中症対策として、
大塚製薬からの商品提供等の連
携。
■ボランティアスタッフが障が
いへの理解を深めるための事前
レクチャーやスタッフ同士の交
流、情報交換を行うことのでき
る事後交流会を実施する。

（３）食育事業などの充実

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①みん
なです
すめる
食育条
例・日
野市食
育推進
計画

■公募市民と有識者で構成される日野
市食育推進会議を設置し、食育計画の
進み具合を評価・検証する。
■家庭における食育を推進し、朝ごは
んの欠食率を減らす。

■日野市食育推進会議による食育計画の進
み具合の評価・検証を継続していく。
（第３期食育推進計画を平成29年度改定予
定）
■家庭における食育を推進し、朝ごはんの
欠食率を減らす。

健康課

■保育園のおたよりを始めとす
る、様々なツールをい使い、情
報の発信をしていく。乳幼児健
診の保健指導の一環として、朝
食を含む、食の大切さを保護者
に訴えていく。

■第3期食育推進計画では重点施策であ
る野菜の摂取の推進と食育に関する情
報発信の充実を図った。また朝食欠食
のみならず野菜の摂取を中心にバラン
スのよい食生活が送れるよう周知啓発
を行った。

Ｂ 

■保育所、乳幼児健
診などでも朝食の必
要性を訴えており、
成果は出ていると考
える。朝食の欠食率
については引き続き
取り組み続ける内容
と思われる。

■保育園のおたよりを始めとす
る、様々なツールをい使い、情
報の発信をしていく。乳幼児健
診の保健指導の一環として、朝
食を含む、食の大切さを保護者
に訴えていく。

②乳幼
児及び
その家
族への
食育推
進

■離乳食の不安を低減させるため、子
どもを持ったばかりの保護者に対する
食育の場として「離乳食教室」を実
施。参加者同士の交流の場として機能
させる。
■食事づくりに苦手意識を持つ乳幼児
の保護者、妊婦を対象に「保育付き
簡単クッキング講座」を実施。家族の
健康づくりを支援する。

■食生活や健康に対する意識の高い乳幼児
の保護者に向けて働きかけることで、生涯
の健康づくりのきっかけとなるよう、継続
していく。

健康課

■希望者の少ないクッキング講
座は休止し、申込みの多い離乳
食教室の開催回数を増やして開
催する。

■離乳食教室66回開催。1475名参加。
離乳指導のほか、児童館等子育て支援
事業の紹介を行った。

Ｂ 
■事業(教室)によっ
て参加者数にバラつ
きがある。

■申込みの多い離乳食教室の開
催回数を増やして開催する。
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③保育
園にお
ける食
育推進

■保育の内容の一環として食育を位置
づけ、各保育園の創意工夫のもと計画
的に食育を推進する。
■調理保育や収穫体験を通じて食への
関心と大切さを知る活動や給食での日
野産農作物の利用する活動を実施して
いる。

■日野市食育推進計画に基づき、食事の大
切さを指導していくため、講演や講座、イ
ンターネット
等のメディアを用いた家庭への発信等を実
施していく。
■年々増加傾向のアレルギー児への対応や
朝食欠食率ゼロを目指す取り組みなど、食
育に関わる事業の充実を図る。

保育課

■日野市食育推進計画に基づ
き、食事の大切さを市民の方に
指導していく。
①子ども家庭支援センターでの
講演を２回実施する。子育て広
場栄養講座を実施する。イン
ターネット等のメディアを使い
給食情報を家庭に発信する。
②子ども祭り、地域交流事業に
参加する。
③朝食を食べてきたかを確認す
る｢朝食カード」を使用し、朝
食欠食率０を目指す。
④地域のネットワークのため民
間栄養士と会議を実施する。
⑤年々増加傾向のアレルギー児
に安全な給食を提供する。

■講演会2回（6/2、7/13）
■こどもまつり参加
■朝食カード配布841名
■公民栄養士会2回（7/4、2/7）
■アレルギー対応食の提供実施

Ａ 
■各家庭の事情によ
り朝食欠食率ゼロが
難しい。

■日野市食育推進計画に基づ
き、食事の大切さを市民の方に
指導していく。
①子ども家庭支援センターでの
講演を２回実施する。子育て広
場栄養講座を実施する。イン
ターネット等のメディアを使い
給食情報を家庭に発信する。
②子ども祭り、地域交流事業に
参加する。
③朝食を食べてきたかを確認す
る｢朝食カード」を使用し、朝
食欠食率０を目指す。
④地域のネットワークのため民
間栄養士と会議を実施する。
⑤年々増加傾向のアレルギー児
に安全な給食を提供する。

④学校
での食
育推進
事業

■日野市みんなですすめる食育計画に基づ
き事業を実施していく。
■給食に日野産野菜をより多く使用するこ
とや食育カルタ、書初めなど食育に関係す
るいろいろな機会を通して生徒・保護者
へ、食や健康情報を見える形、わかりやす
い形で発信し、検証していく。
■朝食の欠食割合を改善するための情報提
供等も実施していく。

■安全で楽しくおいしい給食をより一
層推進するとともに、大地や自然の恵
みを大切にし、日野市食育推進計画の
遂行を図る。
■学校給食での地場産野菜の利用率の
向上を図る。
■農業体験や食材についての指導。
■食事マナーに関する指導。
■バランスのとれた食事の仕方などの
指導。

■本物工房ひのマニュアルの柱となる
手作りのだし汁について、子供たちに
周知させるとともに、保護者へのア
ピールもかねて、１１月に「だしで味
わう和食の日」を実施した。
■毎月１９日の食育の日をはじめ、１
１月１９日の日野産野菜給食の日な
ど、全校一斉に食育の取り組む日を設
定し日野市食育推進計画に基づいた指
導を行った。
■各学校独自の食育教材を活用し、食
材の選び方やバランスの取れた食事に
ついて、教諭と栄養職員が連携して食
育授業を実施した。農家の方の協力
で、実際に食材に触れ農作業の体験を
する活動も展開され、生きた食育事業
も実践された。
■テーブルマナー教室は、今年度も中
学校全校で実施し、実践女子大学の協
力をいただいた。講義と実践により、
これから社会に巣立つ中学校３年生に
とって基本的な食事のマナーを学ぶ機
会となった。
■食育に関する研究会を実施し実践紹
介を行ったことで、各校の優れた実践
を共有し自校の食育の充実に繋げるこ
とができた。
■オリパラ「世界とともだちプロジェ
クト」学習・交流国のレシピ集を作成
し、給食のメニューに取り入れた。
■児童・生徒が農家と顔のみえる食育
活動を行い、栄養士・調理員が農家と
連絡を密にとることのより、日野産野
菜２５％を達成することができた。
■日野産野菜を使った「ひのっこシェ
フコンテスト」メニューや子供たちが
考案したメニューを給食に取り入れ
て、子供たちが苦手でも食べることに
つながり、食べ残しが減った。
■各学校で、日本各地の郷土料理を給
食に取り入れているが、今年は１月３
０日に岩手県紫波町との姉妹都市締結
日に紫波町の米を使用して岩手県や東
北の郷土料理等を給食で提供した。

■食育に関する保護
者への情報発信。

Ａ 

■各学校において特色ある食育
活動が実施されているなか、給
食を生きた教材として活用し、
自分の身体に必要な食事の摂り
方を勉強する「カフェテリア給
食」を一部の学校で実施してい
る。健全な食生活を実践する基
礎となる力を育むためにも全校
での取り組みとなるよう拡大を
図っていく。
■保護者に食に関する興味や関
心を持ってもらえるような情報
発信を行い、保護者への食育に
つながる取り組みを行う。

■各学校において、特色ある食
育活動が実施されいるなか、児
童生徒が自ら弁当を作って学校
に持参する「弁当の日」につい
ては、現在一部の学校の取り組
みに限られている。食材への理
解や料理を作る人への感謝の気
持ち等学習効果が大きいことか
ら、学校現場の状況や保護者の
理解の上で、拡大を図ってい
く。
■保護者に食に関する興味や関
心を持ってもらえるような情報
発信を行い、保護者への食育に
つながる取り組みを行う。

学校課
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⑤学
童・児
童館で
の食育
事業の
展開

■市内10児童館の事業として食育事業
を展開しており、子どもが自分ひとり
でもできる比較的簡単なランチづくり
を行うほか、もちつきや焼き芋等の季
節行事や日本の伝統的行事を通して食
文化を学んでいる。
■学童クラブでは、カレーづくり等の
調理体験を行い、作る側を経験するこ
とで調理の仕方や楽しさを知る場を設
けている。
■地元農家の協力のもと、芋掘り等の
収穫体験をすることで生産者の立場や
食材の大切さを学ぶだけでなく、食に
対する感謝の気持ちも学ぶ機会を設け
ている。

■児童館では、食事をつくる力を身につ
け、食べることの大切さや共に食べる喜
び、食に対する感謝の気持ちを育むことが
できるような食育事業を継続して行ってい
く。
■「もちつき」や「やきいも」などの実施
により伝統行事や季節行事の大切さを次世
代へつなぐ体験の場とする。
■学童クラブでは、調理体験により、つく
る喜びや調理への興味を引き出していく。
■調理体験行事を通じ子ども・保護者・学
童クラブ職員の交流を図り、子どもの成長
の一助としていく。
■食材の大切さや食に対する感謝の気持ち
を育む機会として、作物の収穫体験行事に
ついても引き続き行う。

子育て
課

■引き続き、市内すべての児童
館で「地産地消の推奨」と「食
品ロスの軽減」を、継続して取
り組む共通課題とし、多くの利
用者が参加できるよう、目的や
方法について検証し見直しなが
ら食育事業を実施していく。
■学童クラブでは、各施設の
様々な状況を踏まえ、実施可能
な調理活動や収穫体験等の食育
行事に、継続して取り組む。

■日野の農業とつながり、食品ロスと
地産地消の理解を深めること等を目的
に、安全安心な地元食材を使用した調
理活動を、市内の児童館で実施した。
　・実施施設　　　市内10児童館
　・延べ参加人数　2,181人
■学童クラブでは、各施設の様々な状
況を踏まえ、夏休みのカレーづくり等
の調理活動を行った。また、地元農家
の協力のもと、芋掘り等の収穫体験を
通じて、食材の大切さや食に対する感
謝の気持ちを学ぶ機会を提供した。

Ｂ 

■児童館によって調
理設備等の環境が異
なることから、児童
館ごとに施設の特徴
を生かした食育行事
に継続して取り組
む。多くの利用者が
参加できるよう、引
き続き目的や方法に
ついて検証し見直し
を図る。

■引き続き、市内すべての児童
館で「地産地消の推奨」と「食
品ロスの軽減」を、継続して取
り組む共通課題とし、多くの利
用者が参加できるよう、目的や
方法について検証し見直しなが
ら食育事業を実施していく。
■学童クラブでは、各施設の
様々な状況を踏まえ、実施可能
な調理活動や収穫体験等の食育
行事に、継続して取り組む。

（４）医療体制の充実

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①救急
医療体
制の充
実

■救急専従医師の確保、救急車不応需
ゼロ、救急室の設備改修など、市民生
活に直結した救急医療の維持・継続に
努めるとともに、一層の充実を図る。

■全日小児科医当直体制及び24時間365日不
応需のない救急車受け入れ体制の堅持。

市立病院

■救急車受入件数3800台以上
■救急科医確保に向けた対策の
検討
■常勤救急科医2名体制の維持
■救急医療の充実に向けた病院
機能向上計画概要の決定及び基
本設計着手

■救急搬送患者3,874人（前年度比18人
増）
■平成30年度より常勤救急科医1名増員
予定
■救急科医2名体制の堅持
■病院機能向上計画基本構想（第2案）
作成。救急部門・小児医療部門充実計
画を盛り込む。

Ａ 

■救急科医の継続的
確保
■小児科当直医の確
保

■救急車受入台数4,000台以上
■常勤救急科医3名体制の維持
■小児科医による24時間365日
救急体制維持に向けた小児科当
直医の確保
■救急医療の充実に向けた病院
機能向上計画概要の決定及び基
本設計着手

②二次
救急診
療体制
の充実
（地域
密着型
の中核
病院機
能の発
揮）

■南多摩医療圏において、一次医療を
担う小児科クリニックが充実し、近隣
に二次医療機関が多数存在する状況に
おいて、市立病院が果たすべき役割を
十分認識し、日野市が子育てに安心を
与える地域であり続けるために、更な
る小児科の充実に努めていく。

■地域のクリニック及び東京都立小児総合
医療センターとの連携強化。
■分娩に伴う小児科医師や助産師とのチー
ム医療による新生児医療体制の堅持。

市立病院

■地域医療連携室を中心とした
地域クリニック等との更なる連
携推進（紹介・逆紹介率の向
上）
■分娩件数の増加（院内プロ
ジェクトの実施）
■産婦人科医確保に向けた対策
の検討
■常勤産婦人科医3名以上体制
の堅持
■多摩平の森Ａ街区の医療機関
との連携
■小児医療の充実に向けた病院
機能向上計画概要の決定及び基
本設計着手

■患者紹介率50.0％→51.7％、逆紹介
率21.8％→31.5％
■小児科紹介率36.9％→37.5％、小児
科逆紹介率13.2％→15.9％
■分娩件数260件（前年度比12件増）
■常勤産婦人科医3名体制の堅持
■日野市医師会休日準夜診療所との
ホットライン設置
■病院機能向上計画基本構想（第2案）
作成。救急部門・小児医療部門充実計
画を盛り込む。

Ａ ■産婦人科医の確保

■地域医療連携室を中心とした
地域クリニック等との更なる連
携推進（紹介・逆紹介率の向
上）
■分娩件数の増加（院内プロ
ジェクトの実施）
■産婦人科医確保に向けた対策
の検討
■常勤産婦人科医3名以上体制
の堅持
■小児医療の充実に向けた病院
機能向上計画概要の決定及び基
本設計着手
■東京都周産期連携病院の指定
に向けた体制整備
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（５）スポーツ活動の充実

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①市民
の森ふ
れあい
ホール

■多数の市民の意向を踏まえ、スポー
ツ・文化・芸術など様々な分野で利用
できる市民交流の拠点として、平成24
年度に開設した施設。
■平成26年度より指定管理者制度を導
入し、民間のノウハウを交えた管理運
営が始まった。

■市民交流の活性化には、従来の交流事業
等にとらわれず、新しい市民の交流を形成
していく必要がある。様々な事業展開が必
要であり、市民ニーズにあった交流事業を
展開していく。
■子どもたちがより多くスポーツに触れる
機会を創出していく。
■指定管理事業者による自主事業が展開さ
れ、更なる市民の活気あるふれあいの場を
提供していく。

文化
スポー
ツ課

■市民の森ふれあいホールの指
定管理者によるスポーツ＆カル
チャー教室の実施。前年度より
参加者増を目指す。
■ホールにて、障害者スポーツ
体験教室を年間を通じ実施。
■スポーツレクリエーション
フェスティバル

■市民の森ふれあいホールの指定管理
者の自主事業として、子供・親子を対
象とした様々なスポーツ＆カルチー教
室を実施。前年度を上回る利用者増で
あった。
■スポーツレクリエーションフェス
ティバルにおいて、小中学生を対象と
したキャッチボール教室（山本昌）、
走り方教室（増田明美）、体操教室
（鶴見虹子）を開催した。
■平昌オリピック期間中の簡易パブ
リックビューイングの実施
■興行として、プロバスケットボール
の試合を誘致し、「みるスポーツ」の
きっかけを創出。
■オリピック気運醸成イベントとして
バレーボール教室を実施
■障害者スポーツ体験教室を年間を通
じ実施

Ａ 
■スポーツ実施率向
上に向けた取り組み
の展開

■市民の森ふれあいホールの指
定管理者によるスポーツ＆カル
チャー教室の実施。前年度より
参加者増を目指す。
■ホールにて、障害者スポーツ
体験教室を年間を通じ実施。
■スポーツレクリエーション
フェスティバル
■オリピック・パラリンピック
気運醸成イベントの開催。

②ス
ポーツ
推進委
員

■地域に根ざしたスポーツ・レクリ
エーション活動の普及を図る。
■地域からの指導者派遣、協力依頼
は、地区担当者（市内３地区）を中心
にスポーツ推進委員会全体（24 名）
で積極的に応える。

■日野市発のニュースポーツであるハンド
ロウルを使って、障害者スポーツへのアプ
ローチを行っていく。
■１人でも多くの市民に外に出てスポーツ
を実践してもらうためのきっかけづくりと
して、ウォーキング事業の見直しも検討し
ていく。

文化
スポー
ツ課

■障害者スポーツ体験派遣指導
■スポーツ指導派遣
■ウォーキング等事業

■市内の障害者施設2か所に延べ12回ス
ポーツ推進委員を派遣し、ハンドロウ
ルやボッチャの体験を行った。
■子ども会や児童館等の要望に応じ、
スポーツ推進委員の派遣を14回実施
し、ハンドロウルや体力測定などを指
導した。
■親子多摩動物公園ウォーキングを含
む年5回のちょこっとウォーキングを実
施し、延べ323人の参加があった。

Ａ 
■スポーツ推進委員
の派遣依頼の増加に
対する対応

■障害者スポーツ体験派遣指導
■スポーツ指導派遣
■ウォーキング等事業
■スポーツ体験会の実施

③子ど
もの体
力向上
のため
の様々
な環境
づくり

■以下の事業を基本とし、子どもたち
の体力向上を図る。
①ロープジャンプ小学生大会
②南平体育館の改修
③遊び場・運動広場
④市民体育大会
⑤日野スポーツスクール

■運動好きな子どもを増やすため、教育委
員会と連携し学校間の垣根を越えたロープ
ジャンプ大会
を実施。
■幅広い市民ニーズに応えられる地域体育
施設として南平体育館の大規模改修を検
討。
■地域に根差した子ども等の「遊び場・運
動広場」の適切な管理を行う。
■競技スポーツ活動の成果発表の場とし
て、野球・サッカーなど33種目の市民体育
大会を実施。
■子どもも対象とした、卓球・バドミント
ンなどの室内種目の初心者向けスポーツ教
室を日野市体育協会の協力のもと実施。

文化
スポー
ツ課

■ロープジャンプ小学生大会
■南平体育館建替えの推進
■オリパラ気運醸成事業（トッ
プアスリート育成教室）
■市民体育大会
■日野スポーツスクール

■ロープジャンプ小学生大会を実施
し、48チーム1,138人の参加があった。
■南平体育館建替えの設計業者を業者
選定。基本設計業務に着手。
■小中学生を対象とした、トップアス
リートを招聘したバドミントン・卓
球・バレーボール教室を実施。
■市内３か所の「遊び場・運動広場」
の適切な管理を実施した。
■競技スポーツの発表の場として野
球・サッカーなど33種目の市民大会を
実施した。
■定期的なスポーツ教室として日野ス
ポーツスクールを実施した。

Ａ 

■ロープジャンプ小
学生大会を安全に行
うためのチーム制限
やルール徹底。
■市民体育大会は参
加者数が減少したの
で、多くの市民の参
加を呼び掛ける。

■南平体育館建替えについて
は、基本設計から実施設計・解
体設計に移行
■ロープジャンプ小学生大会の
実施
■市民体育大会の実施
■日野スポーツスクールの実施
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④校庭
の芝生
化

■都市部におけるヒートアイランド・
緑化対策に加え、体力向上と健康な体
づくり、生命を尊び自然を大切にする
心の養成、豊かな人間性の育成の３つ
の教育的観点から、児童生徒等の成長
にとって望ましい教育環境を整備する
とともに地域コミュニティの形成にも
資するため、東京都の補助事業である
「緑の学び舎づくり実証実験事業」に
基づき、学校の校庭を芝生化するも
の。
■実施校：東光寺小学校、滝合小学
校、三沢中学校（左記3 校は東京都補
助事業）日野第２小学校ほか３校（敷
地の一部を整備。）

■校庭等を芝生化することで、外で遊ぶ
（スポーツ）児童・生徒が増加し、体力・
運動能力の向上、けがの減少及び精神面の
安定などにつながり、また、芝生の維持管
理を地域と連携することで、地域コミュニ
ティの形成にも資することが期待されるた
め、今後も推進していく。

庶務課

■整備校においては、地域との
連携による芝生の維持管理を継
続して実施（サポート）し、子
どもたちに良好な芝生を提供す
る。また、校庭芝生化の未整備
の学校には積極的に情報提供を
行い、東京都の補助事業を活用
し、地域と密接な連携の上で芝
生の維持管理可能な学校に対し
て、校庭芝生化に向けた働きか
けを実施する。

■H26年度に整備した三沢中では、維持
管理に伴う都の補助事業を活用し、専
門業者（委託）による支援を継続して
行い、三沢中を除く整備校に対して
は、学校・地域が維持管理活動を行う
ために必要なサポートを行った。併せ
て、全ての学校に東京都芝生化事業の
リーフレット配布等、情報提供を行い
芝生化に向けた働きかけを行った。

Ｂ 

■日常的な管理が必
要なことから学校現
場の負担が非常に大
きい。
■地域との連携を原
則としているため、
地域の方々とのコ
ミュニティの醸成が
難しい。人の入れ替
わりに伴う引継ぎも
問題となっている。
■芝生の恒久的な維
持のため、養生期間
が定期的に必要とさ
れ、地域開放の方々
などのご理解が困難
である。

■整備校においては、地域との
連携による芝生の維持管理を継
続して実施（サポート）し、子
どもたちに良好な芝生を提供す
る。また、校庭芝生化の未整備
の学校には積極的に情報提供を
行い、東京都の補助事業を活用
し、地域と密接な連携の上で芝
生の維持管理可能な学校に対し
て、校庭芝生化に向けた働きか
けを実施する。

【生涯スポーツの基盤】
■市内小中学校２５校、市立幼稚園４
園が各校の特色を生かしたオリンピッ
ク・パラリンピック教育を推進した。
■中央大学陸上部による走り方教室や
陸上競技の試技、アスリートによる講
演や児童との交流等を実施し、児童・
生徒の体を動かすことへの意欲が高ま
るとともに、自分の生き方についても
考えることができた。
■横浜国立大学梅澤秋久教授を講師と
した「体を動かす楽しさ心地よさ向上
プロジェクト」を推進し、幼少期から
中学校卒業までの期間を見通した指導
の在り方について研鑽した。また、授
業改善だけでなく休み時間や学校行事
を活用した取組の推進を図った。
■梅澤教授による市立幼稚園全園訪問
により、幼少期に幼児を運動好きにす
るための取組について幼稚園教員が理
解を深めた。
【国際理解】
■「世界ともだちプロジェクト」の活
動を進める中で、調べている国の料理
を給食のメニューにする等、取組を工
夫することで世界の国々の文化や習慣
を知った。
■「日野囃子」の体験活動等、地域や
日本の伝統文化に触れることができ
た。
【共生】
■七生特別支援学校、夢が丘小学校、
七生緑小学校、日野第三中学校を平成
２９年度から３年間指定し、日野第三
中学校区での小学校段階からの交流及
び共同学習を推進した。
■小学校と特別支援学校との交流活動
を行った。
■ブラインドサッカーの体験、車いす
の体験活動、パラリンピアンとの交流
等、多様な他者との交流を行った。

Ａ 

■子供たちがスポー
ツに親しみ、継続的
に取り組む、生涯ス
ポーツの基盤の構
築。

■平成２９年度に引き続き、オ
リンピック・パラリンピック教
育の充実を図る。
■日野市のオリンピック・パラ
リンピック教育は、①生涯ス
ポーツの基盤　②国際理解　③
共生　を３つの柱とし、各学校
と協議を重ね、市や地域のよさ
を生かしながら取組を推進す
る。
■七生特別支援学校、夢が丘小
学校、七生緑小学校、日野第三
中学校での小学校段階からの交
流及び共同学習を体系化し、平
成３１年度までに市内各小・中
学校へ展開する。

■平成28年度に引き続き、オリ
ンピック・パラリンピック教育
の充実を図る。
■日野市のオリンピック・パラ
リンピック教育の３つの柱であ
る①生涯スポーツの基盤、②国
際理解、③共生の３つの柱と
し、各学校と協議を重ねなが
ら、日野市におけるオリンピッ
クパラリンピック教育を確立す
るとともに、各校のオリンピッ
ク・パラリンピック教育のビ
ジョンを作成する。

学校課

■アスリートによる本物体験授業等を実
施。
■子どもたちがスポーツに親しみ、継続的
に取り組む動機づけとなる事業を実施。

■２０２０東京オリンピック・パラリ
ンピックに向け、積極的に運動やス
ポーツに親しむ態度を養う。

⑤２０
２０東
京オリ
ンピッ
ク・パ
ラリン
ピック
に向け
た体
力・運
動能力
向上
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Ⅲ　共に生き、互いに育てあるまち

方針１）地域で子どもの成長を支える仕組みづくり

（１）子育て支援の強化に向けた市民活動（ＮＰＯなど）の支援

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①市民
活動
（ＮＰ
Ｏな
ど）の
支援

■多世代、守備範囲の異なる市民（団
体）が、交流することで生まれる地域
内での自主的な連携の促進を目指し、
地域懇談会を開催する。
■市民活動の財源確保のための支援。
（助成金の情報提供、時代にあった形
での補助制度の実施）
■子育て支援活動団体などによる地区
センターといったコミュニティ施設の
活用促進。

■妊産婦から中高生まで、段階に応じた子
育てサービスが、地域性を踏まえて地域内
で円滑に展開されていく地域づくりを目指
す。

地域
協働課

■子育てを支える地域内循環の
仕組み
■地区センター、交流センター
などを活用した子育て支援
■アクションプランの実施
■クラウドファンディング事業
実施の検討

■学生のまちづくりへの参加促進
・日野市ボランティアセンター・大学
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰと協働し学生対象でNPO活
動体験事業を開催。
■資金調達のための「クラウドファン
ディング研修」の実施
■アクションプランへのNPO参加　・四
中地区では子どもの育成を一つのテー
マにイベントを開催
■東宮下地区センターで、なかま保育
をNPO法人が実施
■地域懇談会やアクションプラン（一
中地区・七生中地区）、落川交流セン
ターでのイベントなど中学生が参加す
るところが出てきた。

Ａ 

■中学生を中心に、
地域の子ども達が参
加する動きが出てき
たため、より多くの
人数が続けて参加し
ていく仕組みを考え
ていきたい。

■地域懇談会やアクションプラ
ンへの学生の参加を促し、日野
を愛し、日野に住み続けてまち
づくりにかかわる人材を育てて
いく。
■居場所への発展を念頭に置
き、地区センター等を活用した
多世代交流、子育て支援を進め
る

②ひの
市民活
動支援
セン
ター設
置・運
営

■ひの市民活動支援センターの運営を
通じて、子育て支援活動団体の立ち上
げ支援、既存団体の活動の充実支援、
市民活動団体間の連携促進などを行
う。

■ひの市民活動団体連絡会との協働によ
り、市民の力を引き出し、地域課題の解決
に取り組む。

地域
協働課

■まちづくり市民フェアへの若
い世代の活力を導入
・H29.10.15（日）
・市民の森ふれあいホール
・学生に「市民フェア」に関
わってもらい、市民活動の重要
性を理解してもらう。（市民
フェアには子育て支援団体も参
加している。）

■「まちづくり市民フェア2017」を開
催
・市民主導によるまちづくりを啓発
・参加者数1,500人
■中央大学、明星大学、実践女子大学
などの学生に「市民フェア」に関わっ
てもらった（各ブースに学生が入り、
直接市民活動団体との交流を行った）

Ａ 

■恒久的な市民活動
支援のために必要な
もの（拠点・人的支
援・物的支援等）を
どう行っていくか。
自治会等と同様に市
民活動団体も高齢化
等の課題が出てきて
いる。

■まちづくり市民フェアへの若
い世代の活力を導入（大学生の
参加）
平成30年10月21日（日）開催予
定
■市民フェアだけではなく、ひ
の市民活動団体連絡会自体にも
若い世代の活力を導入し、多角
的な視点を盛り込んでの地域課
題の解決に取り組む

（２）地域で推進する子どもの健全育成

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①民生
委員・
児童委
員（主
任児童
委員）

■児童福祉法に基づき、民生委員が児
童委員を兼ねており、それぞれ担当地
域をもって活動している。
■更に、区域を担当する児童委員に加
え、児童を専門に扱う主任児童委員を
設置し、10 名の主任児童委員が中学
校区域ごとに活動している。

■児童委員は担当地域内の児童、妊産婦、
ひとり親家庭等の福祉に関する相談に応
じ、適切な関係機関へつなぎ問題解決に努
める。児童の健全育成や母子保健推進のた
め、地域活動に協力する。
■児童委員のうち主任児童委員は、担当地
域の児童委員と関係機関との連携・調整を
行う。児童相
談所、子ども家庭支援センター、学校等と
の連携を密接にし、児童や子育て世帯を取
り巻く環境等について、児童委員と連携し
て状況把握を行う。

福祉
政策課

■引き続き活動PRの強化を図
る。
■赤ちゃん訪問事業で得た相談
等の情報を、各機関へ迅速かつ
的確に連携を図ることに努め
る。

■子どもに関する相談・支援件数82件
■赤ちゃん訪問件数　約1400件

Ｂ 

■引続き赤ちゃん訪
問に努めるととも
に、子どもに関する
相談・支援に努めて
いく。

■児童委員活動PR実施
■子どもに関する相談・支援実
施
■赤ちゃん訪問実施

②子ど
も会な
どへの
支援

■市内子ども会に対して、子どもの人
数に応じて補助金を交付している。
（Ｈ26 年現在72 団体）
■子ども会活動を支援するためにプレ
イワーカー派遣制度があり、子ども会
からの要請に応じて、レクリエーショ
ン等の提供を行っている。
■ふれあいホール三世代交流館集会室
１－２を活動場所として貸し出してい
る。

■今後も同様の支援を継続し、子ども会活
動の活性化を目指す。

子育て
課

■引き続き子ども会に対して補
助金を交付する。
■子ども会補助金の周知及びプ
レーワーカー派遣のさらなる拡
充。
■子ども会補助金様式の見直し
を図る。

■子ども会補助金交付件数　62団体
■子ども会行事にボランティアリー
ダーを派遣し、レクリエーション等の
提供を行った。（8件派遣）
■子ども会補助金様式の見直しを検
討。

Ｂ 

■補助金申請をする
子ども会・登録児童
数とも減少傾向が続
いている。
■子ども会が必要と
している支援の把
握。
■子ども会補助金の
周知

■引き続き子ども会に対して補
助金を交付する
■子ども会補助金の周知及びボ
ランティアリーダー派遣のさら
なる拡充
■子ども会補助金様式の提出書
類の簡素化を図る
■子ども会に対するアンケート
調査の検討
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⑤青少
年問題
協議会

■青少年の指導育成、保護及びきょう
正に関する総合的施策の樹立に必要な
事項を調査審議、関係団体相互の連
絡・調整を行う機関。
■委員数24人（平成27年3月31日現
在）

■青少年の指導育成、保護及びきょう正に
関する総合的施策の樹立に必要な事項を調
査審議、関係団体相互の連絡・調整を行う
機関として、引き続き、青少年を健全に育
成していくための調査審議を行っていく。
■時代に即した協議会のあり方を検討して
いく。

子育て
課

■青少年健全育成基本方針に関
わるような重要な課題が生じた
際に会議を開催する。

■会議の開催なし Ａ 
■子どもを取り巻く
問題の把握

■青少年健全育成基本方針に関
わるような重要な課題が生じた
際に会議を開催する。

■引き続き地域と行政のパイプ
役として、青少年関係団体・大
学等と連携を取りながら、子ど
もたち・地域のために何かした
い人と子どもたち・地域のため
に活動している人をつなぎ、活
動を支援していく。
■引き続きジュニアリーダー講
習会との連携を強化していく。

■引き続き地域と行政のパイプ
役として、青少年関係団体・大
学等と連携を取りながら、子ど
もたち・地域のために何かした
い人と子どもたち・地域のため
に活動している人をつなぎ、活
動を支援していく。
■ジュニアリーダー講習会との
連携強化。

■会の活動・個人活動を通して地域の青少
年と関わり、各委員の得意分野・スキルを
生かした様々な角度からの青少年育成に努
める。
■各委員の地域のネットワークを活用し
て、助け合うことの大切さ、いろいろな人
達を触れ合うことの楽しさを感じてもら
い、青少年を地域でのボランティア活動に
誘引する。
■地域と行政のパイプ役として、青少年関
係団体・大学等と連携を取りながら、子ど
もたち・地域のために何かしたい人と子ど
もたち・地域のために活動している人をつ
なぎ、活動を支援していく。

子育て
課

Ａ 

■今年度より4名が
新しく青少年委員と
して加入したため、
地域とのパイプ役と
して連携を強化する
ための活動を支援し
ていく。

■青少年の健全育成及び青少年教育の
振興を図るため、各中学校区２名、計
１６名の青少年委員を委嘱している。
（任期２年）
■「みんなの遊・友ランド」の企画・
運営やジュニアリーダー講習会をはじ
めとした市事業への協力を行ってい
る。
■委員の個人活動として、それぞれの
地域で、地区育成会活動、児童館ボラ
ンティア、小中学校・特別支援学校の
サポート等を行っており、毎月の定例
会において、委員間・地区間の情報を
交換・共有している。
■青少年委員制度として昭和35年発
足。

④青少
年委員
の活動

■より多くの地域の中の子どもたちが様々
な体験・経験ができるよう、中学校地区
（８地区）ごとのイベントや企画を市とし
ても引き続きバックアップしていく。
■各地区育成会及び連合会の活動が安定的
かつ継続的に実施できるよう普及啓発に努
めていく。

■中学校地区（８地区）ごとに組織さ
れ、家庭、学校、地域の諸団体との連
絡調整や地域の中で行事やイベントな
どを開催することで子どもたちに様々
な体験・経験の機会を提供している。
■８地区で構成されている連合会にお
いては、情報交換や研修会などを実施
している。
■【経過】
昭和39 年７月 日野市青少年問題協議
会地区委員会として発足。
平成２年４月から日野市地区青少年育
成会となる。
平成18 年4 月より日野市青少年育成
会連合会を発足。

③地区
青少年
育成会
の活動

■平成29年度の主な活動
定例会（月１回）、青少年委員だより
の発行（年2回）、あさひっこまつり、
みんなの遊・友ランド、自然体験広場
自主企画、手をつなごう・こどもまつ
り、あきなかだ
■ジュニアリーダー講習会にサブ講師
という立場で参加し、各講習会におい
て青少年委員の人脈・経験・スキルを
活かした企画を実施（大きな風船、ハ
ンドロウル・ボッチャ体験、ナイトハ
イク等）。また、青少年委員の中でJL
部会を立ち上げ、ジュニアリーダー講
習会との連携を強化した。
■地域で子ども達と関わる人として、
各種会議体に出席。（子育て支援ネッ
トワーク連絡協議会、日野市いじめ問
題対策連絡協議会、第3期日野市地域福
祉計画推進委員会、子ども・子育て支
援会議等）
■東京都青少年委員会連合会に所属
し、都全体（月１度）、多摩地区（奇
数月のみ）の会議に出席し、他市の青
少年委員と情報交換・研修等を行って
いる。

■各地区の主な活動実績
≪一中地区≫
「ふれあいデイキャンプ」「ふれあい
たすきリレー」
≪二中地区≫
「三世代の集い」「初日の出ふれあい
マラソン」
≪七生中地区≫
「第27回スポーツまつりinななお」
「第41回初日の出マラソン」
≪三中地区≫
「さといも植え・観察会・収穫祭」
「ふれあいコンサート」
≪四中地区≫
「ウォークラリー・手作り広場」「新
四中生交流会」
≪三沢中地区≫
「三沢中学校サバイバルキャンプ」
「小中交流会」
≪大坂上中地区≫
「ふれあいまつり」「ふれあいハイ
ク」
≪平山中地区≫
「第25回夏休みキャンプin平山小学
校」
「第27回浅川ふれあいマラソン」
■育成会連合会の主な活動
・ひのいきいき体験事業（7/26、
8/24）
・研修交流会（2/25）

■各地区青少年育成
会の特色を生かして
活動を実施してい
る。
■育成会連合会と連
携・協力

Ａ 

■各地区育成会の活動
地域の子どもたちが様々な体
験・経験ができるよう、中学校
区ごとに地域の特色を活かした
イベントや企画を実施する。
■育成会連合会の活動
・各地区育成会が相互に連携・
協力することで、日野市が一体
となって青少年健全育成に取り
組んでいく。

■各地区育成会の活動
地域の子どもたちが様々な体
験・経験ができるよう、中学校
区ごとに地域の特色を活かした
イベントや企画を実施する。
■育成会連合会の活動
各地区育成会が相互に連携・協
力することで、日野市が一体と
なって青少年健全育成に取り組
んでいく。

子育て
課
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■引き続き、日頃から子どもに
関わっている団体により実行委
員会を立ち上げ、イベントを通
して交流を深めるとともに、子
どもが日頃の成果を発表できる
場とする。
■これまでと会場の状況が異な
る中で、来場者の安全確保を最
優先に、事業を実施する。

■引き続き、日頃から子どもに
関わっている団体により実行委
員会を立ち上げ、イベントを通
して交流を深めるとともに、子
どもが日頃の成果を発表できる
場とする。

子育て
課

■日頃から子どもたちの育成のために活動
している市内の様々な団体や機関、市民が
交流・連携・協働し、より大きな人の輪を
つくり、子どもたちのより健やかな育ちを
支えていくためのきっかけづくりの場とす
る。
■子どもたちの主体的な活動を通した自己
実現の場として確保し、「ともに創りあげ
る喜び」を分かち合い「自分を大切にし、
また他者を思いやり尊重する心」を涵養す
るための場とする。
■このイベントを通して子どもに関わって
いる諸団体の交流を深め、日常の活動でも
協力関係が築
けるよう促していく。

■日頃から子どもに関わっている諸団
体（青少年育成団体・市民団体・行政
機関・児童館など）が実行委員会を組
織し10 月の日曜日に日野中央公園・
市民プラザにて実施。親子で楽しめる
イベントを多数用意し、子どもが日頃
の成果を発表できるステージも設置。
子どもに関わっている諸団体がこのイ
ベントを通じ交流を深めている。
■【経過】
平成３年度 日野市青少年育成市民交
流集会発足。
平成６年度「ＷＡＩＷＡＩワールド～
じどうかんまつり～」を実施。
平成７年度「浅川で手をつなごう」実
施。
平成15 年度 万願寺中央公園に場所を
移し「手をつなごう」実施。
平成22 年度「手をつなごう・こども
まつり」として開始。

⑦手を
つなご
う・こ
どもま
つり

■子ども・子育て支援法（平成24 年
法律第65 号）第77 条第１項の規定に
基づく。平成25 年10 月に発足。
■委員構成 委員20 人以内
①子どもの保護者。
②地域において子どもの育成及び子育
ての支援活動に携わる者。
③市内の民間企業の事業主を代表する
者。
④市内の民間企業の労働者を代表する
者。
⑤子ども・子育て支援に関する事業に
従事する者。
⑥子ども・子育て支援に関し学識経験
のある者。
⑦関係行政機関の職員。
⑧その他市長が必要と認める者。
■所掌事務
①特定教育・保育施設（認定こども
園、幼稚園、
保育所）の利用定員の設定に関するこ
と。
②特定地域型保育事業（小規模保育
等）の利用
定員の設定に関すること。
③市町村子ども・子育て支援事業計画
の策定・変更に関すること。
④子ども・子育て支援に関する施策の
推進について必要な事項及び施策の実
施状況の調査審議に関すること。

⑥子ど
も・子
育て支
援会議

■手をつなごう・こどもまつり
平成29年10月8日　午前10時～午後2時
30分
青少年育成団体・市民団体・行政機
関・児童館など54団体がステージ演奏
やイベントなどを実施。
①青少年団体や子どもの団体によるス
テージパフォーマンス
②青少年団体等によるイベント・展示
③全体企画　I LOVE HINO「あったらい
いな」
子どもたちの「今」が見えてくるよう
なものを形にして発表してもらう。
「ヒノソング」
ステージにおいて日野市の子ども達に
とって馴染み深い「ヒノソング」を全
員で踊り、フィナーレとした。
■手をつなごう・こどもまつり実行委
員会（計6回）
平成29年5月23日、6月21日、7月19日、
8月30日、9月22日、11月14日
■手をつなごう・こどもまつりパネル
展示
平成29年11月1日～11月17日
日野市役所1階の展示スペースにおい
て、手をつなごう・こどもまつり参加
団体のプロフィール紹介や、全体企画
の「あったらいいな」・ヒノソングの
パネル展示を実施。

Ａ 

■平成28年度に雨天
のため、七小体育館
にて規模を縮小して
実施。想定以上の参
加があり、動線の確
保等の安全面、雨天
時ならではの物品準
備不足等課題が残っ
た。雨天時の対応に
ついては、今後も要
検討。
■平成30年度より市
庁舎の耐震工事の関
係で市民プラザが資
材置き場となり、使
用不能となる。その
様な状況の中で来場
者の安全確保を最優
先にしながら実施し
なければならない。

■子ども・子育て支援会議を開催
第1回開催　平成29年6月9日(金)
(1)会議の役割と今後のスケジュールに
ついて(2)日野市子ども・子育て支援事
業計画の進捗状況について(3)子ども家
庭相談受理件数についてほか
第2回開催　平成29年8月3日(木)
(1)新！ひのっ子すくすくプラン（第5
章163事業）の進捗状況について(2)日
野市子ども・子育て支援事業計画の中
間年の見直しについて
第3回開催　平成29年11月16日(木)
(1)待機児童解消に向けた今後の取り組
みについて(2)学童クラブの今後の取り
組みについて（3）日野市子ども・子育
て支援事業計画の中間年の見直しにつ
いて
第4回開催　平成30年1月18日(木)
(1)日野市子ども・子育て支援事業計画
の中間年の見直しについて(2)スーパー
ひのっち「なつひの」の実施報告につ
いて（3）子どもの貧困対策について
■日野市子ども・子育て支援事業計画
の中間年の見直しを行った。

Ａ 

■現行計画の進行管
理や新たな課題に対
するご意見をいただ
く会議体としての役
割を果たしている
が、平成30年度は、
次期計画策定に向け
ニーズ調査の実施等
並行して進めなけれ
ばならない。

■会議の役割
・新！ひのっ子すくすくプラン
の評価・検証
・子ども・子育て支援に関する
施策の推進について必要な事項
及び施策の実施状況の調査審議
に関すること。
■開催スケジュール（予定）
第1回平成30年5月31日(木)
第2回平成30年8月2日(木)
第3回平成30年9月27日(木)
第4回平成30年11月29日(木)
第5回平成31年2月21日（木）
■日野市子ども・子育て支援事
業計画の次期計画策定に向け、
ニーズ調査を実施・分析し、次
期計画の骨子を作成する。

■会議の役割
・新！ひのっ子すくすくプラン
の評価・検証
・子ども・子育て支援に関する
施策の推進について必要な事項
及び施策の実施状況の調査審議
に関すること。
■開催スケジュール（予定）
第1回平成29年6月9日(金)
第2回平成29年8月3日(木)
第3回平成29年11月16日(木)
第4回平成30年1月18日(木)
■日野市子ども・子育て支援事
業計画の中間年の見直しを行
う。

子育て
課

■新！ひのっ子すくすくプランにおいて
も、計画の評価と検証の仕組みが必要にな
ることから、ＰＤＣＡサイクルを実施し、
市民参画や地域との連携のもとに進めてい
きます。
■幅広い委員構成であるため、会議を活用
し、以下の取り組みを実施。
①仕事と生活の調和の実現に向けた労働
者、事業主、地域住民の理解や合意形成の
促進などの広報、啓発。
②法その他の関係法律に関する労働者、事
業主、地域住民への広報、啓発。
③仕事と生活の調和の実現のための働き方
の見直し及び子ども・子育て支援に取り組
む企業及び民間団体の好事例の情報の収集
及び提供等。
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（３）地域と学校の連携

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①コ
ミュニ
ティ・
スクー
ル運営
事業

■コミュニティ・スクールは、地域が
一定の権限と責任をもって学校運営に
参加することで、学校と地域が一体と
なって、地域に開かれ地域に支えられ
た学校づくりを実現する仕組みであ
り、平山小と東光寺小で導入。（平成
26 年度現在）

■今後の他校への導入については、学校や
地域の意向を尊重しながら検討していく。

学校課

■コミュニティ・スクールの設
置が努力義務となり、学校評議
員制度からの移行について検討
する。

■コミュニティ・スクールを導入して
いる平山小学校、東光寺小学校におい
て、協議会の開催、広報誌の発行など
の活動を行った。

Ｂ 

■コミュニティ・ス
クールの意義につい
て情報提供し、学
校、保護者、地域と
連携して導入を進め
ていく。

■コミュニティ・スクールの設
置が努力義務となり、学校評議
員制度からの移行について検討
する。

②ホー
ムペー
ジでの
学校情
報提供

■ＩＣＴ活用教育の推進策のひとつと
して、「学校Ｗｅｂサイトによる見え
る学校づくり」を掲げ、市内の全小中
学校各校の特色ある取り組みをホーム
ページで公開している。

■各学校が、それぞれのオリジナリティを
出して、保護者や地域の方だけでなく、広
くそれぞれの取り組みや活動を発信し、見
える学校づくりを推進していく。

学校課
■学校Ｗｅｂサイトを活用して
情報発信を行い、見える学校づ
くりを推進していく。

■各学校が、学校Ｗｅｂサイトによる
見える学校づくりに向けて、日々の学
校での様子や学校行事、様々な特色あ
る活動など発信を行った。

Ａ 
■情報発信力のさら
なる強化

■学校Ｗｅｂサイトを活用して
情報発信を行い、見える学校づ
くりを推進していく。

③学校
地域支
援本部

■地域の人々が学校運営を支援する
「学校支援地域本部」の設置を支援
し、地域全体で子どもたちを育む環境
を整備する。
■学校の依頼と地域のボランティアを
つなぐ役割のコーディネーターを各校
に配置している。
■支援内容としては「学習支援」「環
境整備」「登下校の見守り」「行事の
支援」などを実施。

■市内小学校ごとに地域支援本部を設置
し、学校と地域の連携体制の構築や制度の
周知を図る。

生涯
学習課

■引き続き地域全体で子どもた
ちを育む環境を整備する。各校
のコーディネーターへの支援
や、関係機関との情報交換等を
行う。

■全小学校（17校）において、学校の
要望に応え、学校支援コーディネー
ターの調整により保護者等の多くのボ
ランティアを募り、様々な支援が行わ
れた。
・活動日数　3,485日（学習支援　1650
日、環境整備　755日、学校行事支援
114日、登下校の見守り　966日）
・参加人数　21,555人

Ａ 

■事業の周知
■ＰＴＡ等関係団体
との連携強化
■コーディネーター
の育成

■引き続き地域全体で子どもた
ちを育む環境を整備する。各校
のコーディネーターへの支援
や、関係機関との情報交換等を
行う。

④地域
の人材
を活用
した教
育の充
実（外
部指導
員な
ど）

■「ひの２１世紀みらい塾」として、
特技を活かして教えたいという市民講
師や、市職員を派遣・紹介し、市民の
学び合いを支援する。

■生涯学習推進基本構想・基本計画をもと
に、より効果的な市民の学び合いができる
よう検討していく。

生涯
学習課

■引き続き市民の学び合いの支
援を行う。ホームページ、広報
等を使い、事業の周知や活用促
進を図る。

■市民講師や市職員を派遣し、市民の
学習支援を行った（延べ実施件数120
件、参加者数1,647人）。
冊子やホームページ、広報等を使い、
事業の周知や活用呼びかけのほか、登
録講座の紹介を行った。また登録講師
の募集も行った。

Ａ 

■事業の周知及び利
用数向上
■登録講師の活躍機
会の拡大

■引き続き市民の学び合いの支
援を行う。ホームページ、広報
等を使い、事業の周知や活用促
進を図る。
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Ⅲ　共に生き、互いに育てあるまち

方針２）安心して子育てができる安全なまちづくり

（１）安全、安心なまちづくりの推進

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

②学校
防犯カ
メラ

■学校等敷地内への不審者対策とし
て、児童生徒等の安全を確保するた
め、門または昇降口の付近にカメラを
設置し、施設内への立ち入りを撮影及
び確認するもの。全小中学校設置。

■学校等の敷地内における児童生徒等の安
全を確保するため、不審者等の敷地内への
立ち入りを今後も防犯カメラにて常時確認
していく。

庶務課
■児童生徒の安全を確保するた
め、防犯カメラの適正な運用と
システムの保守管理に努める。

■児童生徒の安全のため、防犯カメラ
の適正な運用と保守管理を行った。

Ａ 

■設備の老朽化が進
んでおり、更新時期
の検討が必要。
■カメラの防犯範囲
など適正であるか随
時検証が望まれる。

■児童生徒の安全を確保するた
め、防犯カメラの適正な運用と
システムの保守管理に努める。

③ス
クール
ガード
ボラン
ティア

■子どもの安全や地域の安心確保のた
めには、保護者や地域の人たちによる
“見守り”が大変重要なことから、
「ウォーキングやジョギングをしなが
ら、通学路をパトロールする。」「買
い物の時
間を下校時間に合わせ、通学路を通っ
てみる。」「散歩のコースを通学路に
して、登下校時に子どもたちと歩
く。」など、ひとりでも多くの大人
が、自分のできる範囲で、無理なく長
期的に子どもたちを見守っていただく
ボランティアのこと。
■小学校ごとに登録していただき、登
録後「スクールガードボランティア」
の腕章・笛・ボランティア証を貸し出
しする。

■市内の小学校全校でボランティアが活動
している。登録者も年々増加しており子ど
もたちや地域の防犯、安全に寄与している
ので、さらなる拡がりを見せるような事業
展開を行っていく。

庶務課

■新たな登録者の獲得のため、
独自の活動として見守りを行っ
ている団体と連携し調整を図っ
ていく。

■平成29年度末の登録者数1,588名（平
成29年度中の登録者増数-28名）
■各地域で、学校や地域の団体と連携
した見守り活動が行われた。

Ｂ ■登録者数の減

■新たな登録者の獲得のため、
独自の活動として見守りを行っ
ている団体と連携し調整を図っ
ていく。

■平成27 年度から日野市通学路交通安全プ
ログラムが始動するため、このプログラム
の円滑な運用に取り組んでいく。
■モデル校の通学路に防犯カメラを設置
し、課題を整理しながら、さらなる設置を
検討し進めていく。
■学校家庭地域が一体となり、安全マップ
を毎年更新し、充実を図る。

■日野市通学路交通安全プログラムに
基づき、警察、道路管理者、学校、Ｐ
ＴＡ、教育委員会による通学路の合同
点検をＰＤＣＡサイクルにより行って
いく。
■小学校の通学路に防犯カメラを設置
し、防犯効果を高める。
■児童またはＰＴＡが地域を見回り、
自ら危険箇所を見つけ、安全マップを
作成し配布する。

①通学
路など
登下校
の安全
確保

■潤徳小学校、平山小学校、南平小学
校、東光寺小学校、七生緑小学校の通
学路に各校５台、計２５台の防犯カメ
ラを設置することができ、通学路の防
犯強化を図ることができた。
■平成３０年度に防犯カメラを設置す
る日野第一小学校、日野第三小学校、
日野第四小学校、日野第七小学校、仲
田小学校の防犯カメラ設置予定箇所の
抽出を行うことができた。
■日野市通学路交通安全プログラムに
基づく通学路の合同点検により、日野
第一小学校、日野第三小学校、日野第
四小学校、日野第七小学校、東光寺小
学校、仲田小学校の通学路点検を行っ
た。危険箇所２４箇所の点検を行い、
うち対策必要箇所として２２箇所を抽
出した。
■日野市通学路安全推進会議を開催
し、通学路合同点検の成果として対策
済みの２箇所（一時停止線・止まれの
再表示（栄町一丁目）、路側線、路面
標示の設置（日野１３５５番地））と
一部対策が行われた８箇所の報告をす
るとともに、今後の対策実施予定箇所
を確認した。

■対策の進行状況を
引き続き確認し、整
理していく。

■平成２９年度設置により１２
校６０台の防犯カメラ設置が完
了した。残り５校２５台の設置
が残っているため、今後も設置
箇所周辺地域に配慮しながら設
置を進めていく。
■防犯カメラの設置台数が増加
することにより管理面の課題も
増えてくることが想定される。
防犯カメラが安定して稼動する
ように努めていく。
■日野市通学路交通安全プログ
ラムに基づく合同点検は平成２
９年度の点検をもって１回目の
全小学校の点検が完了する。い
ままで点検した学校の対策必要
箇所も含めて、対策の実施を進
め、安全な通学路の確保を図っ
ていくとともに、２回目の点検
に向けてＰＤＣＡサイクルによ
る点検が進められるように対策
の進行状況を引き続き確認し、
整理していく。

Ａ 

■平成28年度設置により7校35
台の防犯カメラ設置が完了し
た。残り10校50台の設置が残っ
ているため、今後も設置箇所周
辺地域に配慮しながら設置を進
めていきたい。
■防犯カメラの設置台数が増加
することにより管理面の課題も
増えてくることが想定される。
防犯カメラが安定して稼動する
ように努めていく。
■日野市通学路交通安全プログ
ラムに基づく合同点検は平成30
年度の点検をもって1回目の全
小学校の点検が完了する。いま
まで点検した学校の対策必要箇
所も含めて、対策の実施を進
め、安全な通学路の確保を図っ
ていくとともに、2回目の点検
に向けてPDCAサイクルによる点
検が進められるように対策の進
行状況を引き続き確認し、整理
していく。

学校課
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④セー
フティ
教室

■小学校、中学校全校でセーフティ教
室を関係機関の方を講師に招いて開催
している。
■保護者や地域も参加した形式での充
実を図っていく。

■非行防止・犯罪の未然防止を目的とし
て、警察等関係機関と連携して、小・中学
校で年１～２回実施。保護者、地域の方と
の意見交換会を実施している。
■今後も、地域、関係機関と連携して小中
学校全校でセーフティ教室を実施し、健全
育成の充実を図る。

学校課

■今後も、地域、関係機関と連
携して小中学校全校でセーフ
ティ教室を実施し、健全育成の
充実を図る。

■非行防止・犯罪の未然防止を目的と
して、警察等関係機関と連携して、
小・中学校全２５校で年１回～２回
セーフティ教室を実施した。その後、
保護者、地域の方との意見交換会を実
施し、多くの方が参加した。

Ａ 
■セーフティ教室を
通した、保護者・地
域への啓発。

■今後も、地域、関係機関と連
携して小中学校全校でセーフ
ティ教室を実施し、健全育成の
充実を図る。

⑤不審
者情報
など
メール
配信
サービ
ス

■あらかじめ登録していただいた携帯
電話やパソコンのメールアドレスに、
不審者出没や災害発生等の情報を配信
するサービス。学校や幼稚園、学童ク
ラブからの情報も受け取れる。
■提供する情報は、①不審者情報 ②
学校・幼稚園生活情報及び学童クラブ
情報③防災安全情報 ④高齢者行方不
明情報 ⑤障害者行方不明情報であ
り、受け取る情報の選択が可能。

■当初は緊急性の高い情報だけを取り扱っ
ていたが、発信先の間口が広がることによ
りその他の防災情報・生活情報等の提供要
望も多いので、担当窓口の一本化を図るよ
う調整を行い、より使いやすく有益な情報
発信ができるようなシステムを構築する。

庶務課

■①不審者情報については、今
後も配信しない。 ②学校・幼
稚園生活情報及び学童クラブ情
報③防災安全情報 ④高齢者行
方不明情報 ⑤障害者行方不明
情報を従前どおり、各学校、担
当課において配信する。
■取りまとめの部署の移行につ
いて、具体的に関係各課と調整
し、早期の実現を図る。

■①不審者情報については、配信して
いない。 ②学校・幼稚園生活情報及び
学童クラブ情報③防災安全情報 ④高齢
者行方不明情報 ⑤障害者行方不明情報
を従前どおり、各学校、担当課におい
て配信した。
■配信希望部署が増えているため、市
全体の取組としてとらえられる取りま
とめの部署へ移行するように調整して
いく。

Ｂ 

■当初は緊急性の高
い情報だけを取り
扱っていたが、発信
先の間口が広がるこ
とによりその他の防
災情報・生活情報等
の提供要望も多いの
で、担当窓口の一本
化を図るよう調整を
行い、より使いやす
く有益な情報発信が
できるようなシステ
ムを構築する。

■①不審者情報については、今
後も配信しない。 ②学校・幼
稚園生活情報及び学童クラブ情
報③防災安全情報 ④高齢者行
方不明情報 ⑤障害者行方不明
情報を従前どおり、各学校、担
当課において配信する。
■取りまとめの部署の移行につ
いて、具体的に関係各課と調整
し、早期の実現を図る。

⑥あい
さつ運
動

■第22期青少年問題協議会の提言を受
けて、事業を平成17年度開始。
■地域で子どもと大人があいさつを交
わすことにより、お互いに顔見知りに
なり、地域の結びつきを強めて、子ど
もの安全を守ることが趣旨。
■具体的には、奇数月の最初の登校日
に教職員、市職員、保護者、自主防犯
組織、自治会、市民活動団体、シル
バー人材センターなど地域の人々が校
門前で生徒の登校をあいさつで迎え
る。
■小中学校にあいさつ運動ののぼり旗
を掲げている。

■地域の大人同士がつながり、大人と子ど
もが互いに顔の見える関係づくりが進んで
いるが、依然として子どもが巻き込まれる
痛ましい事件の報道が後を絶たない現状も
ある。
■より多くの地域の皆様に関わっていただ
けるよう、参加しやすいきっかけづくり、
関係機関と連携し防犯意識をさらに向上す
ることなどが課題。
■子どもたちが、地域の大人に見守られて
いるという安心感の中で成長できるよう、
さらに地域のつながりを広げていきたい。

子育て
課

■地域の結びつきを強めるため
に引き続き、奇数月の最初の登
校日に市内全ての小・中学校で
教職員、市職員、保護者、シル
バー人材センターなど地域の
人々によりあいさつ運動を行
う。

■実施日
5月1日（月）
7月3日（月）
9月1日（金）
11月1日（水）
1月9日（火）
3月1日（木）
■実施時間
小学校：7時50分～8時00分
中学校：8時00分～8時30分
■実施場所
小学校17校、中学校8校

Ａ 

■あいさつ運動は、
各学校や地域に浸透
してきているが、更
に学校との連携が必
要である。
■あいさつ運動の周
知

■地域の結びつきを強めるため
に引き続き、奇数月の最初の登
校日に市内全ての小・中学校で
教職員、市職員、保護者、シル
バー人材センターなど地域の
人々によりあいさつ運動を行
う。なお、夏休み期間の変更に
より9月は8月27日で実施。

⑦自主
防犯組
織育成
支援事
業

■地域との合同防犯パトロールの実施
や自主防犯組織育成事業交付金の交付
等、人的・物的支援を行うとともに、
各種防犯研修会等を実施することによ
り、防犯活動の更なる強化、及び市民
の防犯意識の向上を図る。

■自主防犯組織の新規結成を促進するとと
もに、既存組織の更なる活性化を図る。

防災
安全課

■育成交付金の再交付を活用
し、既存組織の若返りや活動の
継続化を推進する。

■育成交付金の再交付を活用し、既存
組織の若返りや活動の継続化を推進す
る。
平成29年度7団体に交付　新規0団体
再交付7団体

Ａ 

■新組織の立上は、
頭打ちになってきた
ため、既存組織の活
性化を図る必要があ
る。

■育成交付金の再交付を活用
し、既存組織の若返りや活動の
継続化を推進する。
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⑧市内
安全パ
トロー
ル

■下校時の子どもの見守りを中心に、
専門知識を持った警視庁ＯＢによる犯
罪特性に留意した青色防犯パトロール
等を実施することにより、各種犯罪の
抑止、及び防犯体制の強化を図る。

■地域に密着した防犯パトロールを推進す
ることにより、子どもが犯罪に巻き込まれ
ない地域社会の実現を目指す。

防災
安全課

■引き続き、未設置の駅周辺に
設置していく。

■平成29年度街頭防犯カメラ設置箇所
　日野駅東側1、南平駅北口1台
　平山城址公園駅北側1台
　甲州街道駅東側1台、程久保駅1台
　多摩動物公園駅1台
　合計6台設置

Ａ 
■設置台数の増加に
伴い保守管理の対応
が必要となる。

■引き続き、未設置の駅周辺に
設置していく。

⑨「こ
どもを
守る
ネット
ワー
ク」事
業

■市庁用車に指定ステッカーを貼付す
るとともに、車両業務中に、子どもの
身の危険を察知、あるいは、子どもか
ら救助を求められた際に、子どもを一
時的に保護し、警察に通報する事業。

■引き続き、継続実施する。
防災

安全課

■引き続き、庁用車での見守り
及び青色防犯パトロールによる
子どもの見守りを実施してい
く。

■青色防犯パトロールによる子どもの
見守りを実施している。

Ａ 

■地域の子ども達の
安全安心を図るには
地域住民の目も大切
な活動であるが、地
域にある自主防犯組
織の高齢化により、
見守り活動が弱体化
することが懸念され
る。

■引き続き、庁用車での見守り
及び青色防犯パトロールによる
子どもの見守りを実施してい
く。

（２）子育てしやすいまちづくり

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①住宅
マス
タープ
ランの
推進

■高齢者向け住宅の確保、三世代近
居・隣居・同居の推進、住み替えやリ
バースモーゲージの推進、新たな公営
住宅施策の展開、省エネルギー住宅の
普及促進、住宅の耐震改修促進等、
「日野いいプラン2020」「環境基本計
画」「行財政改革大網」等の見直され
た基本構想・基本計画と整合した住宅
政策を推進する。

■国と都が策定する住生活基本計画を踏ま
え、平成26年度中に日野市の住宅マスター
プランの改訂を行い、子育て支援にもつな
がる住宅施策を総合的かつ計画的に推進す
る。

都市
計画課

■対策計画及び市条例に基づ
き、空き家の活用の促進や関係
団体との連携の拡充を図り、空
き家対策を推進する。
■居住支援協議会の取り組みを
検討を進め、ひとり親世帯を含
む住宅困窮者に対する拒まれな
い住宅の確保を行う。

■空き家が地域交流の場などとして活
用されることを促進するため、自治会
や子ども会、老人会などの地域活動団
体を対象に、日野市空き住宅等地域貢
献専門家派遣事業補助金を創設した。
■日野市居住支援協議会で民間賃貸住
宅の入居にお困りのひとり親世帯を含
む住宅確保要配慮者の方々を対象とし
た相談窓口の開設準備を行った。

Ａ 

■空き家対策と居住
支援を組み合わせた
国の新たな住宅セー
フティネット制度の
活用を進める必要が
ある。

■空き家を地域交流の場などと
して活用したいと考えている自
治会や子ども会、老人会など
に、空き家活用の専門家を派遣
して支援する。
■日野市居住支援協議会で民間
賃貸住宅の入居にお困りのひと
り親世帯を含む住宅確保要配慮
者の方々を対象とした相談窓口
を開設する。

②公園
探検隊
事業

■地域の特性を生かした市民が利用し
やすい「特徴ある公園づくり」及び公
園管理などの見直しを市民参画で推進
する。

■平成22 年度までの9 年間、市民とともに
公園マップの作成やバリアフリー調査など
を行い成果をあげてきた。
■メンバーの高齢化や転出に伴い、近年は
組織が消滅している状況を踏まえ、方向性
について検討
していく。

緑と
清流課

■都市公園･児童遊園･地区広場
など、公園類似施設が多数混在
している現状の整理及び地域の
ニーズに沿った利用ルールの検
討が課題となっているため、条
例改正の検討を進める。

■都市公園･児童遊園･地区広場などに
ついて、課内で今後の方向性の検討を
している。

Ｂ 

■公園のあり方検討
（子どもが遊べる公
園づくりや公園遊具
修繕の実施

■都市公園･児童遊園･地区広場
など、公園類似施設が多数混在
している現状の整理及び地域の
ニーズに沿った利用ルールの検
討が課題となっているため、条
例改正を含め、検討を進める。

43



④第二
次日野
市交通
バリア
フリー
基本構
想

■第二次日野市バリアフリー基本構想
に指定されている路線について計画的
に整備を行っていく。
■市では市民だれもが自らの意思であ
らゆる活動に自由に参加し、人生を楽
しみながら希望を持って生きられる社
会を築くことを目的に、ユニバーサル
デザインによるまちづくりを進め、重
点整備地区を中心に全市のバリアフ
リーネットワークの形成を目指すも
の。また、ハード面のバリアフリー化
だけでなく、情報提供のルールや仕組
み等のソフト面のバリアフリー化、関
係者の援助やマナーの向上等のハート
面のバリアフリー化（心のバリアフ
リー化）を行う。

■平成25年３月に策定した第二次日野市バ
リアフリー特定事業計画に基づき、子育て
世代を含む誰もが自由で快適に移動できる
環境整備を進める。

都市
計画課

■進行管理アンケート及び現地
確認を実施の上進行管理会議を
開催する。
■進行管理会議等を通じ進行管
理を実施すると共に課題の洗い
出しも行う。

■進行管理アンケート及び現地確認を
実施の上進行管理会議を開催した。
■公共公益施設等の管理者からの申告
と現地調査に基づき目標年次での達成
が難しい事業を洗い出した。

Ａ 

公共公益施設等の管
理担当者の異動時
に、特定事業計画が
引き継がれていない
実態がある。

■計画の達成が難しいと思われ
る公共公益施設等の管理者と個
別協議を実施する。

⑤まち
づくり
マス
タープ
ランの
推進

■現行のマスタープランについて、策
定後の社会経済情勢の変化や、日野市
を取り巻く環境変化等を踏まえるとと
もに、その後の行政施策の状況、地域
の要請の変化等に対応するよう、３か
年でまちづくりマスタープランの改訂
作業を行う。

■現行のマスタープラン及びこれを行政・
市民・事業者の協働で実現するための「ま
ちづくり条例」の理念を継承する。
■安全安心で利便性が高く若年層や子育て
層が定住する都市の実現を目指して基礎調
査や改訂作業を進める。

都市
計画課

■将来像に向けて必要な施策を
整理し、庁内検討を進める。
■地域別やテーマ別の検討会議
等により、市民参画を得ながら
見直し方針を検討する。
■立地適正化計画（日野市版コ
ンパクトシティ形成方針、誘導
区域、誘導施策をそれぞれ設
定）を含むまちづくりマスター
プラン改訂の素案を作成する。
■素案をもとに、都計審・市民
まちづくり会議等の意見聴取、
パブコメを経て、案を作成し、
平成30年度の議会議決に向けた
準備を整える。

■地域別とテーマ別の市民ワーク
ショップを合計で11回開催した。
■専門家と公募市民によるコア会議を7
回開催し、改訂素案を作成した。

Ｂ 

ワークショップの参
加者が固定化してい
るため、コア会議か
らは幅広く市民意見
を聴取するよう求め
られている。

■地域別の市民ワークショップ
を追加で開催する。
■庁内関係各課、市内関係団体
との意見交換により、改訂素案
をブラッシュアップする。
■コア会議、市民まちづくり会
議、都市計画審議会において改
訂素案の承認を得て、パブリッ
クコメントを実施し、市議会に
改訂案を上程する。

■平成29年度に引続き幹線市道
Ⅰ－20号線、道路延長約280
ｍ、幅員20ｍの道路改良工事
（道路拡幅は延長約100ｍ）を
実施いたします。
■第二次日野市バリアフリー特
定事業計画に基づき、旧都道
169号線、現在の幹線市道Ⅰ－
23号線から都営日野栄町二丁目
アパートへ向かう市道Ａ30号線
の歩行者空間確保のため、約
200ｍの区間にカラー舗装を実
施いたします。また、モノレー
ル通りから七生公会堂へ向かう
市道Ｎ1号線の歩行者空間確保
のため、約40ｍの区間にカラー
舗装を実施いたします。
■日野市通学路交通安全プログ
ラムに基づき平成29年度に合同
点検（東光寺小、仲田小、一
小、三小、四小、七小）を実施
した、市道15箇所の安全対策の
うち、残り全13箇所の安全対策
を実施いたします。また、平成
30年度は豊田小、滝合小、旭が
丘小、六小、東光寺小、一小の
通学路合同点検を実施いたしま
す。（主体は学校課）

■平成27年度に幹線市道Ⅰ－20
号線の道路用地を取得したこと
に伴い、平成29年度は道路改良
工事（拡幅工事を）実施する。
なお、本工事の中でバリアフ
リー化も合わせて実施する。
■日野市通学路交通安全プログ
ラムに基づき平成28年度に合同
点検を実施した、市道20箇所の
安全対策のうち、残りの全15箇
所の安全対策を実施予定。ま
た、平成29年度は東光寺小、仲
田小、一小、三小、四小、七小
の通学路合同点検を実施する
（主体は学校課）

道路課

■平成29年8月～平成30年5月にかけ
て、幹線市道Ⅰ－20号線、道路延長約
280ｍ、幅員20ｍの道路改良工事（道路
拡幅は延長100ｍ）を実施しておりま
す。また、新たに設置した歩道、延長
約100ｍについてはバリアフリー化も合
わせて実施しております。
■日野市通学路交通安全プログラムに
基づき平成28年度に合同点検（平山
小、夢が丘小、南平小、八小、潤徳
小、旭が丘小）を実施した、市道20箇
所の安全対策のうち、残りの全15箇所
の安全対策を実施いたしました。ま
た、平成29年度は東光寺小、仲田小、
一小、三小、四小、七小の通学路合同
点検を実施いたしました。（主体は学
校課）

Ａ 

■幹線市道Ⅰ－20号
線の施工管理を確実
に行い、工期内で工
事を完了させるこ
と。
■毎年、点検は7月
に実施するが、予算
作成の関係上、対策
工事は次年度になる
ため、対策工事まで
に時間を要するこ
と。

■第二次日野市バリアフリー特定事業計画
に基づき、歩道のバリアフリー化を図る。
■平成26 年度末に策定予定の（仮称）通学
路交通安全プログラムに基づき、教育委員
会、学校関係者、ＰＴＡ、各管理者による
合同点検の継続、対策の改善、充実等をＰ
ＤＣＡサイクルで実施し、通学路の安全性
向上を図る。

■第二次日野市バリアフリー特定事業
計画の策定や、各小学校の通学路の点
検など、市民参画による道路整備を図
る。

③通学
路の整
備
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Ⅳ　命を慈しむ心を育て、次の世代の親を育てる

方針１）家族や地域の人とのふれあいを促進

（１）家族のふれあいの促進

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

②親子
ふれあ
い事業

■親子のふれあいを促進するため、３
～４か月児健診後に親子の交流する機
会を設定し、保育士による手遊びや絵
本の読み聞かせを実施。

■親子のふれあい促進のきっかけの場とな
るよう、継続していく。

健康課
■親子のふれあい促進のきっか
けの場となるよう、継続してい
く。

■年間36回の３～４か月健診後に、交
流する機会を設け、保育士による手遊
びや絵本の読み聞かせを実施した。

Ｂ 

■親子ふれあい事業
としての絵本の読み
聞かせ等は、声かけ
に応じた親子のみと
なっている。更に積
極的に声掛けを行う
など、参加者が増え
る様に事業の構築を
行っていきたい。

■親子のふれあい促進のきっか
けの場となるよう、継続してい
く。

③家庭
教育学
級

■市内小中学校ＰＴＡへの委託による
家庭教育学級や、生涯学習課による講
演会などにより、家庭教育の充実や、
主な担い手である保護者の教育力向上
を図る。

■各小・中学校ＰＴＡによる学習活動の充
実。
■講演会開催や、市ホームページ等での情
報発信による家庭教育の啓発及び保護者の
意識向上。

生涯
学習課

■引き続き、ＰＴＡへの委託に
よる家庭教育学級や、講演会開
催、情報発信などを行い、家庭
教育の充実及び保護者の教育力
向上を図っていく。

■小中学校25校PTAへの委託により、地
域性やニーズに合わせた学習活動が実
施された（延べ参加者数4,393人）。
■生涯学習課で、家庭の教育力向上に
向けた講演会を3回開催した（延べ参加
者数261人）。
■市ホームページ等での情報発信によ
り、家庭教への意識の啓発を行った。

Ａ

■学習会や講演会に
参加しない（できな
い）保護者への対応
■各校ＰＴＡの家庭
教育担当役員への支
援

■引き続き、ＰＴＡへの委託に
よる家庭教育学級や、講演会開
催、情報発信などを行い、家庭
教育の充実及び保護者の教育力
向上を図っていく。

（２）異年齢交流の促進

事業 内容
方向性

（平成27年4月～平成32年3月）
担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①幼稚
園・保
育園で
の中高
生の受
け入れ

■子どもへの理解を深め、命の尊さ、
慈しむ心、家族の大切さや家族をもつ
喜びが持てるよう、地域の高等学校・
中学校と連携して中高生等の保育体験
を受け入れる。
■中高生を対象に、保育園の行事参加
や保育園職場紹介などの交流を深め
る。

■今後も、地域の高等学校・中学校と連携
して中高生等の保育体験を積極的に受け入
れる。

保育課

■地域の高等学校・中学校と連
携して中高生等の保育体験を積
極的に受け入れる。また、中高
生を対象に、保育園の行事参加
や保育園職場紹介などの交流を
深め、つながりが持てるように
積極的にすすめていく。

■中高生等の保育体験受け入れ
　実施園・・10園
　参加人数・・436人

Ａ 
■保育体験の積極的
な受け入れを行っ
た。

■地域の高等学校・中学校と連
携して中高生等の保育体験を積
極的に受け入れる。また、中高
生を対象に、保育園の行事参加
や保育園職場紹介などの交流を
深め、つながりが持てるように
積極的にすすめていく。

①家族
ふれ愛
の日の
啓発
（写真
展）

■東京都が定めている「家族ふれあいの
日」とも併せ、家族のふれあいについて啓
発活動を継続していく。

■第23期青少年問題協議会の提言を受
けて、事業を平成20年度開始。
■毎月第３日曜日を「家族ふれ愛の
日」と定め、親子の会話、心のかよう
温かな家庭づくりが推進できるよう啓
発していくことが提言された。
■具体的には、家族ふれ愛写真展を毎
年開催し、受賞作品を基に啓発ポス
ターを作成し、市内公共機関等に掲示
している。

■家族ふれ愛写真展応募数　49点
≪テーマ≫
「家族のふれ合いの良さを伝えてくれ
る写真」
≪応募期間≫
平成29年10月2日（月～10月31日（火）
≪賞≫
1）家族ふれ愛大賞　1名
2）家族ふれ愛賞　　4名
3）佳作　　　　　　10名
≪表彰式≫
仲田の森蚕糸公園のあきなかだ会場内
で実施。
■平成29年10月17日（火）～10月31日
（火）イオンモール多摩平の森ＧＦ陽
だまりのアトリウムにて平成28年度入
選作品を展示し、作品募集の宣伝を
行った。
■パネル展示
平成30年2月2日（金）～2月21日（木）
市役所1階市民ホール西側に展示。
■ポスター作成　320枚
市内公共施設、公共交通機関、スー
パーへの貼り出しを行った。

Ａ 

■家族ふれ愛写真展
は、毎年楽しみにし
てくれている方がい
る等、浸透してきて
いる。しっかりと、
継続していくことが
大切と考えている。
■さらに周知・啓発
を図るため、よりPR
効果が期待できる仕
組みを検討する

■引き続き「家族ふれ愛の日」
の啓発のための写真展を実施す
る。
■家族ふれ愛写真展の募集方法
の簡素化を図る。

■引き続き「家族ふれ愛の日」
の啓発のための写真展を実施す
る。
■家族ふれ愛の日のさらなる啓
発のために表彰式の場所などを
検討する。

子育て
課
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②ジュ
ニア
リー
ダー講
習会

■昭和41年度に開始され、異年齢交
流・地域交流を通して、思いやりの心
や生きる力を養い、地域への愛着・関
心を深める事業。
年10回実施（平成２６年度）
■効果
企画・運営を大学生・高校生のボラン
ティアリーダーが行うことで、将来地
域で活動する人材の育成を目指してい
る。「地域活動の担い手の育成」
■ボランティアリーダーは地域貢献の
一環として、子ども会や地域の行事・
イベントに赴き、お手伝いやレクリ
エーション提供等の地域活動を行って
いる。

■小中学生を対象に、キャンプ等の野外活
動や地域交流を行い、子どもたちの体験活
動の充実を図
る。
■ボランティアリーダーの地域活動への参
加を促し、ジュニアリーダー講習会の認知
度を高めるとともに、講習会の成果を地域
へ還元していく体系づくりに努める。より
一層地域と密着した活動を進めていく。
■青少年委員による育成環境の整備、地域
に根ざした活動を進め、地域で活躍できる
人材の育成を行っていく。

子育て
課

■青少年委員の会でジュニア
リーダー担当部会創設により、
連携強化。地域活動への取り組
み促進。
■青少年委員、講師を中心とし
て、リーダーに向けて研修の充
実を図る。
■リーダーが主体となる企画を
増やし、プログラムの充実を推
進。

■実施日 6月～12月に実施（計10回）
■参加人数　小学生37名、中学生23名
■講習会では野外活動や日野市発祥の
スポーツであるハンドロウルを行っ
た。
■講習会のプログラム拡充、リーダー
の創造力向上のため、リーダーがゼロ
から企画する講習会を設けた。
■小中学生別のプログラムを設け、中
央大学にて小学生は学内ウォークラ
リー、中学生はプログラミング講習を
行った。

Ａ 

■青少年委員との連
携強化。
■リーダーの基礎技
術の向上。

■引き続き小中学生を対象に、
キャンプ等の野外活動や地域交
流を行い、子どもたちの体験活
動の充実を図る。
■青少年委員の会ジュニアリー
ダー部会との連携強化を図り、
地域活動の促進を行う
■青少年委員、講師を中心とし
て、リーダーに向けて研修の充
実を図る。

（３）子どもの人権意識の醸成

事業 内容 方向性
（平成27年4月～平成32年3月）

担当課 平成29年度の取り組み 平成29年度実績 評価 課題等 平成30年度の取り組み

①道徳
授業地
区公開
講座

■全ての小・中学校で学校、家庭、地
域社会との連携により開催している。
継続して、道徳授業の質の向上と公開
講座の開催方法の工夫等を図り、さら
に事業を充実させていく。

■道徳教育推進教師を中心に、道徳教育や
道徳授業地区公開講座の体制を整え、道徳
の時間の活性化や内容の充実を図る。

学校課
■全校で道徳授業地区公開講座
を実施。地域や保護者へ呼びか
け、意見交換会を継続

■市内の全ての小中学校において、道
徳授業地区公開講座を実施し、保護者
や地域の方々との意見交換を図った。

Ａ 
■公開講座を通し
た、保護者・地域へ
の啓発。

■全校で道徳授業地区公開講座
を実施。地域や保護者へ呼びか
け、意見交換会を継続

②人権
教育推
進委員
会

【人権教育推進委員会の取組】
■毎年の人権教育推進委員会におい
て、数年かけて全ての人権課題を取り
上げ、教員が多様な人権課題に対して
理解を深める機会にするとともに、幼
児・児童・生徒に対する具体的な指導
の在り方について協議を行った。
■人権教育推進委員会での講義、人権
尊重教育推進校の研究の成果を生か
し、人権教育全体計画・年間指導計画
の見直しが図られた。
【人権尊重教育推進校の取組】
■日野第六小学校が「学び・考え・協
働し、発信する授業の創造　～人との
かかわり合いを大切にし、学びを実践
に結び付ける学習指導の工夫～」を研
究主題に、道徳の時間・生活指導・特
別活動の充実、人権感覚を養う校内環
境の整備、教職員の研修を行い、研究
の成果を都内小・中学校の教員に向け
て発表した。
【夏季教員全体研修】
■上記の講師による研修会を実施した
ことで、日野市立学校・幼稚園の教員
が人権感覚を高めるための機会となっ
た。

Ａ 

■研究成果を、全校
で共有し、各校での
人権教育をさらに推
進する。

■東京都人権施策推進指針が平
成２７年８月に改訂されるとと
もに、人権教育プログラムが改
訂され人権課題が再構築され
た。これまで「性同一性障害」
「性的指向」等の新たな人権課
題についての教員研修を継続し
教員の理解を深めるための研修
を行ってきたが、今後も具体的
な指導の在り方について検討す
る。
■平成２８年度、２９年度に日
野第六小学校が人権教育推進校
の指定を受け、研究を進めた。
昨年度までの研究の成果を、全
校で共有し、各校での人権教育
をさらに推進する。

■東京都人権施策推進指針が平
成２７年８月に改訂されるとと
もに人権教育プログラムが改訂
され、人権課題が再構築され
た。「性同一性障害」「性的思
考」等の新たな人権課題につい
ての教員研修を継続し、教員の
理解を深めるとともに、具体的
な指導の在り方について検討す
る。
■平成２８・２９年度日野第六
小学校が人権教育推進校の指定
を受け、研究を進めている。昨
年度の研究を基盤に、人権教育
の充実に資する研究となるよう
指導・助言を行うとともに、そ
の成果を全校で共有化してい
く。

学校課

■東京都の人権尊重教育推進校指定を受け
た日野第四小の取り組みを広めるととも
に、人権教育推進委員を中心に人権課題を
深める実践や指導計画作成についての理解
を深めるよう研修内容の充実を図る。

■各幼稚園、学校に人権教育理解推進
委員を１名置き、様々な人権課題につ
いて研修を深めている。引き続き人権
課題に応じた研修を企画していく。

46



③心の
教育
（いじ
め防止
基本方
針）

■自分の大切さと他の人の大切さを認
め、行動できる豊かな人間性を育成す
るため、人権教育の一層の充実を図
り、道徳性を養い、相手を思いやり、
社会に貢献する力を育む。

■いじめ防止基本方針に基づく体制整備等
取組の充実を図る。
■人権教育（互いに尊重し合う態度や他者
と共に生きる力の育成）の推進を図る。
■動物ふれあい訪問事業を実施する。

学校課

■開発委員会の研究の成果が教
員の授業実践につながるための
取組の工夫をする。
■道徳副読本は学校への配布で
あるため、次年度以降も同じ物
を使用するが、劣化状況や改訂
があった場合、進級時の不足分
の補充など適切に管理する。
■研究奨励校の成果内容を他校
へ普及するための工夫をする。

【いじめ防止基本方針に基づく対応】
■平成２６年９月に成立した基本方針を平
成２８年６月に改定し、より効果的にいじ
め問題に対する対策を図れるようにした。
【学校いじめ防止基本方針に基づく対応】
■全校が策定した基本方針を踏まえたいじ
め問題に関する対応を実施した。
■日野市いじめ問題対策連絡協議会の設
置・・・年１回開催（平成２９年５月１８
日開催）した。
【日野市教育委員会いじめ問題対策委員
会】
■学識経験者２名、学校関係者２名、教育
委員会２名、特別支援総合コーディネー
ター１名で構成。学期に１回開催（平成２
９年７月７日、平成２９年１２月７日、平
成３０年３月２９日に開催）日野市におけ
るいじめ問題に関する現状と課題につい
て、学校における取組を具体例として示
し、取組の良い点、今後さらに改善してい
く必要がある点について協議した。

Ａ 

■組織として「すべ
てを拾い上げ、対応
する」ことを基盤
に、いじめの早期発
見と、速やかな対応
ができる体制を整え
る。

■「すべてを拾い上げ、対応す
る」ことを基盤に、いじめの早期
発見と、速やかな組織対応に努め
る。
■すべての子供たちが安全で安心
した学校生活を送ることができる
よう、子供たちの変化を見逃さ
ず、つらい思いをしている子供に
寄り添った対応を進める。
■平成２９年３月のいじめ防止基
本方針改訂を踏まえて具体的な取
組を定めた上で、対策委員会で策
定された報告書に基づき、各校の
対策を具現化していく。
■ふれあい月間におけるアンケー
ト調査等を踏まえ、実態を把握す
るとともに、学校が組織的な改善
策を講じることができるよう支援
の充実を図る。
■学校評価へのいじめ対策の記載
について各学校と連携し、調整を
図る。

④高齢
者との
交流

■各幼稚園、学校に人権教育理解推進
委員を１名置き、様々な人権課題につ
いて研修を深めている。引き続き人権
課題に応じた研修を企画していく。

■特別養護老人ホームへの施設訪問、昔遊
びなどの学習を通して、高齢者とのふれあ
い学習を継続
し、計画的な交流をすすめる。

学校課
■特別養護老人ホームへの施設
訪問、昔遊びなどの学習を通し
て、高齢者との交流を継続

■特別養護老人ホームへの施設訪問、
昔遊びなどの学習を通して、高齢者と
の交流を行った。
■地域の高齢者福祉施設を訪問して学
習したことを発表したり、一緒に体験
したりする活動を実施している学校も
あり、体験活動による地域の人々との
関わりを通して、地域に愛着をもつよ
うになっている。

Ａ 

■「総合的な学習の
時間」、「特別活動
の時間」などの時数
確保。

■特別養護老人ホームへの施設
訪問、昔遊びなどの学習を通し
て、高齢者との交流を継続す
る。

⑤子ど
も条例
の推進

■児童憲章や児童の権利に関する条約に
基づいて、子どもの生きる権利、育つ権
利、守り守られる権利、参加する権利と
子どもが健全に育つための責務に関する
基本理念を定め、市と市民が一人ひとり
の子どもの権利を尊重し、保障、擁護す
ることで子どもの幸福の実現を目指し、
子どもが健全に育つことができる
環境をつくること。
■【策定までの経過】
①平成13年から職員によるプロジェクト
チームで「子どもの権利条例」づくりを
検討。
②平成14年に市民の意見を取り入れるた
め、市民を公募。応募した市民（おとな
会議23名）と職員が３年間で108回の会
議を実施。公募で集まった子どもたち
（８名）からも意見をもらい、条例の元
になる案を作成。
③平成18年８月にパブリックコメントを
実施。
④平成20年６月議会に上程。
⑤平成20年７月１日条例を施行。

■ 行政、子育て事業者、地域住民、保護者
が子どもの目線に立つことが子どもの最善
の利益の保護、実現につながるため、様々
な機会を活用し、普及・啓発を図る。
■ 日野市子ども条例の理念を「新！ひのっ
子すくすくプラン」で具現化していく。
■条例第19 条推進体制、20 条委員会の設
置については、子ども・子育て支援会議に
その役割を位置づけていく。

子育て
課

■引き続き、様々な機会を活用
し、普及、啓発に努める。

■平成29年10月8日の「手をつなごう・
こどもまつり」や、その後の市役所１
階市民ホールでの「手をつなごう・こ
どもまつり」のパネル展示に合わせ、
子ども条例の掲示やポケット版の配布
を行った。
■平成29年10月17日（火）～10月31日
（火）イオンモール多摩平の森ＧＦ陽
だまりのアトリウムでの家族ふれあい
写真展作品募集に合わせ、子ども条例
の掲示やポケット版の配布を行った。

Ｂ 

■引き続き周知・啓
発に努めているが、
広く市民に浸透する
ところまでは至って
いない。

■条例施行10年を機に、一層の
周知・啓発に向け、新たな取り
組みを検討する。

⑥いの
ちの学
校

■市内中学校で、道徳などの時間を利
用し、一人ひとりが人を大切にし、か
けがえのない「命」の大切さを考えて
もらう事業を実施。

■中学生の間に一度は受講できるよう、１
年に２～3校で事業実施を予定。パネル展示
や講演会を行い、全校生徒と教職員、ＰＴ
Ａの方にも参加していただき考えてもら
う。

セーフ
ティ
ネット
コー
ルセン
ター

■市内の3校の中学校でパネル
展示及び講演会を開催。
■保護者や地域の方も参加でき
るよう、学校公開等と合わせて
実施する。

■市内3校の中学校において、パネル展
示(メッセンジャー)、と遺族による講
演会を実施。
【参加実績】3校合計1,240人
■実施後のアンケート「誓いの栞」か
ら、こころの健康や、命の大切さにつ
いての理解の深まりや意識の向上が見
られた。
■地区公開としたため、生徒だけでな
く、保護者や地域住民の参加も見られ
た。

Ａ 
■継続して実施して
いくことが必要な事
業である。

■市内の中学校3校で、パネル
展示及び講演会を実施。
■全ての中学校で、保護者や地
域住民も参加できるよう、学校
公開等と合わせて実施する。
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